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本計画は、空港における地震・津波に対応した避難・早期復旧計画の「ひ

な型」を作成するために、高知空港をモデルとして既存の避難計画、早期復

帰計画を踏まえ作成したものである。 
実際の計画は、高知空港の関係者からなる協議会において作成し、現行の

津波避難計画、早期復旧計画の改訂版として活用されることを想定してい

る。 
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第1編 総則 

1. 総則 

1.1 本計画の目的・使い方 

（１）本計画の目的 
空港は、大規模な災害時にその機能を早期に確保することにより、救急救命活動や緊急

物資・人員等の輸送拠点等として重要な役割を果たすとともに、航空ネットワークの維持

により国内及び空港の背後圏における経済活動の継続性を確保することが重要である。 

本計画は、地震・津波発生時の避難、早期の空港機能復旧のための具体的な手順・対策

等を定め、その円滑・確実な遂行を図ることを目的とするものである。 

（２）本計画の使い方 
関係者は、本計画が速やかに実行できるよう、避難誘導及び早期復旧に必要な準備や検

討を事前に進めることとする。 

地震発生時には、被害想定と実際の被害との差異に十分留意し、避難誘導及び早期復旧

対策を講じることとする。特に、避難にあたっては、実際の被害が想定を上回る可能性が

あることに十分留意し、人命を優先した安全な行動を心がける必要がある。 

また、地震発生後は、被害状況等に応じて本計画を適宜修正し、災害対策活動を行う機

関の要請に応じて柔軟に運用することとする。 

（３）本計画の見直し 
本計画の実効性を担保するために、日頃から災害発生を想定した訓練を重ねることによ

り、情報伝達や具体的な避難誘導・早期復旧対策について習熟を行うとともに、訓練で明

らかになった課題や社会条件の変化に応じて、定期的かつ継続的に計画をアップデートし

て見直すこととする。 

計画の見直しにあたっては、人事異動や関係者の変更等による当然必要な連絡先等の修

正の点検を含め、少なくとも年１回以上定期的に実施することとする。 

 

（留意事項） 

 なお、本計画（案）は、空港における地震・津波に対応した避難・早期復旧計画の「ひ

な型」を作成するために、既存の計画をベースに作成したもので、計画を策定する際、特

に考慮が必要と思われる事項については、「検討が必要」「今後の課題」等の記載をして

いますので、関係者からなる協議会においてこれらを含めて検討すること。 
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1.2 用語の解説 

区分 用語 解説 

複数機関で
構成する防
災体制 

現地対策本部 
地震・津波等の自然災害が発生した際に、「高知空港緊

急事態対策基本処理規程」「高知空港事務所地震対策処理
規程」の定めにより空港に設置する災害対策本部を指す。 

空港スタッフ 
避難計画において、避難対策を実施する者を本計画では、

空港スタッフと称する。具体的には、空港事務所、航空会
社、空港ビル、テナント等の職員を指す。 

連絡要員 
現地対策本部に参集する空港関係事業者の職員で、本部

において、所属組織との連絡要員としての役割を担う。リ
エゾンと呼ぶこともある。 

空港関係者 
空港事務所及び空港内事業者の職員、また、事業者（組

織）そのものを指す場合もある。 

高知空港地震・津波対

策協議会（仮称） 

本計画を策定するために組織する関係機関からなる協

議会を指す。 

高知空港事
務所関連 

空港長 高知空港事務所の所長。 

空港管理者 空港長を指す（一般には、空港事務所を指すこともある）。 

空港事務所 組織としての空港事務所を指す。 

滞留者区分
等 

災害時要配慮者 
高齢者、障害者、乳幼児、外国人等の避難時において特

に配慮を要する方を指す。 

女性への配慮 
乳幼児への授乳、着替え等や精神面での不安に対する配

慮を指す。 

滞留者 
道路啓開までの間、交通機関の運行停止により駅や空港

に留まる人を指す。 

帰宅困難となる滞留者 
道路啓開後以降などアクセス路が復旧後も自宅が遠距離

のため帰宅できない等の理由により、空港施設内に留まる
ことを余儀なくされる滞留者を指す。 

津波避難場所 
避難場所のうち、津波から一時避難するため市町村が指

定した高台や津波避難ビル等を指す。 

一時避難 
一時的に命を守るために身を置くこと。このための場所

として、屋上、橋梁の上などを指定する場合もある。 

避難所 
災害時に自宅が全壊した場合や、水や電気等が使用でき

ない場合に、一定期間生活する施設を指す。 

医療関係 応急救護活動 
傷病者の応急救護活動、傷病の緊急度や重症度から治療

や後方搬送の優先検討を行う活動を指す。 

施設関係 

基本施設 滑走路、着陸帯、誘導路及びエプロンを指す。 

構内道路 空港内の道路を指す。 

アクセス道路 空港までのアクセスに使用する道路を指す。 

その他 

ＰＤＣＡサイクル 
Plan（計画）、Do（実施・実行）、Check（点検・評価）、

Act（処置・改善）のサイクルを回すことで、継続に業務
改善を図る考え方を指す 

特殊車両 地上支援車両（航空機牽引車、トーイングトラクタ等）

や給油車両、消防車等を指す。 
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1.3 計画の位置づけ 
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1.4 時系列毎の活動項目と役割分担 ①避難 （地震・津波災害の場合） 
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1.5 時系列毎の活動項目と役割分担 ②早期復旧 （地震・津波災害の場合） 

 



  第 3 編 地震災害への対応 

第１章 避難計画 
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第2編 共通事項 

1. 被害想定 

1.1 地震・津波の諸元 

本計画において想定する地震は、平成 23 年 8 月に設置された「南海トラフの巨大地

震モデル検討会」（内閣府）において設定された「南海トラフの巨大地震」とする１。 
この地震は、南海トラフの巨大地震対策を検討する際に想定すべき最大クラスの地

震として設定された、マグニチュード 9 クラスの規模の巨大な地震となっている（図 1）。    
なお、地震発生予測域は、内陸部にもあり、津波を伴わず地震の揺れのみによる被

災が想定されることに留意する必要がある。 
また、本震より余震、津波の第１波より第２波以降が大きいことがあることにも留

意する。 
表 1 想定する地震・津波の諸元 

地震 南海トラフの巨大地震 

南海トラフの巨大

地震モデル検討会

（内閣府公表） 

規模 マグニチュード 9.0 クラス 

震度 震度７ 

津波高 空港内の被害想定、避難計画については「空港津波シミ

ュレーション等調査（平成 24年 9月 航空局）」を、そ

れ以外は「高知県予測（平成 24 年 12 月）」を使用 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 南海トラフ巨大地震における震度分布（想定） 

出典：南海トラフ巨大地震モデル検討会（第二次報告）追加資料（平成 24 年 9月 内閣府） 

                                                   

１ 高知空港では、南海トラフ巨大地震が、地震被災・地震津波被災ともに最大規模の地震

動である。 
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1.2 地震・津波による空港施設等への影響 

（１）浸水予想 
地震により想定される津波の浸水深を図 2に示す。 
高知空港では、空港津波シミュレーション等調査（平成 24 年 9 月、国土交通省航

空局）より、旅客ターミナルビル地点において最大 6.8ｍ２の浸水が想定されている。 
また、旅客ターミナルビル地点における津波到達時間は、第１波が地震発生から

約 40 分後、最大津波と予想される第２波は約 110 分後と想定されている（図 3）。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 最大浸水深分布（想定例） 

出典：空港津波シミュレーション等調査（平成 24年 9月 航空局） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3 旅客ターミナルビル全面地点における津波浸水深の経時変化（想定） 

出典：空港津波シミュレーション等調査（平成 24年 9月 航空局） 

                                                   

２ 空港における津波対策を検討する上で、より厳しいケースにおいても人命保護対策が円

滑かつ適切な対応を行えるよう、内閣府が公表した南海トラフ巨大地震モデルによる津

波高より＋１ｍ上回る津波高で設定している。 

40 分 110 分 

地盤高さ 
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図 4 0.1m以上の津波の到達時間分布（想定） 

出典：空港津波シミュレーション等調査（平成 24年 9月 航空局） 

（２）空港施設被害の想定 
1) 地震動による被害 
① 空港土木施設 

ここでは、基本施設（滑走路、誘導路及びエプロン）とその下部の構造物を対象

とする。 
緊急輸送の拠点として必要となる滑走路 2,000m、誘導路及びエプロンは、「レベ

ル２地震動」での耐震性能は確保されているため、地震動により構造物が被災する

可能性は低いと考えられる。 
注）レベル２地震動とは構造物の耐震設計に用いる入力地震動で、現在から将来

にわたって当該地点で考えられる最大級の強さをもつ地震動である. 
 

② 空港建築施設 
国が管理する管制塔、庁舎等の建築施設については、新耐震基準（昭和 56 年改正

建築基準法）に適合しており、建物が倒壊する危険性はないと考えられる。さらに、

人命の安全確保に加えて十分な機能確保を図る「官庁施設の総合耐震計画基準」に

適合するための耐震性の向上を進める（表 2 参照）。 
旅客ターミナルビル等については、新耐震基準に適合しており、建物が倒壊する

危険性はないと考えられる。なお、旅客ターミナルビルに建築基準法に定められた

「特定天井」は存在しないため、大規模な天井落下は発生しない。ただし、非構造

部材である天井等の損傷や自動販売機や物販棚等の転倒が発生する可能性がある。 
 地震により商用電源の供給が停止した場合であっても、表 3 に示す施設には非

常用電源が設置されているが、地震または津波の影響により、必ずしも非常用電源

による電力供給が行われるとは限らないことに留意する必要がある。 
地震による空港機能・空港施設への影響は表 4 のとおり。 
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表 2 官庁施設等に関わる耐震基準等 

項番 基準等の名称 策定年等 

1 建築基準法 昭和 25 年 5 月 24 日法律第 201 号 

現行耐震基準は昭和 56 年 6 月 1 日導入 

2 建築基準法施行令 昭和 25 年 11 月 16 日政令第 338 号 

3 国家機関の建築物及びその附帯施設の位

置、規模及び構造に関する基準 

平成 6年 12 月 15 日制定、 

平成 25 年 3 月 29 日最終改正（国土交通

省告示第 309 号） 

4 官庁施設の総合耐震計画基準 国営計第 76 号 

国営整第 123 号 

国営設第 101 号 

平成 19 年 12 月 18 日 

5 官庁施設の総合耐震・対津波計画基準 平

成 25 年度版 

平成 25 年３月 29 日国営計第 126 号、

国営 整第 198 号、国営 設第 135 号 

6 官庁施設における耐震改修事業実施ガイ

ドライン 

平成 20 年 3 月、官庁施設における耐震・

防災改修の総合的促進手法検討会（事務

局 国土交通省大臣官房官庁営繕部） 

 
表 3 高知空港における非常用電源の配備状況 

施設 供給継続可能時間 備考 

空港事務所庁舎 72 時間 1 階（変電所）に設置 

旅客ターミナルビル（既存部） 37 時間 ３階に設置 

同上（増築部） 7 時間 ３階に設置 

 
2) 津波による被害 

津波シミュレーションの結果から想定される被害は、浸水及び冠水、土砂・瓦礫

の堆積並びに場周柵の破損・倒壊など、図 5 及び表 5 に示すとおりである。 
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図 5 空港施設の津波による想定被害状況 

出典：空港津波シミュレーション等調査（平成 24 年 9月 航空局） 

  

 

 

破損・倒壊が想定される場周柵 
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表 4 空港機能・施設の地震による影響【要精査】 

空港機能 空港施設 被害状況 
航 空 機 の 発
着・駐機機能 

滑走路 滑走路は、2,000m 耐震済（500ｍ耐震化不要）であるこ

とから、被害はほぼ無しと想定。 
着陸帯の地震による影響については、今後確認 着陸帯 

誘導路 平行誘導路、取り付け誘導路の一部耐震済みであり、

被害はほぼ無しと想定。 

エプロン 照査結果は耐震化不要であり、被害はほぼ無しと想定。 

空港管理 
・保安機能 

空港事務所管理棟庁舎 新耐震基準に適合しており、被害はほぼ無しと想定。 

管理用車庫 新耐震基準に適合しており、被害はほぼ無しと想定。 

スイーパー車庫 新耐震基準に適合しており、被害はほぼ無しと想定。 

消火救難施設 消防車庫 新耐震基準に適合しており、被害はほぼ無しと想定。 

 救急医療車庫 新耐震基準に適合しており、被害はほぼ無しと想定。 

 照明電源車車庫 新耐震基準に適合しており、被害はほぼ無しと想定。 

場周道路 今後照査（被害が発生する可能性がある） 

保安道路 今後照査 

場周柵 今後照査（被害が発生する可能性がある） 

排水施設 今後照査 

電力供給機能 電源局舎 新耐震基準に適合しており、被害はほぼ無しと想定。 

アクセス機能 空港アクセス道路 

（県道 13 号：高知空港線） 

耐震化されているため、被害はほぼ無しと想定。 

空港構内道路 今後照査（被害が発生する可能性がある） 

駐車場 今後照査 

駐車場照明灯、道路照明灯 今後照査 

航空保安機能 管制・通信施設 空港事務所 
・管制塔庁舎 

新耐震基準に適合しており、被害はほぼ無しと想定。 

ＩＦＲ庁舎 新耐震基準に適合しており、被害はほぼ無しと想定。 

TX(無線送信施設） 局舎については、新耐震基準に適合しており、被害は

ほぼ無しと想定。 

RX(無線受信施設） 耐震対策済みであり、被害はほぼ無しと想定。 

TSR 
(空港監視レーダー) 

局舎については、新耐震基準に適合しており、被害は
ほぼ無しと想定。 

無線施設 VOR/DME 機器については耐震対策済み、局舎については新耐震
基準に適合しており、被害はほぼ無しと想定。 

ＩＬＳ-LLZ 耐震対策済みであり、被害はほぼ無しと想定。 

ＩＬＳ-GS 

ＩＬＳ-T-DME 

耐震対策済みであり、被害はほぼ無しと想定。 

灯火施設 32 側進入灯 ― 

14 側進入灯     ― 

滑走路関連灯火 基本施設（滑走路）に依存 
なお、灯器が破損し運用が継続出来ない場合は危機管
理物品（仮設灯器等）にて応急対応  

誘導路関連灯火 基本施設（誘導路）に依存  
なお、灯器が破損し運用が継続出来ない場合は危機管
理物品（仮設灯器等）にて応急対応  

PAPI 
(精密進入角指示灯) 

基本施設（着陸帯）に依存  
なお、灯器が破損し運用が継続出来ない場合は危機管

理物品（仮設灯器等）にて応急対応  

WDIL(風向灯) 基本施設（着陸帯）に依存  

なお、灯器が破損し運用が継続出来ない場合は復旧（約
数ヶ月）まで運用停止 

CGL(旋回灯) 基本施設（着陸帯）に依存  
なお、灯器が破損し運用が継続出来ない場合は復旧（約
数ヶ月）まで運用停止 

エプロン関連灯火  ― 

ABN(飛行場灯台) 新耐震基準に適合しており、被害はほぼ無しと想定。 

注）各施設の設計条件等を基に作成 

 
 
【今後の課題】地震による被災想定については、今後検討・精査が必要。 
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表 5 空港施設の津波による浸水状況 

空港機能 空港施設 被害状況 
航 空 機 の 発
着・駐機機能 

滑走路 
海側 80%以上の範囲が浸水 

着陸帯 

誘導路 海側 90％以上の範囲が浸水 

エプロン 全範囲が浸水 

空港管理 
・保安機能 

空港事務所管理棟庁舎 2 階室内 1m 程度まで浸水 

空調機械室、危機管理室等が水没 
気象関係の管理室が浸水 

管理用車庫 5ｍ以上浸水（車両水没） 

スイーパー車庫 5ｍ以上浸水（車両水没） 

消火救難施設 消防車庫 1 5ｍ以上浸水（車両水没） 

 消防車庫 2 5ｍ以上浸水（車両水没） 

 救急医療車庫 5ｍ以上浸水（車両水没） 

 照明電源車車庫 5ｍ以上浸水（車両水没） 

場周道路 海側 90％以上の範囲が浸水 

保安道路 海側 90％以上の範囲が浸水 

場周柵 海側 80％以上の柵が 1.4m 以上浸水（破損・倒壊） 

排水施設 開渠の 80％以上が浸水 
南側（海側）の流末が浸水（土砂や瓦礫の堆積） 

電力供給機能 電源局舎 局舎 5m 程度浸水（商用電源の高圧受配電設備、無線・通信
施設および灯火施設のための非常用発電設備、無停電電源装
置等、すべての機器が水没） 

アクセス機能 空港アクセス道路（県道 13 号：高知空港
線、及び空港アクセス線） 

（今後、27 年度開通の高速道路も考慮） 

空港入口は 5～5.5m 浸水 
（浸水範囲は国道 55 号南国バイパスまで） 

空港構内道路 旅客ターミナルビル地区内全域が 5m 以上浸水 

駐車場 全域が 5m 程度浸水 

駐車場照明灯、道路照明灯 5ｍ程度浸水 
トランス、屋外受配電設備（ｷｭｰﾋﾞｸﾙ）浸水 

航空保安機能 管制・通信
施設 

空港事務所 
・管制塔庁舎 

庁舎 2階床上まで浸水（VFR 用空調機械室、電気室） 
屋外受配電設備（ｷｭｰﾋﾞｸﾙ)浸水 

管制塔 2階床上まで浸水 

IFR 庁舎 EQ 室等に被害 屋外受配電設備（ｷｭｰﾋﾞｸﾙ)浸水 

TX(無線送信施設） 建物屋根高まで浸水（無線送信関連機器等） 
屋外受配電設備（ｷｭｰﾋﾞｸﾙ)浸水 

RX(無線受信施設） シェルタ 5m 程度浸水（無線受信関連機器等） 

屋外受配電設備（ｷｭｰﾋﾞｸﾙ)浸水 

TSR (空港監視レーダー) 局舎 5m 以上浸水（空港監視レーダー関連機器） 

無線施設 VOR/DME 局舎建物高以上の水深により局舎内浸水 
屋外受配電設備（リモートステーション)浸水 

ILS-LLZ 浸水無し 

ILS-GS 
ILS-T-DME 

シェルタ 6m 以上浸水 
（進入角指示に関わる無線機器、空中線アンテナ） 

屋外受配電設備（ｷｭｰﾋﾞｸﾙ)浸水 

灯火施設 32 側進入灯 軽量型塔柱浸水（倒壊、流出、架空ケーブル断線） 

屋外受配電設備（ｷｭｰﾋﾞｸﾙ、ﾘﾓｰﾄｽﾃｰｼｮﾝ）浸水 

14 側進入灯 浸水無し 

滑走路関連灯火 80％程度の灯器が浸水 
（地上型：倒壊・流失、埋込型：破損） 

誘導路関連灯火 90％程度の灯器が浸水（地上型：倒壊・流失、埋込型：破損） 

PAPI(精密進入角指示灯) 32 側は灯器、受光器、検視台が 6m 程度浸水 

WDIL(風向灯) 32 側は 7m 程度浸水 

CGL(旋回灯) 5 基（/9 基）が浸水 
屋外受配電設備（ｷｭｰﾋﾞｸﾙ、ﾘﾓｰﾄｽﾃｰｼｮﾝ）が 0.2ｍ程度浸水 

エプロン関連灯火 6ｍ程度浸水 
トランス、屋外受配電設備（ｷｭｰﾋﾞｸﾙ）浸水 

ABN(飛行場灯台) 5ｍ程度浸水 
トランス、屋外受配電設備（ｷｭｰﾋﾞｸﾙ）浸水 

気象観測施設（露場） 5m 程度浸水（雲高、温度、雨量等の気象観測計器） 

旅客ターミナルビル ２階床面程度まで浸水 

給油施設 1.5ｍ程度浸水 



  第 3 編 地震災害への対応 

第１章 避難計画 

 

13 
 

（３）空港へのアクセス施設の被害想定 
空港へのアクセス道路は、緊急輸送道路に指定されており、経路上の橋梁の落橋

防止対策等による耐震化が進められている。 
空港アクセス道路へのアクセス道路は、国道 55 号以南の約 1.2km にわたる浸水が

想定されている（空港～県道 13 号～国道 55 号までの区間（図 6））。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

※ 第１次緊急輸送道路：高知県の緊急輸送道路ネットワーク計画で広域的な輸送物

資を運ぶ広域幹線道路、県庁所在地と地方中心都市及び重要港湾、空港を連絡す

る道路 
※ 第２次緊急輸送道路：市町村役場、警察、消防、自衛隊等救難拠点、病院等の医

療拠点、集積拠点等と第１次緊急輸送道路を結ぶ道路、広域幹線道路で代替路線

として利用する道路 
図 6 高知空港周辺の浸水被害状況（整理イメージ） 

出典：[高知県版第２弾]南海トラフ巨大地震による震度分布・津波浸水予測（2012 年 12 月 高知県） 

及び「高知県緊急輸送道路ネットワーク図」（高知県）を基に作成 

（４）ライフライン施設の被害想定及び復旧の見通し 
ライフライン施設の被害想定は、内閣府の被害想定（南海トラフの巨大地震「被

害の様相」と備え 内閣府/平成 25 年 5 月）及び四国電力へのヒアリングより、以下

のとおり想定されている。 
1) 電力 

・ 地震直後は、需給バランスが不安定になり、広域的な停電が発生する可能性があ

る。 
・ 電柱被害に起因した停電は１割以下と想定される。 
・ 受給バランスに起因した停電については、１日後から１週間後では、供給ネット

ワークの切り替えにより、3 日～4 日で解消されると想定される。 
・ 需要の回復が供給能力を上回る場合は、計画停電等が実施される。 

なんこく南 IC 

県道高知空港インター線 
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・ 施設の被災に基づく停電に関しては、その電力復旧には、がれき・漂流物の除去

後、現場に立ち入れる状況になった後、2 週間程度を要すると想定される。 
・ 旅客ターミナルビル（既存部）の非常用電源は 37 時間供給継続可能であり、ビ

ル内の階層ごとに配電可能である。（電力量（燃料）に制限があるため、運航の

ための機能に優先した配電を考慮することとしている） 
 

2) 通信 
・ 地震直後は、停電エリアで固定電話端末が利用できない状況が想定される。 
・ 携帯電話は、固定電話の伝送路の被災範囲で利用が困難になる。 
・ 固定、携帯ともに大量アクセスにより輻輳が発生し、音声通話は 90％が規制さ

れる。 
・ 携帯・スマートフォンはバッテリー切れにより数時間後から利用が不可となる。 
・ １日後には、輻輳による音声通信の規制は、徐々に解消される。携帯電話は、停

電エリアの基地局の非常用電源の燃料切れにより機能停止が拡大する。 
・ 停電に起因した通話支障は、4 日程度で解消される。 
・ 空港の回線を収容している交換機はＮＴＴ南国ビル（南国市日吉町）にあり、空

港までのケーブル（メタル、光）は、すべて地下へ埋設しているため地震による

ケーブル断線の可能性はあるが、津波による被害は小さいと想定される。 
・ 空港内に小規模交換機を設置しているが、管理棟１Ｆに設置しており津波により

浸水する可能性がある。 
・ メール・インターネット環境利用のためのネットワーク機器、サーバ機器は原則

地震にも耐えうる構造となっているため、通信事業者が通信回線を復旧完了後、

利用可能である。 
 

3) 給水及び汚水・生活雑水処理 
・ 高知空港の飲用水や作業用水は、井戸水を利用している。ポンプ電源の被災が想

定されるが手押しポンプ等を使用することで井戸水を確保することができる。井

戸の揚程（地盤から地下水面までの比高）は８～９ｍ程度である。揚水能力は十

分ではない可能性があり、この点に留意する必要がある。 
・ 汚水、生活雑排水の処理は浄化槽により行っているため、停電により機能を失う。

水漏れ、悪臭が発生するまでの 1～3 カ月は暫定的に使用可能であると想定され

る。 
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（５）空港機能への影響（想定） 
地震・津波による空港機能への影響（想定）を表 6 に示す。 

 
表 6 地震・津波による空港機能への影響（想定） 

空港機能 影 響 

航空機の発着・駐機機能 
滑走路、誘導路等の浸水により、航空機の発着及び駐
機が困難となる。 

空港管理・保安機能 
空港事務所庁舎、消防車庫等の浸水により、空港施設
の管理が困難となる。 

電力供給機能 
電源局舎の浸水により、空港機能の多くに大きな影響
を与える 

管制・通信機能 管制・通信施設の被害により、管制が困難となる。 

アクセス機能 
高知空港までのアクセス道路の浸水により、滞留者の
空港外への避難及び復旧資機材の搬入に大きな影響を
与える。 

旅客ターミナルビル機能 
１階部分が大きく被災し、２階部分も被災の可能性が
ある。復旧の遅れは、民航機の運航再開に大きく影響
する。 

給油機能 
空港における救急・救命活動への影響のほか、航空機
への給油施設箇所が限られることから、緊急物資・人
員輸送等への影響が出る。 
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2. 地震発生直後の対応 

2.1 防災関連計画等における高知空港の位置づけ 

「南海トラフ地震防災対策基本計画」に基づき、平成 27 年 3 月に策定された「南海

トラフ巨大地震における具体的な応急対策活動に関する計画」（以下、具体計画）にお

いて高知空港は、各部隊の指揮、宿営、資機材集積、燃料補給等を速やかに行う「航

空機用救助活動拠点」に位置づけられている（図 7、表 7）。 
また、高知空港は、高知県「高知県航空部隊支援計画」において、災害対策活動を

行う航空部隊のヘリベース３に指定されている。 
 

高知空港は、浸水することにより一時的に使えなくなる可能性は高いものの、ヘリ

等による災害対策活動が有効に実行されるよう、できる限り迅速に空港機能の回復を

図るとともに、災害対策を行う機関や高知県災害対策本部等と運用面での調整を図る

ことが重要である。 
なお、地震災害時における高知空港への SCU の設置や DMAT の活動拠点化等につ

いて、関係機関と調整する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 具体計画における高知空港周辺の活動拠点 

出典：南海トラフ地震における具体的な応急対策活動に関する計画（平成 27年 3月 中央防災会議） 

                                                   

３ ヘリベース：災害対策活動を行うヘリ等の運用に関係する指針及び後方支援（駐

機・給油・整備）が可能な場所 
 

凡例 
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表 7 南海トラフ地震における具体的な応急対策活動における各種防災拠点 

拠点種類 拠点が果たすべき機能 

広域進出拠点 
災害発生直後、直ちに広域応援部隊が被災地方面に向かって移動す
る際の一時的な目標となる拠点 

進出拠点 
広域応援部隊が応援を受ける都道府県に向かって移動する際の目
標となる拠点 

救助活動拠点 
各部隊が被災地において部隊の指揮、宿営、資機材集積、燃料補給
等を行うため発災後には速やかに確保すべき拠点 

航空搬送拠点 
広域医療搬送を行う大型回転翼機又は固定翼機が離発着可能な拠
点（ＳＣＵ（広域搬送拠点臨時医療施設）の設置が可能なもの） 

広域物資輸送拠点 
国が調整して調達する物資を都道府県が受け入れ、これを各市町村
が設置する地域内輸送拠点や避難所に向けて送り出すための拠点 

海上搬送拠点 
人員、物資、燃料、資機材等を海上輸送するために想定する港湾（耐
震性及び機能性が高いもの） 

出典：南海トラフ地震における具体的な応急対策活動に関する計画、平成 27年 3月、中央防災会議 

2.2 初動体制 

（１）現地対策本部の設置・運営 
現地対策本部を、発災後速やかに、高知空港事務所内に設置する。本部の設置は、

「高知空港緊急事態対策基本処理規程」及び「高知空港事務所地震対策処理規程」

に基づき、空港長の指示により行う。ただし、遠地で発生した地震により大津波警

報が発表され、津波到達までに時間的余裕がある場合には、避難実施前に現地対策

本部を設置する。 
 

1) 現地対策本部の設置場所 

①  地震災害の場合 

現地対策本部は、空港長室に設置する。 
②  地震津波災害の場合 

現地対策本部は、一時的に屋上に設置した後、２Ｆの○室に設置する。 
 

2) 現地対策本部の構成 

①  本部長 
本部長は、空港長とする。空港長不在の場合の代行順位は次のとおりとする。 
  第一順位：総務課長 
  第二順位：先任航空管制運航情報官 
  第三順位：先任航空管制官 
  第四順位：先任施設運用管理官 
  第五順位：先任航空管制技術官 
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②  現地対策本部の構成・役割 
現地対策本部の構成は表 8 に示すとおりであるが、そのほか構成員については、

必要に応じて空港長が招集する。 
現地対策本部員は、津波情報の動向と空港内の避難状況の確認に努め、これらの

内容を整理し本部長に報告する。 
 

表 8 現地対策本部と関係機関 

 
現地対策本部 関係機関 

国の行政機関 高知空港事務所 航空局・大阪航空局 

  四国地方整備局 

  
関西航空地方気象台 

（高知空港出張所） 

  海上保安庁 高知海上保安部 

  陸上自衛隊 第 14 旅団 

  海上自衛隊 第 24 航空隊 

  海上自衛隊 徳島教育航空群 

地方公共団体 

 高知県 

 南国市 

 香南市 

警察機関 
南国警察署空港警備派出

所 

高知県警察本部航空隊 

高知県警察本部 

消防機関 

 高知県消防防災航空隊 

 南国市消防本部 

 香南市消防本部 

医療機関 

 高知県医師会 

 土佐長岡郡医師会 

 日本赤十字社 

航空運送事業者 航空会社 航空貨物ﾌｫﾜｰﾀﾞｰ・ﾊﾝﾄﾞﾘﾝｸﾞ会社 

空港内事業者 

高知空港ビル(株) 空港事務所・空港ビルの業務委託会社 

(一財)空港環境整備協会 旅客ターミナルビル内テナント 

入交石油(株)  

空港アクセス関連

事業者 
とさでん交通(株)  

ライフライン事業

者 

 四国電力株 

 西日本電信電話(株) 

 土佐ガス会社株 

復旧工事関連事業

者 

 空港維持管理業者 

 
建設業者、設備メーカー、資機材リー

ス会社等 

その他 
その他必要に応じて本部

長が招集する  

    注） 平成 27 年 10 月時点 
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【津波情報の動向と空港内の避難状況の報告内容例】 

○津波情報の動向 

・ 大津波警報発表時刻 
・ 津波到達予想時刻：○時○分 
・ 旅客ターミナルビル、駐車場地区で○m の津波来襲の危険性あり、など 

○空港内の避難状況 

・ 滞留者数（空港事務所庁舎：○人〔うち空港スタッフ：○人〕、旅客ターミ

ナルビル：△人〔うち空港スタッフ：△人〕） 
・ 負傷者（重傷者：○人、軽傷者：○人）、など 

 

（２）関係機関との連絡体制 
関係機関との連絡体制を図 8に示す。 
なお、電話番号については、固定電話番号と携帯電話番号を整理することとし、

実際に用いる連絡表では、代行者、所属部署等も含めて記載する。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8 連絡体制図 
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（３）現地対策本部における必要資機材の備蓄 
現地対策本部に必要な資機材を表 9 に示す。 
今後、現地対策本部の機能を果たす上で必要な備蓄の品目や役割分担について、

改めて「高知空港地震・津波対策協議会（仮称）」（構成員は別途検討。以下、「協議

会」という。）において検討し、準備する。 
 

 表 9 現地対策本部が用意すべき機材一覧（案） 

利用目的等 物品名 

事務用品 

・ホワイトボード 

・筆記具（ノート、ボールペン、マーカー、ガムテープ等） 

・照明機材 

・ハンドマイク、ホイッスル、手旗 

本部執務用 

・携帯ラジオ・非常用発電機 

・作業用図面（空港全体の平面図（白図を数枚 A１～A０）、 

・地形図（１／２．５万及び１／２０万） 

・報告用の図面（A4、A3 等） 

・庁舎設備に関する図面（特に電気、通信） 

早期復旧対策資料 

・関係機関連絡先リスト 

・資機材の調達先及び保有資機材リスト 

・施設点検等チェックリスト 

調査用備品 

・ヘルメット、手袋、長靴・安全靴 

・スタッフ、ポール、巻尺、コンベックス 

・懐中電灯 

通信環境 

・衛星電話、官用携帯、トランシーバ、 

・ＥＭＭＵ（緊急通報管理装置） 

・ＦＡＸ・ＰＣ 

生活備品 
・水・食料 

・簡易トイレ・毛布・医薬品 

被害概略調査機材 

（警報発令中） 

・双眼鏡・人工衛星画像情報・ドローン（将来的に） 

・調査結果を整理するための白図 

・チェックリスト（チェック項目を事前に作成） 

・デジタルカメラ（超望遠レンズ）、三脚 

注）津波が発生する場合、庁舎２Ｆは天井近くまで浸水するおそれがあるため、上記機材の保管方法

についても検討が必要。 

 
なお、津波被災時における現地対策本部は、一時的に屋上に設置することが想定さ

れることから、この場合の対応として、テントやビニールシート等の備蓄についても

検討が必要である。 
 

（４）運用時間外に災害が発生した場合の対応 
運用時間外（21:00～7:00）に災害が発生した場合の対応については、「高知空港事
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務所航空保安業務提供時間取扱処理規程」に基づき、早期の機能復旧に向けた実施

体制を整備する。 
a) 勤務時間外に災害が発生した場合に対応できる連絡体制等の詳細な行動フロー 
b)「救急・救命活動等の拠点機能」「緊急物資・人員等輸送受入れ機能」「定期民間

航空機の運航機能」の段階的な確保に向けて、必要な業務内容を事前に整理 
c) 早期の機能確保に向け、点検内容、点検ルート、チェックシート等 
d) 上記の機能確保に向けた、人員、資機材の確保 
e) （地震津波用）大津波情報が解除され道路啓開終了後の体制 

 

2.3 身の安全の確保 

津波の前兆である、大規模な地震を本計画発動のきっかけとするため、テレビや携

帯電話などで緊急地震速報を入手した際には、以下に示す緊急地震速報利用の心得を

踏まえて、適切に行動する。 
出勤途上･勤務時間外の場合は、安全を確保した後、速やかに安否情報を電話等で上

司に報告する。 
【緊急地震速報利用の心得】 

緊急地震速報から強い揺れがくるまでの時間は、数秒から数十秒しかないため、慌

てず、周りの旅客等に声を掛けながら身の安全を確保する。 
・ 慌てて出口に走り出さない。 
・ 掲示物や割れたガラス等の落下物に注意する。 
・ エレベータでは、最寄りの階に停止させ、すぐに降りる。 
・ 周りの旅客等に安全姿勢を取るよう声掛けをする。 

2.4 地震・津波情報の入手 

地震発生後、空港事務所職員及び空港内事業者の職員（以下、「空港スタッフ」と総

称する。）は、テレビ、ラジオ、防災行政無線、緊急速報メール、防災関係機関のホー

ムページ、空港に最も近い場所の地震計データなどを通じ、地震情報を確認し、津波

情報の有無を確認するとともに、津波警報の発表を確認した際は津波情報の内容の入

手に努める。なお、具体的な情報収集先等については、今後、協議会で検討する必要

がある。 
また、上記手段により情報が入手できない場合、津内情報について、以下の連絡先

に直接問い合わせる手段もある。 
【津波情報問い合わせ】 

・ 高知地方気象台 (TEL：○○○‐○○○‐○○○○) 
・ 大阪管区気象台業務課(TEL：○○○‐○○○‐○○○○) 
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2.5 災害情報の発信 

現地対策本部長は、管制官または航空会社を通じて、着陸態勢にある航空機に対し、

地震発生及び滑走路閉鎖の情報提供を行う。 

2.6 被害状況の把握 

発災直後、現地対策本部は概略調査により被害状況を把握する。 
 

（例）津波災害の場合  
・浸水範囲、車両等の漂流物・土砂の堆積範囲と概略数量 
・場周柵の被災範囲・被災形態 
・構内道路の被災範囲・被災形態（陥没、段差、亀裂など） 
・空港内各建築物の浸水状況（外観）、内部に入れる場合は、各階の浸水状況、漂流

物・土砂の堆積状況 
・機械・無線施設の稼働状況 
・空港周辺のアクセス道路の被災状況（浸水、漂流物、沿道家屋や電柱等の倒壊等） 

 
津波災害の場合、調査は速やかに現場で行うことが望ましいが、浸水や瓦礫堆積に

より現場に行くことが困難な場合は、屋上からの目視等により被害の概況を把握する

ものとする。 
また、早期に被害状況を確認する方策のひとつとして、将来的に無人航空機（UAV、

ドローン４））を活用することも、今後検討する。 
 

2.7 災害情報の報告 

現地対策本部は、乗客・来港者、空港スタッフの安全確保の確認がとれ次第、速や

かに、乗客・来港者、空港事務所職員及び空港内事業者の職員の安否確認、施設被害

の概況をとりまとめ、航空局、大阪航空局、高知県災害対策本部及び南国市災害対策

本部へ状況の報告や情報の共有を行う。 
また、状況に応じ、高知県災害対策本部及び南国市災害対策本部への連絡要員の派

遣、もしくは受入について検討し、災害情報の受発信が円滑に行える体制を指示する。 
 

  

                                                   

４ 航空法第 132 条（飛行の禁止空域）の規定が適用されないため、滑走路閉鎖後であれば、

空港の被害概略調査に無人航空機を活用することが可能。 
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第3編 地震災害への対応 

第1章 避難計画  

1 避難時の対応  

1.1 避難計画の発動基準 

本地震避難計画は、以下の基準により発動する 。 
 

【避難の実施判断基準】５ 

・高知空港周辺で震度 5 弱以上の地震を観測した場合に、本地震避難計画を発動

する。 
 

1.2 避難の実施手順 

（１） 旅客ターミナルビル周辺の旅客・来港者避難実施手順 

・ 表 10 の情報伝達手段により、旅客及び来港者に、身の安全の確保を促す。 
・ 揺れが収まり次第、空港スタッフは、旅客ターミナルビル等の避難経路の安全、

火災の有無、津波警報の有無を確認し、建屋内にいる者を、一階のロビーに誘

導する。 
・ 空港スタッフは、旅客及び来港者に落ち着いた行動を促し、転倒、落下物やガ

ラスの破片等によるけがに対するリスク低減に努める。 
・ 空港スタッフは、避難誘導において、災害時要配慮者（高齢者、外国人、身体

障害者等）に対して配慮する。 

（２） 航空機に搭乗している乗客・乗員の避難実施手順 

・ 現地対策本部長（空港長）は、管制官または航空会社を通じて、滑走路、誘導

路上の航空機の乗客・乗員の安全の確認がとれるまで航空機内に留まるように

指導する。また、安全運航の目処が立たない場合は、旅客ターミナルビルまで

の安全な経路を現地対策本部が確認し、誘導を実施する。 

                                                   

５津波避難の行動を開始し、「津波警報」以上が発令されないことが確認できた時点で地震のみの計画に

移行する。 
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・ 施設の安全が確保できない場合、または、運航再開の目処が立たない場合、旅

客及び来港者に対して、近隣の宿泊施設、避難所の開設状況についての情報提

供を行う。 

（３） 制限区域内の空港スタッフ等の避難実施手順 
 制限区域内などの屋外で作業中の空港スタッフ等は、走行中の車両等に注意し、

できる限り建物から離れて避難し、揺れが収まり次第、速やかに、被害状況の

確認を実施する。 

（４） 共通事項 
・ 現地対策本部は、空港及び空港周辺の状況等を確認し、避難完了後速やかに

航空局安全部空港安全・保安対策課及び大阪航空局総務部安全企画・保安対策

課へ状況を報告する。 
 

表 10 旅客・来港者に対する情報伝達手段 

伝達先 伝達手段 

旅客ターミナル

ビル 

・ 館内非常放送 

・ 空港スタッフによる声掛け 

駐車場 ・ 拡声器 

・ 空港スタッフによる声掛け 

・ 屋外スピーカーによる非常放送（機器の設置については要検討） 

貨物地区 ・ 拡声器 

・ 空港スタッフによる声掛け 

制限区域 ・ 拡声器 

・ 管制官から無線又は携帯電話による連絡 

全域 ・ 緊急速報メール（○○市） 

・ 同報無線（○○市） 

1.3 避難場所及び避難経路 

当空港の地震避難場所は、旅客ターミナルビルの１階と空港事務所１階の２カ所で

ある（表 11）。 
屋外の空港スタッフ等については、建物から十分に離れて、避難するものとする。 
避難場所までの主な避難経路は、表 11 及び図 9のとおり。 
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表 11 避難経路 

地区 避難場所 避難経路 

旅客ターミナ
ルビル地区 

空港旅客ター
ミナルビル１
階 

・ 送迎デッキからは、南東側の階段を利用して２階に移動す
る。 

・ ２階から到着ロビーのある１階には、両サイドにある階段
を利用して移動。２階搭乗待合室からは、出発口を逆方向
に進み、２階出発ロビーに出てから１階に移動する。（混
み合う場合は、到着口に誘導する。） 

・ 手荷物受取所からは、到着口を通り、到着ロビー又は屋外
へ避難。 

管理地区 事務所１階 ・ 階段を利用して１階又は屋外に避難。 

駐車場地区 駐車場地区内
に留まる 

・ 駐車場地区内に留まる。 

貨物地区 貨物地区内に
留まる 

・ 屋外に避難（建物から十分に離れて避難） 

給油施設地区 給油施設内に
留まる 

・ 屋外に避難（建物から十分に離れて避難） 

制限区域 制限区域内に
留まる 

・ 屋外に避難（建物から十分に離れて避難） 
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注）避難経路が複雑となる空港ビルについては、主要な避難経路を図化している。 

 

図 9 高知空港ビル避難経路図 

  

１階平面図 

２階平面図 
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1.4 避難時の体制 

（１）避難対象者 
当空港において想定される避難対象者と人数は、表 12 のとおりである。 
(詳細は、巻末の「別表１：避難対象者」参照)  

 
表 12 避難場所毎の想定最大避難人数 

津波避難場所 
想定避難人数 

旅客・来港者 空港スタッフ 

空港事務所庁舎 － 76 人 

旅客ターミナルビル 約 650 人 205 人 

 

（２）避難時の各主体の役割分担 
避難を支援する現地対策本部、空港スタッフの役割分担は、表 13とする。 
 
 

表 13 空港スタッフの役割分担 

関係者 役割 

現地対策本部 全体の統括 

高知空港事務所 地震情報の入手 

航空機の安全運航確保等に必要な措置 

避難誘導（庁舎内） 

高知空港ビル株式会社 旅客ターミナルビル地区の旅客・来港者、テナン
トへの避難開始の伝達 

 避難誘導（旅客ターミナルビル地区等） 

航空会社 旅客ターミナルビル地区の旅客・来港者、業務委
託会社（制限区域内等）への避難開始の伝達 

避難誘導（旅客ターミナルビル地区） 

一般財団法人空港環境整備協会 駐車場内の旅客・来港者への避難開始の伝達 

避難誘導（旅客ターミナルビル地区） 

とさでん交通株式会社 旅客ターミナルビル地区、貨物地区の旅客・来港
者への避難開始の伝達 

避難誘導（旅客ターミナルビル地区） 

入交石油(株) 危険物の安全確保措置 

避難誘導（給油施設地区等） 
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関係者 役割 

ターミナルビル内テナント ビル内の旅客・来港者への避難開始の伝達 

避難誘導（旅客ターミナルビル内） 

高知空港事務所の業務委託会社 
（常駐） 

避難誘導（貨物地区等） 

高知空港ビル(株)の業務委託会
社（常駐） 

旅客ターミナルビル地区の旅客・来港者への避難
開始の伝達 

避難誘導（旅客ターミナルビル内） 

高知県消防防災航空隊 避難誘導（制限区域等） 

高知県警察本部航空隊 避難誘導（制限区域等） 

南国警察署空港警備派出所 避難誘導（旅客ターミナルビル地区等） 

航空貨物フォワーダー・ハンド
リング会社 

貨物地区の来港者への避難開始の伝達 

避難誘導（貨物地区等） 

 注） 平成 27 年 10 月時点 

 

（３）避難誘導に係る指揮命令系統 
現地対策本部は、図 10 の指揮命令系統により避難誘導を行う。 

 

【空港スタッフ等への伝達方法】 

空港スタッフ等への伝達は、各事業者が利用可能なあらゆる手段により伝達する。

（巻末の「別表３：空港スタッフの連絡先」を参照） 
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避難場所：ターミナルビル等 

 

 

凡例：        現地対策本部構成メンバー 

      庁舎      制限区域等 

ターミナルビル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 10 避難誘導に係わる指揮命令系統 （平成 27 年 10 月時点） 

  

 

避難場所： 空港事務所庁舎 

高知県消防防災航空隊 

高知県警察本部航空隊 

ターミナルビル内テナント 

業務委託会社（常駐） 

業務委託会社（常駐） 

とさでん交通株式会社 

大阪航空局総務部安全企画・保安対策課 

一般財団法人空港環境整備協会 
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高知空港事務所 
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（４）災害時要配慮者の避難対策 
災害時要配慮者については、表 14 の方法により避難を支援する。 
 

表 14 災害時要配慮者に対する避難支援 

注）高知空港ビルの外国人利用者（人数は、いずれも概数） 

①チャーター機による利用者（平成 25 年 韓国人 2,200 人、台湾人 720 人） 

（平成 26 年 台湾人 290 人） 

   ②留学生は日平均 5人程度利用（高知農大等）   

 
  

情報面 ・英・韓・中国語・ひらがなの案内板の掲示 

・緊急告知案内板の準備（その場で、多言語記載をするのは難しい場合

があるため、予めパネル等を作成しておく） 

・津波ピクトグラムによる避難方向と誘導する方向が異なるため、混乱

しないように呼びかける。 

行動面 空港スタッフが可能な限り以下の支援を行う。 

・お年寄りや身体障害者の歩行支援 

・外国人への通訳やジェスチャーによる避難支援 

地理不案内等 ・アクセス路等の背景図を多言語であらかじめ用意しておく。 
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2 避難後の対応 

大規模地震発災時には、救急・救命活動、消化活動、緊急輸送活動等の応急活動を

迅速・円滑に行う必要があるが、空港利用者が自家用車等により一斉に移動する場合、

緊急車両の通行の妨げとなる可能性があることから、空港に避難した者の移動方針等

について、事前に協議会が高知県及び南国市と調整する必要がある。 

2.1 滞留者の安全確保・情報伝達 

（１）滞留者の基礎情報の把握 
高知県災害対策本部等への報告や個別の問い合わせへの対応のため、避難場所の

建物管理者（高知空港事務所、高知空港ビル株式会社、航空会社等）は滞留者名簿

を作成する。 
滞留者名簿の作成は、滞留先となっている建物毎に行い、全体を現地対策本部が

取り纏める。 
避難場所での待機が数日間にわたる場合には、滞留者数等の状況の変化についても

現地対策本部が可能な限り把握する。 
 

【滞留者名簿で把握すべき事項例】 

①氏名（ふりがな） 

②性別 

③年齢 

④住所（小字・○丁目程度） 

⑤緊急時の連絡先 

⑥負傷や持病の有無等 

⑦希望する移動先（どこに行きたいか） 
注）上記事項を把握するための様式を事前に用意しておく。 

（２）電源の確保 
滞留者スペースに非常用発電設備等６からの電源を確保する(表 3)。 

 

（３）連絡・通信手段の確保 
地震発生後の避難場所での連絡通信手段を確保することを目的に、各避難場所の

建物管理者は固定電話や携帯電話に加え、トランシーバー、衛星電話を確保してお

く。また、空港内事業者に対して、事前に電話番号を共有しておく。 

                                                   

６ 高知空港旅客ターミナルビルには、重油発電機２台があり、照明、給水設備、トイレ、フライト案内、
保安検査機器及びボーディングブリッジ等を対象として、備蓄燃料で 37 時間給電可能である。高知空港
事務所については、72 時間、非常用発電機により電気を供給できる。 
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（４）傷病者への対応 
現地対策本部は、応急救護スペースを設け、発災時に空港内にいる乗客・来港者

の中から応急救護等の対応可能な専門家を募り協力を依頼し、空港スタッフ（救護

訓練等の受講者７ ）と共に応急救護に参加する。 
併行して、現地対策本部は、傷病者の優先搬送を実施するため、南国市災害対策

本部へ医療対応要員派遣を要請する。 
【医療用スペース】 

１F 到着ロビー内 

（５）滞留場所の運営 
現地対策本部は、旅客ターミナルビル○階に避難者の滞留場所を設置する。 
傷病者や高齢者等の災害時要配慮者は身体的に硬い床等での長時間の滞在が難し

いことから、ロビーの椅子や横になれるスペースを優先的に確保する。 
乳幼児や子どもの泣き声等が他の帰宅困難となる滞留者に影響する場合や保護者

や乳幼児等へのストレスとなることから、滞在が長期化する場合には親子室などの

設置も検討する。 
外国人に対して、多言語でのアナウンスが困難な場合には、立ち入り禁止区域や

禁止事項、トイレ使用可能箇所等をイラストで掲示する。 
乳幼児への授乳等、女性特有のニーズ（乳幼児への授乳等）や精神面での不安に

も配慮し、可能な限り女性専用スペースを確保する。 
また、運営に関しては女性の空港スタッフの積極的な関与があると望ましい。 

（６）情報提供 
現地対策本部は、避難者に対し、被害状況や帰宅経路を知るための公共交通機関

の復旧見通し等の情報提供を行う。また、時系列変化に応じて、滞留者に向け、提

供できる物資の情報や搬送情報等について、適宜情報提供する。 
現地対策本部は、情報提供責任者を予め定め、各機関から得た情報を適宜、滞留

者に張り紙や口頭により提供する。 
  

                                                   

７ 空港スタッフの応急救護訓練受講を推進し、非常事態に応急救護（優先搬送者の選別等）を行えるよう
に準備する 
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図 11 高知空港における滞留者への情報提供体制 

 
表 15 滞留者に提供する情報の内容等 

提供する情報の内容 情報の入手元 
・ 震度、震源地等 
・ 市街地の被災状況 
・ 交通規制情報 
・ アクセス路の状況、鉄道等の運行見込み等 
・ 空港施設内の施設情報（緊急トイレ設置箇所、

専用スペース等） 
・ 滞留者に提供できる物資等 
・ 優先搬送の計画（方面別） 
・ 南国市や他の自治体の生活避難場所 

高知県災害対策本部、南国市

災害対策本部、テレビ、ラジ

オ、インターネット等 

 

・ 航空機の運航再開見込み 
航空会社 

現地対策本部 

・ 他の交通機関での代替ルートに関する情報 
航空会社、空港アクセス事業

者、現地対策本部 
 
以上の情報を入手するため、衛星通信環境・携帯電話（マルチキャリア）、ＰＣ及

び非常用電源を確保する。 
 

（７）災害時要配慮者（外国人）対策 
外国人に配慮した情報提供を行うため、多言語による判りやすい案内板・体制、

通信環境を準備し、これらを前提とした避難誘導を実施する。 
 

表 16 外国人に提供する情報の提供方法等 

案内板 

・英・韓・中国語・ひらがなの案内板 

・避難後行動（断水、停電、立ち入り禁止箇所、専用スペース等）につい

て、イラスト等も活用したパネルの準備 
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体制 

空港スタッフが可能な限り以下の支援を行う。 

・名簿作成時に、大使館からの問い合わせや、搬送調整に役立てるため、

宿泊予定先等を確認する。 

注）日本語に合わせ、英語、韓国語、中国語による表記は必須とするが、ひらがなや他言語での標

記について検討する。 
 

（８）主要備蓄の確保 
避難場所毎に最大避難人数が最大３日間待機することを前提として、旅客・来港

者対応分は、空港ビル、航空会社、駐車場管理者等が必要な備蓄量を確保する。 
備蓄量の分担は、協議会において事前に協議する。自組織の従業員分の備蓄量は、

各事業者が確保する。特に重要な水、主食及び毛布については、早期の必要量確保

を検討する。 
協議会はレストラン及び売店の管理者と滞留者への食料配布方法について事前に

協議を行う。 
なお、備蓄食糧等の保存期限については、建物管理者が避難訓練時に確認する。 

 
表 17 避難場所毎の想定最大避難人数 

避難場所 
想定最大避難人数（約 650 人） 

旅客・来港者 空港スタッフ 

旅客ターミナルビル 約 650 人 － 

注）人数の根拠については、別表１を参照。空港スタッフ分の備蓄は、各組織が備蓄する。 

 
表 18 ３日分の備蓄量の目安 

品目 必要目安量８ 必要量９ 

水１０ 9ℓ／人 5,850ℓ 

主食１１ 9 食／人 5,850 食 

毛布 １枚／人 650 枚 

 

注）その他、簡易トイレ、衛生用品（トイレットペーパー、おむつ）、敷物（ビニールシート

等）、携帯ラジオ、懐中電灯、ランタン（電池を使用するもの）、乾電池、救急医療薬品

等も備蓄することが望ましい。 

                                                   

８  必要目安量は、「大規模地震の発生に伴う帰宅困難者対策のガイドライン 内閣府、平成 27 年 3 月」 
を参考 

９  必要量は、滞留者のうちの旅客・来港者約 650 人分を想定 
１０  災害対策用飲料製造器装置（3t 用）及び交換フィルター(3t×2)を含む。 
１１ ２階飲食店及び物販店で管理している食品による対応を想定。 
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（９）搬送体制 
現地対策本部は、周辺地域の交通施設の被災・復旧状況を踏まえて、空港周辺に

開設される避難所等への受入の実施可否や搬送手法について、南国市と協議を行う。 
搬送先（高知駅・避難所等）、受け入れ可能人数の調整方法、搬送手順については、

事前に南国市と調整する。 
搬送については、協議会とバス事業者（とさでん交通㈱等）が協定等を交わし、

災害時の搬送手段を確保する。協定を交わす場合は、要請の手続き方法、責任者、

費用の負担、燃料の確保方法、訓練内容、緊急車両等事前届出済証等に留意して作

成する。南国市への滞留者の受け入れ要請については、現地対策本部が主体的に調

整を行う。 
 

表 19 滞留者の支援内容１２ 

避難場所へ移動
後～概ね 6時間 

・ 施設内の受入スペース、女性専用スペース、災害時要配慮
者スペース、運営要員専用スペース及び立入禁止区域等の
設定  

概ね 12 時間まで ・ 簡易トイレ使用区域の設定等の保健衛生活動  

・ 備蓄の配布など、水、食料等の供給  

・ し尿処理・ごみ処理のルールの確立・周知  

・ テレビ、ラジオ、インターネット等での情報の収集及び受
入者への伝達  

12 時間以降 ・ 帰宅支援情報の提供  

・ 一時滞在施設閉設の判断（行政機関からの情報等を踏まえ
る）  

・ 受入者の帰宅誘導    

・ 一定期間を超えてなお滞在する施設滞在者等に対し、退去
要請 

・ 他の避難所への災害時要配慮者の誘導  

 

2.2 避難後の各主体の役割分担 

避難後の空港スタッフの役割分担は、表 20のとおりとする。これに基づき、空港事

務所、空港ビル及び航空会社等の関係機関が連携し、旅客等の円滑な避難に努めるも

のとする。 

                                                   

１２ 「大規模地震の発生に伴う帰宅困難者対策のガイドライン 内閣府 平成 27 年 3 月」 

【今後の課題】必要な備蓄品目については、関係者において協議する。 
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表 20 避難後の空港関係者の役割分担 

空港関係者 主な役割 

現地対策本部 災害情報の発信 

 空港全体の滞留者状況のとりまとめと報告 

（名簿作成を含む） 

 滞留場所運営、交通機関等の情報伝達 

 地震情報の収集・伝達（避難時から継続） 

 施設の安全性確認、スペースの確保 

（傷病者用、災害時要配慮者用、女性配慮用） 

医療専門家（避難者）への協力要請 

応急救護、医療搬送支援 

備蓄品の提供 

滞留者・帰宅困難者等の他の避難所への搬送調整・搬送協力 

避難建物内の治安、警備 

高知空港事務所 災害情報の発信 

空港全体の滞留者状況のとりまとめと報告 

（名簿作成を含む） 

医療専門家（避難者）への協力要請 

応急救護 

高知空港ビル株式会社 災害情報の発信 

空港全体の滞留者状況のとりまとめと報告 

（名簿作成を含む） 

医療専門家（避難者）への協力要請 

応急救護、医療搬送支援 

施設の安全性確認、スペースの確保 

（傷病者用、災害時要配慮者用、女性配慮用） 

備蓄品の提供 

滞留者・帰宅困難者等の他の避難所への搬送調整・搬送協力 

航空会社 空港全体の滞留者状況のとりまとめと報告 

（名簿作成を含む） 

医療専門家（避難者）への協力要請 

応急救護、医療搬送支援 

施設の安全性確認、スペースの確保 

（傷病者用、災害時要配慮者用、女性配慮用） 

備蓄品の提供 

一般財団法人空港環境 備蓄品の提供 
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空港関係者 主な役割 

整備協会 

とさでん交通株式会社 医療搬送支援 

滞留者・帰宅困難者等の他の避難所への搬送調整・搬送協力 

入交石油(株) － 

旅客ターミナルビル内
テナント 

施設の安全性確認、スペースの確保 

（傷病者用、災害時要配慮者用、女性配慮用） 

備蓄品の提供 

避難建物内の治安、警備 

空港事務所の業務委託
会社（常駐） 

避難建物内の治安、警備 

高知空港ビル(株)の業
務委託会社（常駐） 

備蓄品の提供 

避難建物内の治安、警備 

高知県消防防災航空隊 医療搬送支援 

高知県警察本部航空隊 －（県警察本部の指示により行動） 

南国警察署空港警備派
出所 

避難建物内の治安、警備 

航 空 貨 物 フ ォ ワー ダ
ー・ハンドリング会社 

－ 

注） 平成 27 年 10 月時点 

※情報共有に関して、南国市や高知県の災害対策本部との情報共有を円滑に行うため、被害報告や名

簿の作成については、自治体災害対策本部が活用している様式を予め用意する。 
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3 避難体制の強化に向けた取組の継続 

3.1 事前周知／広報活動 

（１）防災教育 
空港事務所及び関係機関は、避難計画の周知等を目的とした合同講習会を年１回

開催する。防災教育担当者を空港事務所及び関係機関から選出し、南国市の危機管

理課と講習内容について協議する。 

（２）防災訓練 
空港事務所及び関係機関は、地震を想定した合同避難訓練を年１回実施する。 
訓練メニューについては、避難経路や備蓄の確認のほか、旅客ターミナルビル内

での乗客を含めた実働訓練や、空港長と管制官、機長との連携による航空機避難に

関わる図上訓練など、具体的なものを設定し、実効性を担保するものとする。 
 

3.2 計画の更新・見直し(PDCA) 

協議会は、合同避難訓練の評価や反省点、情報伝達機器等の更新や整備、BCP、本

計画に関係する高知県や南国市の地域防災計画、被害想定の改訂を踏まえ PDCA（Plan 
Do Check Action）を実施する。 
更新・見直しの必要性について、毎年検討し、必要に応じて連絡先等を含め、計画

の更新・見直しを実施することを基本とする。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 12 PDCA 概念図 

 
 

• 訓練、教育の実施、等• 課題、問題点の抽出

• 計画の策定• 計画の見直し

Ａction
【改善】

Ｐlan
【計画】

Ｄo
【実行】

Ｃheck
【評価】
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第2章 早期復旧計画 

1 復旧計画 

復旧の対象となる施設（国管理施設、民間管理施設）について、点検方法や点検者、

被災判定及び復旧方法について、関係者間で調整の上、復旧計画を策定する。 

1.1 復旧目標 

高知空港の復旧は、発災後極めて早期の段階において、救急・救命、情報収集等の

災害応急対策を可能とし、３日以内に緊急物資・人員の輸送活動のための航空機の利

用を可能とする。こうした活動の拠点として機能させた上で、できるだけ早期に民間

旅客機の運航を可能とすることを目標とする。 
 
なお、関係機関のヘリ等による災害対策活動が有効に実行できるよう、できる限り

迅速に空港の復旧を図るとともに、対策が終わった範囲から順次利用できるように、

運用面での調整することが重要である。 
 
また、地震発生後には、被害想定と実際の被害との差異に十分留意し、被害状況等

に応じて適切に本計画を見直して運用する必要がある。 
  

1.2 段階的復旧目標の対象及び復旧計画 

（１）段階的早期復旧の対象 
早期復旧の対象は、定期民間航空による臨時便の運航再開（第１便）までとする。 
各復旧目標の空港機能を確保するために最低限必要となる空港機能・施設を参考

として表 21に示すとおりである。 
 
なお、高知空港における各施設は、概ね耐震対策済であるため、被災する可能性

は低いと想定されるが、被災した場合の対応を以下に示す。 
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表 21 復旧目標を確保するために必要となる空港機能施設 

復旧する機能 
救急・救命活動等の 

拠点機能 

緊急物資・人員輸送 

受け入れ機能 

民間航空機の運航が 

可能となる機能※1 

  【第 1段階】 

回転翼機受け入れ機能 

 

  【第 2段階】 

固定翼機受け入れ機能 

 

    

復旧が必要となる最低限の機能・施設 

滑走路 ヘリパッド程度 

第 1段階：ヘリパッド程
度 2,000ｍ以上 

第 2段階：2,000ｍ程度 

着陸帯 － 運航可能な着陸帯 滑走路長に応じた着陸帯 

誘導路 取付誘導路 取付（平行）誘導路 取付（平行）誘導路 

エプロン 回転翼機活動場所 自衛隊輸送機等活動場所 数スポット 

管理施設 － 庁舎（一部） 庁舎（一部） 

管制通信施設 －※3 ガンセットによる※4 ガンセットによる※4 

無線施設 － － 
有視界飛行方式のみで 

飛行可 

航空灯火 － － 
有視界飛行方式のみで 

飛行可 

電源施設 － － 
仮設発電機、受配電設備 

発電機燃料 

気象施設 － － マニュアル観測でも可 

セキュリティ － － 制限区域 

消火救難施設 － － 
就航機材に応じた 

消火救難能力 

地上支援車両 － － 航空機牽引車等 

給油施設 
回転翼機用への給油車両 

（関係機関※2と連携） 

回転翼機用への給油車両 

（関係機関※2と連携） 

地上支援車両への 

給油車両等 

ターミナルビル － － 
余震への耐震性 

セキュリティ 

旅客取扱システム － － マニュアル対応でも可 

利便施設 － － 
仮設待合所、トイレ、水

等 

アクセス 陸路輸送ルート 陸路輸送ルート 
空港アクセス道路、 

駐車場、バスアクセス 

出典：空港の津波早期復旧対策の方針（平成 25 年 6 月 航空局）に一部加筆・修正 

※1 定期民間航空機の第１便の運航が可能となる機能 

※2 関係機関：自衛隊、海上保安庁、消防、警察等 

※3 緊急用対空通信装置。「航空保安業務の提供時間外における空港の使用」の規定において、公的機関

が行う急患輸送、災害派遣、人命救助、緊急事態への対応等については、航空保安業務提供時間外で

あっても、有視界飛行方式での運航を認めているため、救急・救命活動等における機能確保の要件に

本設備の確保まで求めないこととした。 

※4 耐震対策済みであり、被害は発生は想定しがたい。 
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（２）段階的かつ優先的な復旧計画（概要） 
復旧目標を達成するための段階的かつ優先的な作業内容及び留意点を表 22 に示

す。 
なお、必要となる資材については、調達等について事前に関係機関と調整を行う

ものとする。 
また、必要となる作業の流れを図 13 に示す。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 第 3 編 地震災害への対応 

第２章 早期復旧計画 

 

42 
 

 
表 22 段階的かつ優先的な復旧作業の内容と留意事項 

 

 
 
 

機 能 

救急・救命活動

の拠点機能 

緊急物資・人員輸送の 

受入れ機能 

民間航空機の運航が 

可能となる機能 

回転翼機 回転翼機 固定翼機 民間航空機 

復旧目標 
発災後極めて早

期 
3 日以内 3 日以内 3 日以内 

主な対象
施設 

ﾍﾘﾊﾟｯﾄ程度 
（中・小型が
10 機、大型機
が 4機駐機） 

ﾍﾘﾊﾟｯﾄ程度 
（中・小型が
10 機、大型機
が 4機駐機） 

滑走路 2,000m、
取付（平行）誘
導路、ｴﾌﾟﾛﾝ 
 

滑走路 2,000m、取付誘導路、平
行誘導路、ｴﾌﾟﾛﾝ、消火機能、ｾ
ｷｭﾘﾃｨｴﾘｱ確保等 

具体的な
作業内容 

・【土木施設】 
空港アクセス
道路、構内道路
の復旧状況を
確認 
 
 

※固定翼機が対象 
 
・【土木施設】 
FWD 等により舗装の健全度を確
認。耐震対策済の 2,000m 程度滑
走路、取付誘導路、平行誘導路、
エプロン等の基本施設を確保 
 
・【建築施設】 
「航空局建築施設の応急度判定
に係る実施要領」に基づき、庁舎、
管制塔及び電源局舎の点検及び
健全度確認を実施 

・【土木施設】 
FWD 等により舗装の健全度を確
認。耐震対策済の 2,000m 程度滑
走路、取付誘導路、平行誘導路、
エプロン等の基本施設を確保 
 
・【建築施設】 
「航空局建築施設の応急度判定
に係る実施要領」に基づき、消
防車車庫の健全度確認を実施 
 
・【旅客ターミナルﾋﾞﾙ】 
旅客ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙは、施設設計者等
との連携により点検及び健全度
確認を実施 

留意事項 

 
 
 
 
 
 
 

― 

※固定翼機が対象 
 
・【無線設備】 
点検により施設の健全性を確認
する。 
 
・【灯火・電気設備】 
点検により施設の健全性を確認
する。 

・【無線設備】 
点検により施設の健全性を確認
する。 
・【機械設備】 
点検により施設の健全性を確認
する。 
・【セキュリティ関係】 
点検により施設の健全性を確認
する。 
・【灯火・電気設備】 
庁舎、管制塔への送電に向けて、
事前に仮設キュービクルの手配
等を実施 
点検により施設の健全性を確認
する。 

 ・【旅客ターミナルﾋﾞﾙ】 
点検により施設の健全性を確認
する。 
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図 13 復旧作業の基本的な流れ 

 
 
 
 

（３）段階的かつ優先的な復旧計画（詳細） 
段階的かつ優先的な復旧範囲及び作業の詳細は以下のとおり。 
なお、復旧目標に応じた活動エリアや対応施設の設定については、災害対策活動

を行う機関の意向等を踏まえ、改めて検討・調整することとする。 

 
1) 救急・救命活動拠点の機能の確保【回転翼機】 

救急・救命活動のための復旧対象施設及び復旧範囲は、以下のとおり。 
なお、中型・小型ヘリの対象施設を大型ヘリ対象施設に優先して復旧し、早期に

災害対策活動に利用できるようにするなど、状況に応じて適切に対応することが必

要である。復旧範囲を、図 14 に示す。 
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① 復旧施設 
対象施設 復旧範囲 

○構内道路 
(工事車両・緊急車両の

進入路) 

 構内道路が被災している場合は、工事車両・緊急車両が通

行可能な最低限の道幅（相互 1車線）を早期に確保する。 

○高知県消防防災航空

隊及び高知県警察航空

隊施設、給油施設 

 中型・小型回転翼機（警察・消防・防災ヘリ、海上保安庁

ヘリ等）が 7～10 機程度駐機できるスペースとし図 14 に

示す範囲を確保する。 

 航空機への給油が行える最低限の施設及び給油車両の走

行ルートについて検討する。 

○滑走路（回転翼機の

発着） 
○駐機場 

 

 滑走路への大型回転翼機（CH47 等）の離着陸を想定し、舗

装面として 65m×65m のスペースを確保する。 

 大型回転翼機（CH47 等）が 4機駐機（荷捌きエリアを含む）

できるスペースとして図 14 に示す範囲を確保する 

 

② 復旧作業内容 
上記施設のうち、損傷等が発生しているものについて、舗装補修等を行う。 
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図 14 救急・救命活動等の拠点機能の確保【回転翼機】のための復旧施設 

 
  

発着エリア 

（65ｍ×65ｍ程度） 

活動エリアの確保イメージ 

活動エリア 

65m 

100m 
6
5
m

 

5
0
m

 

構内道路（工事車両・緊急車両の進入路） 

※空港外⇔ゲート⇔活動エリアの各経路は被害状況に応じて適宜

選定すること。（図中の点線は一例を示したものである。） 

凡例     ：中型・小型回転翼機（警察・消防・防災ヘリ、海上保安庁ヘリ等） 

  ：大型ヘリ（自衛隊ヘリ等） 

  ：復旧対象範囲 

Ａゲート 

高知県消防防災航空隊及び 

高知県警察航空隊施設 

ヘリパッド 

給油施設 

中型・小型ヘリ：7～10 機駐

機 

200m 

1
0
0
m

 

大型ヘリ：4機駐機 

注 上図の機材の配置は、例として示しているものである。 

【今後の課題】図 14～図 16 は、「高知空港津波早期復旧計画（平成 25 年 12 月）」を転

記したものであり、復旧目標に応じた活動エリアや対応施設の設定については、災害対

策を行う機関の意向等を踏まえ、改めて検討・調整する必要がある。 
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2) 緊急物資・人員等輸送受入れ機能の確保【回転翼・固定翼機】 

緊急物資・人員輸送のための回転翼機の発着機能及び、緊急救援用物資輸送のた

めの固定翼機（C-130、C-1 等）の発着機能を確保するための復旧対象施設及び復旧

範囲は、以下のとおり。また、復旧位置は、図 15のとおり。 

① 復旧施設【回転翼機】 
 

対象施設 復旧範囲 
○構内道路 

(工事車両・緊急車両

の進入路) 

 構内道路が被災している場合は、工事車両・緊急車両が通

行可能な最低限の道幅（相互 1 車線）を早期に確保する。 

○高知県消防防災航空

隊及び高知県警察航

空隊施設、給油施設 
 

 中型・小型回転翼機（警察・消防・防災ヘリ、海上保安庁

ヘリ等）が 7～10 機程度駐機できるスペースとし図 15 に

示す範囲確保する。 
 航空機への給油が行える最低限の施設及び給油車両の走

行ルートを確保する。 
○滑走路（回転翼機の

発着） 
○駐機場 
 

 滑走路への大型回転翼機（CH47 等）の離着陸を想定し、

舗装面として 65m×65m のスペースを確保する。 
 大型回転翼機（CH47 等）が 4 機駐機（荷捌きエリアを含

む）できるスペースとして図 15に示す範囲を確保する 

 

② 復旧施設【固定翼機】 
 

対象施設 復旧範囲 
○構内道路 
（物資輸送用）  構内道路のうち、緊急物資・人員等輸送を行うための運用

に必要となる区間を確保する。 

○滑走路 
○平行誘導路 
○取付誘導路 
○駐機場 
○管制塔 
○ガンセット 
（緊急用対空通信装

置） 
 

 緊急物資輸送拠点としての機能確保に必要な施設として

滑走路長 2,000m、平行誘導路、取付け誘導路、駐機場（緊

急活動用）を確保する。 

 滑走路及び誘導路等については、耐震性能が確保されてい

る区間とする。 

 駐機場は、緊急物資・人員等輸送を行う航空機の駐機ス

ペースを確保する。 

 空港の管理業務に必要な庁舎の執務スペースを確保す

る。 
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③ 復旧作業内容 
上記施設のうち、損傷等が発生しているものについて、舗装補修等を行う。 

 

図 15 緊急物資・人員等輸送受入れ機能の確保【回転翼・固定翼機】のための復旧施設 

 

  

高知県消防防災航空隊及び 

高知県警察航空隊施設 

駐機場 

給油施設 

庁舎（一部） 

構内道路 

ヘリパッド 滑走路 2120ｍ（過走帯含む） 

 
活動エリア 

（物資輸送） 
活動 

エリア 
（予備） 

50m 70m 100m 130m 50m 

6
0
m

 

凡例     ：中型・小型ヘリ（警察・消防・防災ヘリ、海上保安庁ヘリ等） 

  ：大型ヘリ（自衛隊ヘリ等） 

  ：固定翼機（自衛隊輸送機、海上保安庁固定翼機等） 
   

：復旧対象範囲 

活動エリアの確保イメージ 

【今後の課題】 

耐震性能が確保されている滑走路北西端 500m の有効活用について、復旧対象範囲を

北西側（図では左側）から優先的に確保することも含め、今後検討が必要である。 

また、緊急物資の輸送体制や保管場所等については、今後関係者と検討・調整する

必要がある。 
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3) 民間航空機の運航が可能となる機能の確保 

① 復旧施設 
復旧対象施設及び復旧範囲は、以下のとおり。 
また、復旧位置は、図 16のとおり。 

 
対象施設 復旧範囲 

○構内道路 
（旅客用道路・駐車場）  平常時に使用する構内道路を確保する 

○滑走路 
○平行誘導路 
○取付誘導路 
○駐機場 
○管制塔 
○ガンセット 
（緊急用対空通信装置） 

 民間航空機の運航が可能となる機能確保に必要な施設と

して滑走路長 2,000m、平行誘導路、取付け誘導路、駐機場

を確保する。 

 滑走路及び誘導路等については、耐震性能が確保されてい

る区間とする。 

○庁舎（一部） 
○消防機能 
（消防車、消防庁舎） 

 空港の管理業務、民間航空の運航管理に必要な庁舎の執務

スペース等を確保する。 

○暫定旅客取扱施設 
（旅客ターミナルビル

内） 

 出発到着の各１便の旅客数に対応できるスペース、余震へ

の耐震性、セキュリティエリアを確保する。 

○場周柵・門扉 
（仮設）  制限区域の確保及び管理に必要な範囲、出入箇所に設置。 

 セキュリティエリア確保後は、空港の安全・保安の観点か

ら平時の倍の回数の周辺警備を実施する。（東日本大震災

時の仙台空港の事例） 

○滑走路標識等（仮設） 
  短縮運用を行う側の滑走路：臨時滑走路末端標識、指示標

識、過走帯標識 

 使用しない滑走路範囲、誘導路：禁止標識 

 

② 復旧作業内容 
・ 仮設場周柵の設置（セキュリティエリアの確保） 
・ 旅客ターミナルビルの修復・機能確保 

※原則、復旧作業は対象施設の保有管理者が主体となって行う。 
・ 臨時の標識（滑走路末端標識、指示標識、過走帯標識）の設置 
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図 16 定期民間航空の運航が可能となる機能の確保【固定翼機】のための復旧施設 
 
 

 

 

 

 

 

 

（４）走行不能となった航空機の移動 

航空機が対象施設内にあり動けない場合には、当該航空機を避けた場所に、求めら

れる機能を可能な限り確保する。 
その上で、できるだけ早期に「航行不能航空機の撤去要領（大阪航空局 高知空港

事務所）」に基づき、災害時の活動や航空機の運航に支障とならない場所に走行不能と

なった航空機を移動する。 
 

 
 
 
 
 
  

 

構内道路、駐車場 

滑走路 2120ｍ（過走帯含む） 

駐機場 

暫定旅客取り扱い施設 

（旅客ターミナルビル内） 

消防機能 

（消防車、消防庁舎） 

誘導路 

庁舎（一部） 

高知県消防防災航空隊及び 

高知県警察航空隊施設 

給油施設 

ヘリパッド 

場周柵・門扉（仮設） 

ヘリパッド 

臨時滑走路末端標識 

指示標識 

過走帯標識 禁止標識 

【今後の課題】 

耐震性能が確保されている、滑走路北西端 500m の有効活用について、復旧対象範囲

を北西側（図では左側）から優先的に確保することも含め、今後検討する必要がある。 

 また、基本施設は固定翼機が主に使用することになるため、回転翼機の駐機場は、

運航に支障のない誘導路やグラスエリアの活用についても、事前に検討しておく必要

がある。 
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2 早期復旧体制 

2.1 早期復旧に係る現地対策本部の体制 

（１） 現地対策本部の体制 

早期復旧に係る現地対策本部（高知空港事務所のみ）の体制と役割は図 17に示すと

おりである。 
・ 現地対策本部員は予め職員の中から指名しておく。 
・ 現地対策本部長は、必要に応じて、応援要請の内容、範囲及び規模を決定し、航空

局及び大阪航空局に応援職員（TEC-FORCE）の派遣を要請する。 
参考として、通常時の空港事務所の体制を図 18 に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 17 早期復旧に係る現地対策本部の体制と役割 

本部長 

（空港長） 

・ 指揮命令、統括 

・ 早期復旧目標の決定 

・ 応援要請範囲、規模等の決定 

・ 活動状況、今後の方針等の確認 

計画調整班 

（班長：総務課長） 

・ 各復旧業務の調整 

・ 関係事業者との調整等 

・ 情報収集と発信、外部対応 

施設復旧班 
（班長：先任施設運用管理官） 

 

【施設復旧計画の策定、実施】 

 

1)被害状況の調査 

2）空港土木施設等の被害箇所の補修 

3)セキュリティエリア構築 

・ 復旧業務の指揮・実施 

・ 協力民間業者体への応援要請等 

・ 資材、機材、人員の確保等 

・ 基本施設復旧 

運航再開班 
（班長：先任航空管制運航情報官） 

 

【運航再開計画の策定、実施】 

・ 運航再開に必要なエリアと施設の確保計

画の確認 

・ 航空会社、関連事業者等との調整 

・ 人員等の確保 

・ 救急・救命、緊急物資・人員輸送活動等の

運航支援を含む 

四国地方整備局 

地方公共団体等 

空港関連事業者等 

【外部対応先】 

航空局等 （例） 

空港事務所 

内の体制 

調整先 
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図 18 高知空港事務所の組織体制 

 

（２） 現地対策本部の検討事項 

 現地対策本部は、以下の事項を検討し、実行する。 

・早期復旧の範囲・規模等の把握 

・空港の段階的な復旧目標の設定 

・復旧の範囲・規模及び人員・資機材等の確保状況を踏まえた人員の配置 
・復旧の範囲・規模を踏まえた資機材等の確保、人員の配置 
・その他早期復旧に必要な事項 

2.2 被害状況の把握 

（１）空港内の施設の被害状況の把握 
現地対策本部及び空港内の関係機関は、地震発生後速やかに自らが管理する施設

の被害状況を把握し、現地対策本部に連絡する。 
（被害概略調査の方法については、第２編「2.5 被害状況の把握」を参照） 
 

表 23 空港内の関係機関 

区 分 機関の名称等 

気象台 関西航空地方気象台（高知空港出張所） 

空港内事業者 旅客ターミナルビル会社（高知空港ビル株式会社） 

 貨物ターミナルビル会社（高知空港ビル株式会社） 

 駐車場管理（一般財団法人空港環境整備協会） 

 給油会社（入交石油株式会社） 

 

空港長 

総務課 

施設運用管理官 
航空灯火・電気技術官 

航空管制運航情報官 

航空管制官 

航空管制技術官 
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（２）周辺の被害状況の把握 
現地対策本部は、関係機関と連携して、空港周辺の被害状況を把握する。 

 
 

表 24 空港周辺の被害状況の把握に係る関係機関 

区 分 機関の名称等 被災状況確認対象 

国の行政機関 四国地方整備局 国道 55 号 

地方公共団体 高知県 県道高知空港線、県道前浜植野

線 

ライフライン事業
者 

電力会社（四国電力株式会社） 発電所、変電所及び電柱等 

 通信会社（西日本電信電話株式会

社） 

固定電話の伝送路の被災範囲、

携帯電話基地局 

 

（３）被害状況の確認 
現地対策本部は、被害状況に関わる情報（各班担当施設の被害復旧状況、資機材

の調達状況、今後の復旧見込み）を収集し、復旧工事関連事業者等に伝達する。 
 

2.3 関係機関との連絡・調整 

（１）被害状況把握に係る関係機関の構成と役割・活動 
空港及び周辺の被害状況の把握に係る関係機関の構成と役割・活動、連携体制は

表 25 及び図 19 に示すとおり。 
 

表 25 空港及び周辺の被害状況の把握に係る関係機関の役割・活動 

関係機関 役 割 

現地対策

本部 

計画調整班 ・ 空港及び周辺、空港アクセス道路の被害状況及び復旧に関する

情報の収集、分析 

・ 空港及び周辺の被害状況、復旧見込みの航空局、大阪航空局へ

の通報 

・ 空港及び周辺の被害状況、復旧見込みの関係機関への情報提供 

 施設復旧班 ・ 空港施設の被害状況の把握 

・ 空港施設の緊急点検（安全な実施が可能な範囲） 

 運航再開班 ・ 空港の被害状況に基づくノータムの発出 

空港内の関係機関 

（図 19）示す機関） 

・ 管理施設の被害状況の把握 

・ 管理施設の被害状況、復旧見込みの現地対策本部への連絡 

国土交通省四国地方整備局 ・ 空港周辺管理施設の被害状況、復旧見込みの把握・情報提供 

高知県、南国市、香南市 ・ 空港周辺地域の被害状況、復旧見込みの把握 

ライフライン事業者 ・ 空港へのライフラインの被害状況、復旧見込みの把握 
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図 19 空港及び周辺の被害状況の把握に係る関係機関の連携体制 

 

 

（２）関係機関の連絡先 
災害発生時の連絡体制は図 8のとおり。 

（３）復旧目標毎の関係機関の構成と役割 

１）救急・救命活動への対応 
救急・救命活動への対応に係る関係機関の構成と役割・活動、連携体制は表 26及

び図 20に示すとおりとする。 
  

現地対策本部 

四国地方整備局 空港内の関係機関 

管理施設の被害状況、復

旧見込みの連絡 

高知県 

ライフ 
ライン 
事業者 

航空局・大阪航空局 

被害状況及び復旧に

関する情報の通報・提
供 

空港周辺・空港アクセス道路の
被害状況及び復旧に関する情

報の収集 

 
関係機関 

計画調整班 

施設復旧班 運航再開班 

空港及び周辺、空港アク
セス道路の被害状況の
確認 

空港及び周辺、空港アク
セス道路の被害状況の
確認 
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表 26 救急・救命活動への対応に係る関係機関の構成と役割・活動 

救急・救命活動への対応に係る関係機関 役割・活動 

現 地 対
策本部 

計画調整班 ・ 負傷者の状況把握 
・ 場内での負傷者の搬送活動（活動場所、

活動スケジュール等）に係る調整 

 施設復旧班 ・ 施設の復旧に必要な仮設電源、燃料、資
機材の確保に係る協力要請、調整 

・ 使用する施設の復旧、安全確保 

 運航再開班 ・ 航空機の運航計画の調整 
・ 駐機場等の使用施設の調整 
・ 空港の使用条件に係るノータム発出 
・ 航空機への情報提供 

国 の 行
政機関 

海上保安庁 高知海上保安部 ・ 被災地内での負傷者の搬送活動 

 自
衛
隊 

陸上自衛隊第１４旅団 ・ 被災地内での負傷者、医師の搬送活動 
・ 被災地外搬送拠点への負傷者搬送  海上自衛隊第２４航空隊 

 海上自衛隊徳島教育航空群 

地 方 公
共団体 

高知県 
 

・ 活動計画に係る調整 

警 察 機
関 

高知県警察本部、高知県南国警察
署 

・ 空港周辺道路の交通規制 

 高知県警察航空隊 ・ 被災地内での負傷者の搬送活動等 
・ 活動計画に係る調整 

消 防 機
関 

高知県消防防災航空隊 ・ 被災地内での負傷者の搬送活動等 
・ 活動計画に係る調整 

医 療 機
関 

高知県医師会 
土佐長岡郡医師会 
日本赤十字社 
ＤＭＡＴ 

・ 負傷者のトリアージ 
・ 負傷者に対する応急処置及び必要な医

療処置 
・ 後方医療機関への緊急搬送の要否及び

搬送順位の決定 
・ 輸血用血液の確保（日本赤十字社） 

復 旧 工
事 関 連
事業者 

空港維持管理業者 ・ 使用する施設の復旧 
・ 復旧工事に必要な燃料、資機材の確保 

建設業者 

空 港 内
事業者 

給油会社 ・ 回転翼機・地上支援車両等への給油支援 
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図 20 救急・救命活動への対応に係る関係機関の連携体制 

現地対策本部 

 
四国地方整備局 

 

海上保安庁 

自衛隊 

高知県（対策本部） 

警察機関 

給油会社 

建設業者 

計画調整班 

施設復旧班 運航再開班 

・連携 

・基本施設の 
 応急復旧要請 

空港維持管理業者 

資機材調達 
工事協力要請 

資機材調達 

工事協力要請 

・ 負傷者の状況 
・ 活動場所の調整 
・ 活動スケジュールの

調整 

消防機関 

負傷者・医師の

搬送計画の調整 

・ 運航計画の調整 
・ 駐機場等の使用

施設の調整 

・ 運航計画の調整 
・ 空港内への作業

員の立入調整 

給油対応調整 

空港周辺の

交通規制の
調整 

※回転翼機の運航に必要な施設の 
 応急復旧 

空港内の関係機関 航空局・大阪航空局 

・ 負傷者の状況の連絡 

・ 活動場所の調整 

状況の連絡 
施工方法の調整 

・ 施設の復旧状況 
・ スケジュール 

施工範囲・ 
時間帯調整 

運航計画 

施設の 
復旧状況 

資機材調達・ 
工事協力要請 

連携 
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２）緊急物資・人員輸送活動への対応 
緊急物資・人員輸送活動への対応に係る関係機関の構成と役割・活動、連携体制

は表 27及び図 21に示すとおりとする。 

 
表 27 緊急物資・人員輸送活動への対応に係る関係機関の構成と役割・活動 

緊急物資・人員輸送活動への対応に係る関係機関 役割・活動 

現地対策本
部 

計画調整班 ・ 場内での活動（活動場所、物資の
移動経路、荷捌き及び一時保管場
所、活動スケジュール）に係る調
整 

 施設復旧班 ・ 施設の復旧に必要な仮設電源、燃
料、資機材の確保に係る協力要請、
調整 

・ 使用する施設の復旧、安全確保 

 運航再開班 ・ 航空機の運航計画の調整 

・ 駐機場等の使用施設の調整 

・ 空港の使用条件に係るノータム発
出 

・ 航空機への情報提供 

国の行政機
関 

四国地方整備局 ・ 運航に使用する施設の応急復旧 

 海上保安庁 高知海上保安部 ・ 緊急物資・人員輸送活動 

 自衛隊 陸上自衛隊第１４旅団 ・ 緊急物資・人員輸送活動 

  海上自衛隊第２４航空隊 

  海上自衛隊徳島教育航空
群 

地方公共団
体 

高知県 ・ 緊急物資の受け入れ及び被災地へ
の配送計画に係る調整 

警察機関 高知県警察本部、高知県南国警察署 ・ 空港周辺道路の交通規制 

復旧工事関
連事業者 

空港維持管理業者 ・ 使用する施設の復旧 

・ 復旧工事に必要な燃料、資機材の
確保 

建設業者 

空港内事業
者 

貨物ターミナルビル会社 ・ 緊急物資の一時保管場所として、
貨物上屋の一部提供 

 給油会社 ・ 回転翼機・地上支援車両等への給
油支援 

陸送事業者 運送会社 ・ 空港から被災地への物資輸送 
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図 21 緊急物資・人員輸送活動への対応に係る関係機関の連携体制 

現地対策本部 

 

自衛隊（空輸・陸送） 
海上保安庁 

高知県（対策本部） 

警察機関 給油会社 

建設業者 

計画調整班 

施設復旧班 運航再開班 

空港維持管理業者 

資機材調達・ 
工事協力要請 

資機材調達・ 
工事協力要請 

・ 活動場所の調整 
・ 活動スケジュールの

調整 
・ 物資保管場所の調整 

・ 緊急物資・人員の
輸送（空輸）計画の
調整 

・ 緊 急 物 資 の 配 送
（陸送）計画の調整 

・ 運航計画の調整 
・ 駐機場等の使用

施設の調整 

・ 運航計画の調整 
・ 空港内のへの作業

員の立入調整 

給油対応
調整 

空港周辺の
交通規制の

調整 

※自衛隊輸送機等の運航に必要な 
施設の応急復旧 

空港内の関係機関 航空局・大阪航空局 

活動 場所
の調整 

状況の連絡 
施工方法の調整 

・ 施設の復旧状況 

・ スケジュール 

施工範囲・ 

時間帯調整 

運航計画 

施設の 

復旧状況 

運送会社 

緊急物資の
配送（陸送）
計画の調整 

貨物ターミナル 
ビル会社 

物資保管場
所の調整 

資機材調達・ 
工事協力要請 

連携 

四国地方整備局 

 

・連携 
・基本施設の 
 応急復旧要請 



 第 3 編 地震災害への対応 

第２章 早期復旧計画 

 

 58

３）民間航空機の運航再開への対応 
民間航空機の運航再開への対応に係る関係機関の構成と役割・活動、連携体制は表 

28 及び図 22 に示すとおりとする。 
 

表 28 民間航空機の運航再開対応に係る関係機関の構成と役割・活動 

民間航空機の運航再開への対応に係る関係機関 役割・活動 

現地対策本部 計画調整班 ・ 空港内事業者、ライフライン事業者との施

設の対応可能性、復旧範囲の調整 

・ 運航状況の関係機関（高知県等）への連絡 

・ 空港アクセス運行計画に係る調整 

 施設復旧班 ・ 施設の復旧に必要な仮設電源、燃料、資機

材の確保に係る協力要請、調整 

・ 運航に使用する施設の復旧、安全確保 

・ セキュリティーエリアの確保 

 運航再開班 ・ 航空機の運航計画に係る調整 

・ 運航方式の調整 

・ 駐機場等の使用施設の調整 

・ 運航に必要な消火機能（消防車）、地上支

援車両の配備に係る調整 

・ 空港の使用条件に係るノータム発出 

・ 運航対応に係る業務の再開 

国の行政機関 航空局・大阪航空局 ・ 運航に必要な消火機能（消防車）の配備 

 四国地方整備局 ・ 運航に使用する施設の復旧 

 関西航空地方気象台 

（高知空港出張所） 

・ 運航対応に必要な施設、設備等の復旧 

・ 運航対応に係る業務の再開 

復旧工事関連

事業者 

空港維持管理業者 ・ 使用する施設の復旧 

・ 復旧工事に必要な燃料、資機材の確保 
建設業者 

航空運送事業

者 

航空会社 ・ 運航に必要な施設、設備等の復旧 

・ 運航・客室乗務員、地上スタッフ、運航に

使用する航空機、地上支援車両の確保 

・ 運航計画の検討 

・ 運航業務の再開 

空港内事業者 旅客ターミナルビル会社 

 

・ 旅客対応スペース、施設の復旧 

・ 旅客対応に係る業務の再開 

 貨物ターミナルビル会社 ・ 貨物取扱いスペース、施設の復旧 

・ 貨物取扱いに係る業務の再開 

 駐車場管理 

（一般財団法人空港環境整備協

会） 

・ 旅客対応に必要な施設の復旧 

・ 使用する施設の運用管理業務の再開 

 給油会社 ・ 運航に必要な施設、設備等の復旧 

・ 民間航空機への給油業務の再開 

空港アクセス 

事業者 

空港バス会社 ・ 被害状況に応じた、輸送規模、運行体制に

よる運行計画の調整 

・ 運行業務の再開 
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図 22 民間航空機の運航再開への対応に係る関係機関の連携体制 

 

現地対策本部 

 

航空会社 

高知県（対策本部） 

空港アクセス 
事業者 

給油会社 

建設業者 

計画調整班 

施設復旧班 運航再開班 

空港維持管理業者 

資機材調達・ 

工事協力要請 

資機材調達・ 
工事協力要請 

運航状況の連絡 

・ 運航計画の調整 
・ 運航方式の調整 

・ 駐機場等の使用
施設の調整 

・ 運航に必要な地

上支援車両等の
体制確保の調整 

給油 
対応調整 

空港アクセスの

運行計画の調整 

※民間航空機の運航に必要な 
施設の応急復旧 

空港内事業者 

航空局・大阪航空局 

施設の対応
可能性・復旧
範囲の調整 

状況の連絡 

施工方法の調整 

・ 施設の復旧状況 

・ スケジュール 

施工範囲・ 
時間帯調整 

運航計画 

施設の

復旧状況

運航 
調整 

消防機能の
確保調整 

ライフライン事業者 

資機材調達 
工事協力要請 

連携 

・連携 
・基本施設の 
 応急復旧要請 

四国地方整備局 

 

旅客ターミナルビル会社 
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2.4 応援体制の確立 

現地対策本部長は、必要に応じて、応援要請の内容、範囲及び規模を決定し、航空

局及び大阪航空局に応援職員(TEC-FORCE)の派遣を要請する。 

（１）応援職員との連絡調整方法 
現地対策本部長は、必要に応じ、応援要請の内容、範囲、規模を決定し、航空局

及び大阪航空局に応援職員の派遣を要請する。 

（２）応援体制の構築 
高知空港の復旧については、対象施設の一部に特殊性を有することなどの理由か

ら、専門技術者や管理経験者（空港管理業務経験者等）の需要が高まる。対象とな

る応援要員として、リスト化し、更新・維持を図り、災害時に派遣要請を行うこと

について検討する。 

2.5 その他の必要な対応 

（１）駐機場の利用調整 
駐機場等の使用施設の調整は、現地対策本部の「運航再開班」が実施する。 
・ 復旧作業の各段階における受け入れ可能規模（機数）や、警察・消防・自衛隊

等の各運航主体の希望する離発着密度・運用等を事前に把握しておく。 
・ その上で、駐機場として使用可能な用地（グラスエリアの利用）や具体的な運

用方法等について、空港管理者、航空会社、自衛隊等の関係者で事前に検討し、

「駐機場利用調整計画」等を策定する。 
・ 計画は、合同による図上訓練等を実施し、これにより継続的に見直しを行う。 
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3 早期復旧対策 

3.1 復旧範囲及び規模の設定 

現地対策本部は、空港及び空港周辺における被害状況を把握した上で、「1.2 段階的

復旧目標の対象及び復旧計画」を見直し、復旧の範囲及び規模を設定する。 
 

3.2 早期復旧対策の検討 

現地対策本部は、被害状況調査、作業車両・作業員の確保状況、復旧工程、復旧範

囲及び規模等に基づき、具体的な早期復旧対策の検討を行う。 

（１）早期復旧計画見直しの検討 
現地対策本部の計画調整班は、被害状況の確認結果をもとに、必要に応じて、早

期復旧計画を見直し、見直した結果を、班員及び各班、関係機関に伝達する。見直

し後の復旧計画が、計画通りに遂行可能かについて、各班及び関係機関との確認を

行う。 
また、目標復旧時間を含めた見直しの必要がある場合には、大阪航空局に報告す

る。 

（２）工事関係者への協力要請 
各班は、復旧活動に必要な作業員人数・作業車両台数を整理する。 
現地対策本部の各班は、各班担当部分の計画（構内道路復旧、セキュリティエリ

ア構築等）に基づき、応援体制等を整理し、建設業者等に応援を要請する。応援要

請については、高知県建設業協会との協定に基づき実施するが、合同訓練等の実施

により、予め作業内容等について協議しておくこととする。 

（３）航空機燃料及び地上支援車両の燃料供給 
関係機関との調整により、災害時における航空機及び地上支援車両の燃料を確保

する。 
特に、発災後に当該空港を利用する災害対応機や、平常時において給油に関する

契約のない航空機に対しても給油が可能となるよう、元売り石油会社、石油連盟、

給油会社間での協定締結等により、災害時の円滑な給油体制（非被災地から油槽所

からの搬送等）を事前に検討する。 
また、航空機への給油は、給油施設被災の場合でも、レフューラー（給油車両）

の積載する燃料の直接的な活用可能性もあることから、給油ノズルの調達などの対

策についても予め検討しておく。 

（４）旅客ターミナルビルの安全性点検 
民間航空機の運航再開については、旅客ターミナルビルの安全性の点検と、必要
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な措置を実施する。 
 

3.3 施設点検及び安全性の確認 

施設の供用を再開する前に、耐震性能が確保されている施設についても、その安全

性を確認するために点検を実施する必要があることから、点検作業を迅速に実施し空

港機能が早期に再開できるよう、点検方法及び実施体制を予め検討しておく。 
 

（１）土木施設 
緊急物資・人員輸送、民航機の運航再開に向け、対象施設の点検を航空局職員等

の目視で行い、ひび割れ等が確認された場合は、補修を行う。 
さらに、「航空法施行規則」に基づく勾配確認のための測量やＦＷＤ１３（道路用を

含む）による舗装の健全度確認を行う。なお、ＦＷＤについては、災害時に対応で

きるように事前に関係機関と協定等を締結しておく必要がある。 

（２）建築施設 
航空局の施設にあっては、「航空局建築施設の応急危険度判定に係る実施要領」に

より、対象施設の調査を航空局建築職員が実施する。調査後、施設保全責任者１４の

責任で、認識しやすい場所に判定ステッカー等で明示する。 

（３）機械施設 
航空局の施設にあっては、「航空保安業務処理規程第９機械業務処理規程」に基づ

き点検を行う。 
※対象は、非常用発電装置等の航空保安業務に供する機械施設 

（４）無線施設 
「高知空港無線施設における地震発生時の処理要領」に基づき、点検を実施する。 

（５）航空灯火・電気施設 
「高知空港航空灯火施設等風水害対策処理要領」に基づき、点検を実施する。 

（６）主な民間施設  
旅客ターミナルビル、ライフライン、アクセス、給油施設等については、今後、

                                                   

１３ＦＷＤ（フォーリング・ウェイト・デフレクトメータ）：重錘を舗装表面に落下させ、舗装表面のたわ

みを計測し、舗装の健全度を非破壊で調査するもの。 
１４施設保全責任者：適正な保全業務のために国の施設ごとに選任する責任者のことで､国の施設の場合、

適正な保全業務のため施設ごとに（同一敷地内に複数の施設があれば一敷地をまとめて）責任者を選任

しなければならない。 
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協議会等での協議を行うなどして、基本的な対応の考え方を整理していく。 
 

3.4 電力・燃料の確保計画 

（１）電力の確保 
空港の管理機能として必要最低限の電力負荷は以下のとおり。 

 空港気象等運航支援機能を有する部屋の電灯、コンセント電源、空調 

 管制塔エレベータ（耐震化されているため稼働できることを想定） 

 管理機能として最低限必要な部屋の電灯、コンセント電源、空調 

 給水ポンプ等のライフライン動力 

管理機能として空港事務所で確保する電力容量の目安は、表 29 に示すとおり、

200kVA 程度である。 
 

表 29 管理機能として必要な電力容量の目安 

 
注：青字は搬入する発電機容量の目安として、一般的に幅広く流通している発電機のうち確保すべき電

力容量を上回る直近の容量(60)Hz 帯での定格出力)を示している。 

 

（２）仮設電源設備の確保 
仮設電源設備が必要となる場合、大阪空港もしくは福岡空港などから調達する必

要がある。これの調達について大阪航空局に調整を要請する。 
航空保安用の仮設電源設備の確保については、航空局仕様の装置であり、空港施

設管理保全センターと調整を行う。 
 

（３）資機材の燃料の確保 
1) 航空機燃料（JET  A-1） 

・ 救急救命活動に必要となる回転翼機用の燃料として、表 30 に示す必要量を確保

する必要がある。 

電圧 系統名

庁舎・管制塔P系 100 10 ＜ 13

庁舎・管制塔S系 100 22 ＜ 25

旧管制塔S系 100 5 ＜ 13

庁舎・管制塔P系 200 77 ＜ 90

庁舎・管制塔S系 150 18 ＜ 25

旧管制塔S系 150 21 ＜ 25

受電設備

電灯系
（単相105V）

動力系
（3相210V）

②電圧別 ③全体

変圧器容量
（kVA）
6600/

210-105

153 ＜ 220

37

116

＜

＜

45

150

確保すべき電力容量と発電機容量の目安
（kVA）

①系統別
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・ なお、高知県消防防災航空隊・高知県警察航空隊施設の嵩上げ工事に併せて、消

防防災航空隊の燃料タンク（40kℓ）が地下に設置される予定であり、当該容量は

確保される予定である。 
・ 民間航空機再開時点では、タンカリング（往復分の燃料を搭載）による対応も可

能である。（仙台空港での実績） 
 

表 30 救急救命活動に必要となる回転翼機用の燃料の目安 

活動機材 機数 消費燃料 活動期間 必要燃料 

消防防災航空隊（シコルスキー

S76） 

5 400L/hr 3 日 48,000L 

〃 5 400L/hr 3 日 24,400L 

県警（EC135） 2 250L/hr 3 日 12,000L 

〃 2 400L/hr 3 日 9,600L 

海上保安庁（ＥＣ225） 2 800L/hr 3 日 38,400L 

自衛隊（CH47J） 2 1600L/hr 3 日 38,400L 

自衛隊（UH60） 2 600L/hr 3 日 14,400L 

計（自衛隊含む）    185.2kL 

計（自衛隊含まず）    132.4kL 

注：1日 6時間の活動を想定  
2) 仮設発電機・建設機械用燃料（軽油） 
・ 庁舎用の仮設発電機として、200ｋVA の発電機分の燃料として 360L/日、建設機

械の消費燃料として 6,800L/日が必要と想定される。  
・ 仮設発電機、復旧作業に必要な建設機械の燃料として、電源局舎の非常用発電機

用の燃料（最大 18,000L、最低 9,000L が備蓄）が利用できる。非常用発電機用の

燃料が 13,500L 備蓄されていると、約 1.9 日間分（発災から 3 日）に相当する。 
・ 発災後、以下の流れで軽油の供給依頼を行う。 
  空港事務所（大阪航空局）→ 航空局空港安全・保安対策課 → 経済産業省 資

源エネルギー庁資源･燃料部石油精製備蓄課 → 石油連盟 → 石油会社 → 

空港周辺のガソリンスタンド（石油会社適宜指定） → 空港事務所 

3.5 地上支援車両の確保計画 

（１）民間航空機の運航に必要な地上支援車両及びその燃料の確保 
航空機牽引車や給油車など、民間航空機の運航に最低限必要な地上支援車両及び

その燃料を、各車両を使用する民間事業者が民間航空機の運航再開までに確保する

必要がある。 
大規模な災害時には、これら車両の運搬のためのトラックや燃料の確保が困難と

なることが想定されるため、各車両を使用する民間事業者は、予め民間航空機の運

航再開に最低限必要な車両の空港への配備計画を策定しておくことが望ましい。 
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4 行動計画 

地震発生後の早期復旧対応に係る役割・活動に基づく、現地対策本部（空港事務所）

の各班の地震発生後の時間経過に沿った行動計画を表 31～表 37 に示す。 

 
行動計画にはチェック欄を利用し、災害発生時に実施すべき事項の確認に活用する。 

 
 

表 31 対策本部の行動計画（本部長） 

行 動 

地震発生後の時間経過 

チェック

欄 道路 

復旧 

救急・救命活動 
物資人員 

輸送 

民航

再開    

指揮命令総合調整 

1 対策本部の活動の統括・指揮・命令        

 各班で対応困難な事項が生じた場合、必要に

応じて各班を指揮・命令し、現地対策本部の活

動の円滑化を図る。 

       

2 現地対策本部会議        

 以下の事項を決定する。 

・早期復旧の目標 

・早期復旧計画の策定・修正 

       

・応援要請の範囲、規模        

 各班の活動状況及び活動方針を確認する。 

 

       

 必要に応じて、各班の活動を指揮・命令する。 
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表 32 対策本部の行動計画（各班共通） 

行 動 

地震発生後の時間経過 

チェック

欄 道路

復旧 

救急・救命活動 
物資人員 

輸送 

民航

再開    

指揮命令総合調整 

1 班の活動の統括・指揮・命令        

 班長は班を指揮・命令し、活動円滑化を図る。 

 

       

2 担当の活動の統括        

 各班の担当責任者は各担当の活動を統括す
る。 

       

3 現地対策本部会議        

 班長は班の活動状況及び活動方針を説明す
る。 

       

 他班への要請事項がある場合、伝達する。 

 

       

4 班会議        

 毎日早朝及び夕方、その他必要に応じて班会
議を招集する。 

       

 各担当責任者から活動状況の報告を受け、活
動方針を確認し、必要に応じて修正する。 

       

5 他班との連絡調整        

 他班から、班の活動に必要な情報を収集する。 

 

       

 本班の活動に関する、他班の担当責任者からの
問い合わせに答える。 

       

情報連絡 

6 資料等の準備        

 各班は班で使用する資料等を事前に準備し、班

員に必要なものを配布する。 

       

7 通信機器の確保        

 各班は計画調整班と調整の上で、事前に使用

する通信機器の数量を確保する。 

       

8 工事関係者への協力要請        

 各班は、各班の協力事業者による調達可能な

作業員人数・作業車両台数を整理すると共に、

被害状況調査等を踏まえ、復旧作業への応援

要請をする。 

       

9 空港施設の被害の報告        

 各班は空港施設の被害状況を、計画調整班に

報告する。 

       

物資等の確保 

10 調達物資の確保        
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行 動 

地震発生後の時間経過 

チェック

欄 道路

復旧 

救急・救命活動 
物資人員 

輸送 

民航

再開    

 各班長は、復旧作業に必要となる物資等（食

料、医薬品、備品等）の数量を計画調整班に報

告し受け取る。受け取った物資を必要に応じ、

班員に配布する。 

       

 物品を購入する場合、計画調整班に購入依頼

する。計画調整班は、物品を購入し、納品され

た物品を当該班に配布する。 

       

人員・車両の管理 

11 全職員・作業員の確認        

 計画調整班は、早期復旧作業に携わる全職員・

作業員（民間協力事業者）の管理（出退勤、その

他）を行う。 

       

12 全業務車両・作業車両の管理        

 計画調整班は、早期復旧作業に携わる全車両

（復旧工事関連事業者等の車両を含む）の管理

を行う。 

       

 

  

 地震発生 



 第 3 編 地震災害への対応 

第２章 早期復旧計画 

 

68 
 

表 33 対策本部の行動計画（計画調整班） 

行 動 

地震発生後の時間経過 

チェック

欄 道路 

復旧 

救急・救命活動 
物資人員 

輸送 

民航

再開    

被害状況の把握と緊急措置 

1 空港の被害状況と復旧状況の確認        

 各班及び関係機関から、空港施設の被害状況

と復旧状況をとりまとめる。 

       

 空港施設の被害状況及び復旧状況を整理し、

班員及び各班、関係機関に伝達する。 

       

2 空港アクセス道路の被害状況・復旧状況の確認        

 空港アクセス道路の被害・復旧状況の情報を収

集し、班員及び各班、関係機関に伝達する。 

       

早期復旧対策の確認 

3 早期復旧計画の策定 

  （既往計画を必要に応じて修正） 

       

 各班及び関係機関から、早期復旧計画を確認

する。 

       

 各班及び関係機関の計画を総合し、復旧計画

の整合性を確認する。 

       

 見直し等が必要な事項について、関係する班、

関係機関と調整を行い、計画を見直す。見直し

た計画は、本部長の同意を得た後、各班、関係

機関に伝達する。 

       

情報連絡 

4 災害関係情報（被害、復旧状況等）の収集        

 計画調整班は空港内、空港アクセス道路等の災

害関係情報を収集し、各班長に伝達する。各班

長は、必要に応じて班員等に伝達する。 

       

5 航空局・地方公共団体への状況報告        

 計画調整班は、航空局、大阪航空局及び地方

公共団体等に、空港施設の被害状況、復旧状

況、運航再開見込み等を報告する。 

       

物資等の確保 

6 車両置場の確保と管理        

 計画調整班は、使用可能な車両置場を確認し、

各班長に伝達する。班長は、班員及び復旧工

事関連事業者等に伝達する。 

       

7 給油所の確保        
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行 動 

地震発生後の時間経過 

チェック

欄 道路 

復旧 

救急・救命活動 
物資人員 

輸送 

民航

再開    

 計画調整班は、ガソリン等の確保が可能な給油

所を確認し、各班長に伝達する。班長は、班員

及び復旧工事関連事業者等に伝達する。 

また、ガソリン等は必要に応じて調達等を行う。 

       

早期復旧計画の見直し 

8 被害状況の確認        

 各班及び関係機関から、被害状況を確認する。 

 

       

9 早期復旧計画の見直し        

 被害状況を確認し、必要に応じて、早期復旧計

画を見直す。見直した結果を、班員及び各班、

関係機関に伝達する。 

       

10 民間航空機の運航再開への対応        

 空港内事業者、ライフライン事業者との復旧範

囲、復旧に要する時間等の調整 

       

 運航状況を関係機関（航空局、大阪航空局、高

知県等）に報告する。 

       

11 本部長の補佐【班長】        

 必要に応じ、本部長を補佐する。        

12 外部対応【班長】        

 必要に応じ、その他の外部対応を行う。        
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表 34 対策本部の行動計画（施設復旧班：構内道路復旧） 

行 動 

地震発生後の時間経過 

チェック

欄 道路

復旧 

救急・救命活動 
物資人員 

輸送 

民航

再開    

被害状況の確認と緊急措置 

1 資料等の準備        

 構内道路の復旧作業に必要な資料を準備す

る。 

        

2 構内道路の復旧計画の与条件の整理        

 空港アクセス道路等関連する施設の被害状況・

復旧状況等の情報を収集し、構内道路復旧計

画策定の与条件として整理する。 

        

早期復旧対策の確認 

3 早期復旧計画の策定 

  （既往計画を必要に応じて修正） 

       

 空港アクセス道路の被害状況及び復旧等を踏

まえ、以下の内容で構内道路復旧計画を整理

する。 

・復旧期間と範囲の設定 

・復旧工程の検討 

・復旧作業体制（人員、建設業者、車両等） 

        

 復旧計画を各施設復旧担当、運航再開班、計

画調整班に報告する。 

また、協力建設業者等へ、機材、資材配置の要

請を行う。 

        

構内道路復旧作業の実施 

4 関係機関との連絡、調整        

 関係機関の空港アクセス道路の復旧状況の確

認、調整を行う。 

        

 空港アクセス道路との連絡通路を確保する。 
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表 35 対策本部の行動計画（施設復旧班：基本施設の復旧） 

行 動 

地震発生後の時間経過 

チェック

欄 道路

復旧 

救急・救命活動 
物資人員 

輸送 

民航

再開    

被害状況の確認と緊急措置 

1 資料等の準備        

 基本施設の復旧作業に必要な資料を準備す

る。 

       

2 基本施設の被災状況調査        

 基本施設の被害状況を収集・確認し、基本施設

復旧計画策定の与条件として整理する。 

       

早期復旧対策の確認 

3 早期復旧計画の策定 

  （既往計画を必要に応じて修正） 

       

 基本施設の被害状況を踏まえ、以下の内容で

基本施設復旧計画を整理する。 

・復旧期間と範囲の設定 

・復旧工程の検討 

・復旧作業体制（人員、建設業者、車両等） 

       

 復旧計画を各施設復旧担当、運航再開班、計

画調整班に報告する。 

また、協力建設業者等へ、機材、資材配置の要

請を行う。 

       

基本施設復旧作業の実施 

4 基本施設復旧作業の実施        

 救急・救命エリア【点検・検討・復旧】        

 物資輸送エリア（回転翼）【点検・検討・復旧】        

 物資輸送エリア（固定翼）【点検・検討・復旧】        

 民航機運航エリア【点検・検討・復旧】        
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表 36 対策本部の行動計画（施設復旧班：セキュリティエリア構築） 

行 動 

地震発生後の時間経過 

チェック

欄 道路

復旧 

救急・救命活動 
物資人員 

輸送 

民航

再開    

被害状況の把握と緊急措置 

1 資料等の準備        

 セキュリティエリア構築作業に必要な資料を準

備する。 

       

2 セキュリティフェンスの被災状況調査        

 セキュリティフェンスの被害状況を確認する。 

 

       

早期復旧対策の確認 

3 民間事業者への応援要請と配備        

 構築計画に基づき、応援体制等を整理し、建

設業者に対し、応援要請する。 

       

 建設業者の受付を行い、セキュリティフェンス

構築計画を説明し、作業体制として配備する。 

       

4 資材・機材の確認        

 構築計画に基づき、必要な車両・資材・機材と

その置場が確保できているかを確認し、必要

に応じて調達・置場整備を行う。 

       

セキュリティエリア構築作業の実施 

5 資材、機材の受け入れ・仮置        

 資機材の数量等を確認し、保管場所を確保す

る。 

       

6 フェンスの設置        

 復旧作業を実施する。 
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表 37 対策本部の行動計画（運航再開班） 

行 動 

地震発生後の時間経過 

チェック

欄 道路

復旧 

救急・救命活動 
物資人員 

輸送 

民航

再開    

指揮命令総合調整 

1 資料等の準備        

 運航再開作業に必要な資料を準備する。 

 

       

2 空港の被害状況・復旧状況の確認        

 計画調整班に空港の被害状況・復旧予定を確

認し、運航再開計画策定の与条件として整理

する。 

 

       

3 空港アクセス道路の被害状況・復旧状況の確認        

 計画調整班から空港アクセス道路の被害状

況・復旧状況等の情報を収集し、空港外から

の車両及び物資の搬入が可能な日時を把握

する。 

       

4 他空港の被害状況・復旧状況の確認        

 航空局担当者から、他空港の被害状況・復旧

状況、機能している空港等の情報を得る。 

       

5 航空会社との復旧対策の確認        

 航空会社担当者と空港の被害状況を確認し、

既往復旧対策の見直しの必要性について確

認する。 

       

6 救急・救命、緊急物資・人員輸送活動の担当者

（海上保安庁、消防、自衛隊等）との復旧対策の確

認 

       

 救急・救命、緊急物資・人員輸送活動の担当

者と空港の被害状況を確認し、既往復旧対策

の見直しの必要性について確認する。 

       

7 空港ターミナルビル会社との復旧対策の確認        

 空港ターミナルビル担当者と空港の被害状況

を確認し、既往復旧対策の見直しの必要性に

ついて確認する。 

       

8 空港内事業者、ライフライン事業者との復旧対策

の確認 

       

 空港内事業者、ライフライン事業者の担当者と

空港の被害状況を確認し、既往復旧対策の見

直しの必要性について確認する。 
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行 動 

地震発生後の時間経過 

チェック

欄 道路

復旧 

救急・救命活動 
物資人員 

輸送 

民航

再開    

早期復旧対策の確認 

9 早期復旧計画の策定 

  （既往計画を必要に応じて修正） 

       

 被害状況等を整理し、運航再開計画案を立案

する。 

・運航再開日時と運航内容の設定 

・運航再開に必要な施設の設定 

 

       

 運航再開計画案をもとに、航空会社、空港タ

ーミナルビル会社、自衛隊、海上保安庁、警

察、消防、航空局等の関係者と協議し、計画

を策定する。 

 

       

 運航再開計画を施設復旧班、計画調整班に

報告する。 

 

       

運航再開作業の実施 

10 運航再開全般に係る統括、指揮【班長】        

 運航再開全般に係る統括、指揮を行う。 

 

       

11 救急・救命活動に係る回転翼機の運航再開の

ための関係機関との調整、施設復旧班との調整等 

       

 駐機場等の使用施設の調整 

 

       

 空港の使用条件に係るノータム発出 

 

       

 救急・救命活動に係る回転翼機への情報提供 

 

       

12 緊急物資・人員輸送に係る固定翼機の運航再

開のための関係機関との調整、施設復旧班との調

整等 

       

 駐機場等の使用施設の調整 

 

       

 空港の使用条件に係るノータム発出 

 

       

 緊急物資・人員輸送に係る固定翼機等への情

報提供 

       

13 定期民間航空機の運航再開のための関係機関

との調整、施設復旧班との調整等 

       

 航空会社との運航方式の調整 

 

       

 地震発生 
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行 動 

地震発生後の時間経過 

チェック

欄 道路

復旧 

救急・救命活動 
物資人員 

輸送 

民航

再開    

 駐機場等の使用施設の調整 

 
 

      

 空港の使用条件に係るノータム発出 

 

       

 民間航空機の運航対応に係る業務の実施 

 

       

14 消防車両の配備        

 運航再開に必要な消防車両の手配を、航空

局及び大阪航空局担当者に依頼。空港への

受け入れ、配備に係る総括・指揮を行う。 

       

15 地上支援車両の配備        

 航空会社が行う運航再開に必要な地上支援

車両の配備に係る確認・調整を行う。 

       

16 航空機用燃料、車両用燃料の供給        

 燃料供給事業者が行う運航再開に必要な航

空機用燃料、車両用燃料の配備・供給に係る

確認・調整を行う。 

       

 
 

（２）対策本部と関係機関の調整事項 
災害発生後、対策本部と関係機関との間で連絡・調整すべき事項を表 38 に示す。 

  

 地震発生 
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表 38 対策本部と関係機関の連絡・調整事項 

調整事項 関係機関 

○ 空港及び周辺の被害状況の把握  

 空港内の被害状況に関する情報の連絡 空港内関係機関 

 空港及び周辺の被害・復旧状況に関する情報の連絡 四国地方整備局、高知県、南国市、

ライフライン事業者 

 空港アクセス道路の被害・復旧状況に関する情報の連絡 四国地方整備局、高知県 

 被害状況、復旧見込みの通報 航空局、大阪航空局、高知県、南国

市 

 応援要請 航空局、大阪航空局 

○ 救急・救命活動への対応  

 航空機の運航計画の調整 海上保安庁、自衛隊、消防機関、警

察機関 

 使用する施設の利用計画に係る調整 高知県、消防機関、警察機関、海上

保安庁、自衛隊 

 復旧に必要な燃料、資機材の確保に係る調整 復旧工事関連事業者 

 場内での負傷者の搬送活動に係る調整 旅客ターミナルビル会社、航空会

社、鉄道会社、高知県、南国市 

○ 緊急物資輸送への対応  

 航空機の運航計画の調整 自衛隊、海上保安庁 

 使用する施設の利用計画に係る調整 高知県、自衛隊、海上保安庁 

 復旧に必要な燃料、資機材の確保に係る調整 復旧工事関連事業者 

 物資の移動経路、荷捌き及び一時保管場所に係る調整 高知県、空港内の関係機関 

○ 民間航空機の運航再開への対応  

 運航計画に係る調整 航空会社 

 使用する施設の利用計画に係る調整 航空会社、旅客・貨物ターミナルビ

ル会社、駐車場管理、関西航空地方

気象台高知空港出張所、給油会社 

 復旧に必要な燃料、資機材の確保に係る調整 復旧工事関連事業者 

 空港アクセスの運行計画に係る調整 空港バス会社 

 運航方式の調整 航空会社 

 施設の対応可能性、復旧範囲に係る調整 空港内事業者、ライフライン事業者 

 民間航空機の運航に必要な消防機能（消防車）の配備に係る調整 航空局、大阪航空局 

 民間航空機の運航に必要なセキュリティエリアの確保に係る調整 航空局、大阪航空局 

 民間航空機の運航に必要な地上支援車両の確保に係る調整 航空会社 
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5 教育訓練等 

5.1 教育訓練等 

災害発生時に迅速・的確に行動するためには、定期的に早期復旧計画書に基づいた

教育・訓練を行い、震災に対する職員の意識と対応能力の向上を図る。 
高知空港事務所及び関係機関は、避難計画の周知等を目的とした合同講習会を年１

回実施することとしており、これら訓練の実施に合わせて早期復旧に向けた以下の訓

練が考えられる。 
・ 動員訓練（初動体制の確立） 
・ 情報連絡訓練（指揮命令事項の伝達） 
・ 空港施設等の被害状況確認訓練（情報収集・整理） 
・ 応援要請、受入・配備訓練（関係機関との連絡・調整） 
・ 早期復旧訓練（施設・設備等の復旧計画の確認） 
・ 空港の運用訓練（グラスエリアの活用、駐機場を活用した訓練） 

 
上記のうち、早期復旧については図上訓練を基本とし、空港事務所及び関係機関の参加

により、段階的な復旧目標にそった、必要資機材の調達などについて、被害状況、周辺復

旧状況を踏まえて、作業計画等について検討する。 
空港の運用に関わる訓練では、事前検討として、対象となる施設の耐荷重や勾配等につ

いて確認する。訓練は、航空機の誘導、地上支援車両への給油等を対象とした図上訓練を

基本とする。 
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5.2 計画の更新・見直し（PDCA） 

協議会は、早期復旧対策の進捗状況や訓練実施による評価をもとに本計画を精査す

るとともに、各種防災業務に関連する計画、要領等の改定、技術革新に基づく新たな

調査方法の導入及びその他の状況に応じ適宜見直しを行う、PDCA サイクル（図 23）

を実施する。  

更新・見直しの必要性について、毎年検討し、必要に応じて連絡先等を含め、計画

の更新・見直しを実施することを基本とする。 

 

 
図 23 PDCA 概念図 

 

 

 

 

 

• 訓練、教育の実施、等• 課題、問題点の抽出

• 計画の策定• 計画の見直し

Ａction
【改善】
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【計画】

Ｄo
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【評価】
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第4編 地震津波災害への対応 

第1章 避難計画 

1 避難時の対応 

1.1 津波避難計画の発動基準 

本津波避難計画は、以下の基準により発動する。 
【避難の実施判断基準】１５ 

・ 南海トラフの地震など、空港の近地で発生した地震により大津波警報が発表され

たときは、滑走路閉鎖を含めた即時対応の準備を行い、閉鎖し、本津波避難計画

の発動を可能な状態にする。１６ 
・ 2010 年に発生したチリ中部地震などのように、遠地で発生した地震により大津

波警報が発表され、津波到達までに時間的な余裕がある場合には、現地対策本部

を設置するとともに津波到達時間を考慮し、現地対策本部が滑走路の閉鎖及び本

津波避難計画の発動を指示する。大津波警報発表時に空港に残された航空機の離

陸退避については、津波情報や航空会社の意向を踏まえて、これの実施と空港閉

鎖の時期を判断する。 

1.2 避難の実施手順 

空港スタッフは、表 39 の手段により、旅客・来校者・周辺住民等を津波避難場所へ

誘導する。具体的には以下の（１）～（５）のとおりである。 
避難計画発動の指示を受けた空港スタッフは、速やかに以下の対応を実施する。 

（１） 旅客ターミナルビル周辺の旅客・来港者の避難実施手順 
・ 空港の近地で発生した地震に伴う大津波警報が発表されたことを確認した場合、

現地対策本部長（空港長）は、直ちに航空機の安全確保等に必要な措置（滑走

路閉鎖）を講じ、その後、空港スタッフ及び乗員は、旅客（航空機に搭乗中の

旅客を含む）及び来港者を定められた津波避難場所に安全に誘導する。 
・ 空港スタッフは、多人数を誘導できるよう、複数の誘導経路の確保や分散など、

速やかに避難できるよう心がける。 

                                                   

１５ 数分間続く大きな揺れがあり、情報の収集ができない場合も本計画を発動する。 

１６ 震度５弱以上の揺れがあり、大津波警報が発令されていなかった場合は、「第３編地震災害対策」の計

画に移行する。 
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・ 空港スタッフは、車両の中にいる旅客・来港者についても、定められた津波避

難場所への徒歩による誘導を行う。 

（２） 航空機に搭乗している乗客・乗員の避難実施手順 
現地対策本部長（空港長）は、管制官または航空会社を通じて、機長と連絡を取

る。 

① エプロン周辺の航空機の場合 
・ エプロン周辺の航空機については、乗員が速やかに乗客を旅客ターミナルビル

へ退避させる。その後、乗員は、空港スタッフの指示に従い、乗客を送迎デッ

キへ誘導する。 

② 旅客ターミナルへ誘導した方が安全だと機長が判断した場合 
・ 誘導路や滑走路で降機し、旅客ターミナルビルへ誘導した方が安全だと機長が

判断した場合は、タラップ車や脱出用シューターにより乗客・乗員を降機させ

ることも想定する。この場合は、空港スタッフは、旅客ターミナルビルの制限

区域側の入り口または固定橋の階段への乗客を誘導し、旅客ターミナルビルの

送迎デッキに避難させる。 

・ 航空機からの乗客避難が見込まれる施設においては、空港スタッフは予め扉の

開錠や誘導ルートを確保しておく。 

③ 旅客ターミナルへ向かうのは危険だと機長が判断した場合 
・ 現地対策本部長（空港長）は、旅客機が津波到達時間内に旅客ターミナルビル

に引き返すことが困難かつ降機することも困難となった場合には、当該旅客機

の機長の要求や状況に応じて、できるだけ標高が高い空港北西側への移動を助

言するなどの対応をとる。 

・ 航空機の避難方法については、駐機場所、避難ルート、判断の手順などに関し

て関係者間で詳細に調整した上で、必要となる事項を本避難計画に定める。 

（３） 制限区域内の空港スタッフ等の避難実施手順 

① 空港スタッフ 
・ 制限区域内の地上作業員などは、エプロンから避難となることから、ターミナ

ルビル内の空港スタッフは、避難上必要となる通路の施錠を開放するなど、避

難経路を確保する。 

② 危険物を取り扱う空港スタッフ 
・ 津波被害により大きな二次災害の発生が予想される危険物等を取り扱う空港ス

タッフは、自らが避難可能な時間内で実施し得る安全措置（バルブを閉める等）

を講じる。 

③ 屋外作業中の空港スタッフ等 
・ 制限区域内など屋外作業中の空港スタッフ等については、津波情報が伝わりに

くいことから、長く強い揺れ（物につかまりたいと感じる揺れ）の地震発生を

確認した際は、速やかに作業を中断し、防災無線、館内非常放送の内容を確認

できる位置までの移動、トランシーバーの活用等のあらゆる方法による情報収
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集を開始する。 

・ 情報が入手できない場合、もしくは情報の入手に時間を要すると予見される場

合は、津波避難場所への移動を速やかに開始するように予め対策を決めておく。 

・ また、近距離にいる空港スタッフ間（例えば、旅客ターミナルビル～空港事務  

所間）での通話を可能とするためにトランシーバーの整備についても検討する。 

・ さらに、防災無線や館内放送の音声が届きにくい駐車場にいる空港スタッフ及

び旅客等に対して、旅客ターミナルビルの館内放送が聴ける体制の整備につい

て検討する。 

④ 特殊車両 
・ 現地対策本部からの大津波警報の発表の情報を受けた特殊車両の所有者または

管理者は、地震発生から津波到達までの一定時間以内に移動可能な場合におい

ては、想定津波高さに対して、浸水が想定されない制限区域北西端等の非浸水

想定エリアに特殊車両を避難させる。ただし、想定を超える浸水の危険性があ

ることも十分念頭に行動する必要がある。 

・ 制限区域北西端等の非浸水エリアに避難するにあたって、運転手は、安全確保

のため、大津波警報が解除されるまでその場所に留まることとするが、バスに

より運転手を避難場所（旅客ターミナルビル）まで輸送することについても検

討するものとする。 
・ レフューラ－については、避難経路を確保できる場合は、空港内の嵩上げ地に

避難することも選択肢の一つとして検討する。 

・ 特殊車両の運転手は、非浸水エリアに避難する場合においては、必要最低限の

備蓄として携帯用のトイレ、水、食料調達及び通信手段を準備し避難時に携行

することを検討する。 

（具体的な場所については 1.3.②に記載） 

（４） 空港近隣住民の避難実施手順 
・ 南国市は、モータサイレンにより地域住民に対して、大津波警報を受けた避難

指示を発令する。 
・ 南国市は、予め定めた手段により高知空港事務所に対して、久枝北地区の住民

等が滑走路を横断して旅客ターミナルビルに避難するために津波避難門扉から

空港に入場することの可否及び可の場合の津波避難門扉解錠番号の照会を行う。 
・ 高知空港事務所は、空港への入場を承認し、津波避難門扉の解錠番号を南国市

に伝える。地上に移動中の航空機がある場合、空港への入場は不可である旨を

南国市に伝える。 
・ 南国市は、空港への避難のための入場が可能な場合、予め定めた手段により、

久枝北地区の住民等に津波避難門扉から空港への入場が可能であること及び津

波避難門扉の解錠番号を伝える。 
 

【航空法第５３条等の立入禁止条項に非該当】 

大津波警報が発令され、久枝北地区の住民等が津波避難のために空港に入場し

た場合、航空法、空港管理規則、高知空港の管理・運用に係る規程等に関わらず、

制限区域内への立入は承認されたものとする。 
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（５） 共通事項 
・ 誘導にあたる空港スタッフは、津波が到達するギリギリまで努力せず、自らの

命を守るために、早期に避難行動を行う。これを可能とするため、津波監視、

スタッフ避難の判断等の役割分担を明らかにしておく。 
・ 空港スタッフと乗員は、地震の揺れが収まり次第、乗客・来港者・近隣住民の

避難誘導を実施する。この際、ハンドマイク、CD ラジオ、ホワイトボードを

活用して、効率的な避難誘導を実施する。また、喧騒の中で、空港スタッフ間

で連絡を取り合う場合を想定しホイッスル、手旗を活用する。 
・ 避難誘導用情報発信機材の準備として、館内放送用音声再生装置に、避難誘導

用のアナウンスを録音しておくことや、避難誘導用の機材としてハンドマイク、

CD ラジオ（自動音声装置）、ホワイトボード、手旗、ホイッスルを、緊急時

にすぐに活用できる場所に備蓄する。 
・ 空港スタッフが避難した後に制限区域内を通って避難してきた南国市市民のた

めに、制限区域内においてのみ確認できる大津波警報発令時に開放している入

口を知らせるための看板等を予め配置する。 
・ 現地対策本部は、空港及び空港周辺の状況等を確認し、避難完了後速やかに航

空局安全部空港安全・保安対策課及び大阪航空局総務部安全企画・保安対策課、

高知県災害対策本部、南国市災害対策本部等へ状況を報告する。 
 
 

表 39 旅客・来港者・周辺住民等への避難開始の伝達手段 

伝達先 伝達手段 

旅客ターミナルビ
ル 

・ 館内非常放送 

・ 空港スタッフによる声掛け 

駐車場 ・ 拡声器 

・ 空港スタッフによる声掛け 

・ 屋外スピーカーによる非常放送（機器の設置については要検討） 

貨物地区 ・ 拡声器 

・ 空港スタッフによる声掛け 

制限区域 ・ 拡声器 

・ トランシーバー 

・ 管制官から無線又は携帯電話による連絡 

周辺住民 ・ （南国市）防災行政無線（モーターサイレン及び音声）（平成２
６年４月１日から運用開始） 

全域 ・ 緊急速報メール（避難の必要の伝達として活用する。具体的な
避難方法の連絡はできないため、上記の拡声器を併用） 
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1.3 津波避難場所（安全性の確認） 

当空港の津波避難場所は、旅客ターミナルビルの送迎デッキと空港事務所庁舎の屋

上の２ヶ所である。 
避難場所の面積は、旅客ターミナルビル送迎デッキ（約 900 ㎡）及び高知空港事務

所庁舎の屋上（約 450 ㎡）で合計 1,350 ㎡である。必要面積は、対象滞留者 1,090 名

に対し一人あたり１㎡が確保できる面積として、1,090 ㎡を設定しており、対象滞留者

数を収容することが可能である。 
なお、避難対象者のうち、旅客・来港者、周辺住民等の旅客ターミナルビルへの避

難対象者は、1,000 人強であり、当該スペースで滞留できる容量を超えていることから、

空港事務所庁舎への避難も検討する必要がある（表 42）。 
 

（１）避難場所について 
旅客ターミナルビル及び高知空港事務所庁舎については、昭和 56 年建築基準法改

正による新耐震基準に適合しており、地震により倒壊する危険性はないと考えられ

る。ただし、外壁や天井の非構造部材及び照明等の落下が発生する可能性がある。 
また、旅客ターミナルビルは、法令に定められた「特定天井」がなく、倒壊や大

規模な落下物については対応が図られている。 
両避難場所は、津波浸水想定の最大浸水深（6.8ｍ：第２編 1.1（１）浸水予想の項

参照）よりも余裕を持った高さが確保されている。 

但し、津波漂流物による車両・船舶等漂流物の建築物への衝突や危険物等による

津波火災の発生に備えておく必要がある。リスク低減策として、津波漂流シミュレ

ーション結果等を考慮し施設の南西側やガラス面の多い箇所の保護対策について検

討する。また、車両等の津波火災の原因となる漂流物が建物の中に入らないような

構造物の設置（ポール状のものを増築し漂流物の進入を防ぐ等）や、窓から延焼の

おそれがあるものを遠ざける等の措置を検討する。 
 

表 40 津波避難場所 

地区 津波避難場所 

旅客ターミナルビル地区 ・ 旅客ターミナルビル（送迎デッキ） 

管理地区 ・ 空港事務所庁舎（屋上） 

貨物地区 ・ 旅客ターミナルビル（送迎デッキ） 

給油施設地区 ・ 旅客ターミナルビル（送迎デッキ） 

制限区域 乗客・乗員 ・ 旅客ターミナルビル（送迎デッキ） 

作業員 以下の津波避難場所のうち最寄りの津波避難場所 

・ 旅客ターミナルビル（送迎デッキ） 

・ 空港事務所庁舎（屋上） 

南国市久枝北地区 ・ 旅客ターミナルビル（送迎デッキ） 

※ただし、避難する航空機と空港へ避難する住民の安全

確保のための条件が整った場合に限る。 
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（２）特殊車両の避難場所について 
  ① 特殊車両の避難場所候補地 

特殊車両については、地震発生から津波到達までの一定時間以内に移動可能な場

合は、想定される津波高さに対して、浸水が想定されない制限区域北西端の浸水し

ないエリア（概ね T.P.+12m 程度の標高の場所）、もしくは、高知県消防防災航空隊、

高知県警察航空隊格納庫予定地の嵩上げ地（上面の高さ概ね T.P.+12m 程度）への

避難が考えられる。 
 
   （留意事項） 

「津波避難ビル等に係るガイドライン（平成 17 年 6 月）内閣府」では、想定浸水

深が 1m 以下であれば 2 階建て以上、2m の場合は 3 階建て以上、3m の場合は 4 階

建て以上を避難場所の候補としている。上記ガイドラインの考え方は、建物の１階

層分の余裕を見て、建物の必要となる階層数を設定しているものと考えられ、余裕

高さとして、3.0ｍ程度を考慮しているものと考えられる。特殊車両等の避難にあた

っても、津波高に対する余裕の目安として 3.0ｍを考慮する必要がある。 
制限区域北西端の浸水しないエリアの標高は、T.P.+12.0ｍ程度（図 24、図 25）

に対し、津波が到達する標高が概ね T.P.+9.0ｍである。余裕高さを満たしているが、

高標高部分の面積、余裕高さの目安値等について今後精査が望まれる。また、高知

県消防防災航空隊、高知県警察航空隊格納庫予定地の嵩上げ地については、格納庫

としての機能との関係などから、実際の避難可否について、調整が必要である。 
なお、今後、具体的に特殊車両の避難場所候補地を検討する際には、地震発生時

における地盤の沈降についても考慮する必要がある。 
 
  ② 具体的な避難位置（制限区域北西端への避難） 

制限区域北西端の非浸水エリアには、航空機（3 機程度）が避難する場合も想定さ

れる。これらの航空機は滑走路上に配置することが想定されるため、特殊車両は滑

走路を避け、誘導路へ避難することとして検討する。 
また、高知空港関係者が保有する特殊車両のうち、優先的に避難させるべき車両

（車種）や、具体的な避難場所、避難経路（滑走路横断時のルール等も含む）につ

いては、予め検討し、訓練等により周知しておくものとする。 
特殊車両避難後の運転手の避難としては、マイクロバス等により避難場所に戻る

方法及びＡゲートから空港外に避難する方法等についても検討するものとする。 
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  図 24 制限区域北西端の浸水しないエリアとその周辺の想定浸水深の分布 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 25 制限区域北西端の浸水しないエリアの地盤高 
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   図 26 高知空港全体図 
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   図 27 旅客ターミナル周辺拡大図 
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  図 28 （参考）津波避難場所の浸水予測 

旅客ターミナルビル全面（北東） 

空事務所庁舎 前面（北西立面図） 

 

最大浸水深 6.8ｍ 

最大浸水深 6.8ｍ 

注） 最大浸水深 6.8ｍには、津波のせり上がりを含む。 
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  図 29 （参考）その他の建物の浸水予測 

標高（ｍ） 

←各施設位置 

の地盤高（ｍ） 



                   第４編 地震津波災害への対応  

     第１章 避難計画  

 

90 
 

1.4 避難経路 

高知空港における避難経路は、表 41 及び図 30、図 31 のとおり、限られているこ

とから、特に避難の隘路となる階段付近には、什器の転倒やガラスの飛散等による通

行の障害が発生しないように、以下の点に留意する。 
・ 落下のおそれのあるものを吊り下げない。 
・ 自動販売機、物販棚等は固定する。 
・ ショーケースなど薄い硝子で構成されたものは、経路途上に配置しない。飛散防

止シートの利用も考慮する。 
 

表 41 高知空港における主要な避難経路 

地区 津波避難場所 避難経路 

旅客ターミナル
ビル地区 

旅客ターミナルビル 

（送迎デッキ） 

・ 駐車場等の旅客ターミナルビル外からは、最
寄りの入り口からビル内に入り、階段を利用
して送迎デッキに避難 

・ 旅客ターミナルビル内は、階段を利用して送
迎デッキに避難 

管理地区 空港事務所庁舎 

（屋上） 

・ 入り口からビル内に入り、制限区域側の C 階
段を利用して屋上に避難 

貨物地区 旅客ターミナルビル 

（送迎デッキ） 

・ 最寄りの入り口からビル内に入り、階段を利
用して送迎デッキに避難 

給油施設地区 旅客ターミナルビル 

（送迎デッキ） 

・ 最寄りの入り口からビル内に入り、階段を利
用して送迎デッキに避難 

制限区域 旅客ターミナルビル 

（送迎デッキ） 

・ NO.2.3.4 スポット周辺の旅客機は速やかに
PBB へ接続し、乗客・乗員は階段を利用して
送迎デッキに避難 

・ PBB のオペレーター等が避難している状況
で、脱出用シューター等により降機した乗
客・乗員は制限区域側の入り口からビル内に
入り、階段を利用して送迎デッキに避難又は
固定橋の階段からビル内に入り階段を利用
して送迎デッキに避難 

・ その他スポットにて搭乗中あるいは降機中
の場合、乗客・乗員は速やかにビルの送迎デ
ッキに避難 

 空港事務所庁舎 

（屋上） 

・ 空港事務所庁舎付近の作業員は制限区域側
の C階段を利用して屋上に避難 

南国市 

久枝北地区 

旅客ターミナルビル 

（送迎デッキ） 

・ 津波避難門扉から旅客ターミナルビル送迎
デッキに避難 

・ 夜間は No.3 ゲートを経て旅客ターミナルビ
ルに避難 
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注）避難経路の複雑な空港ビルについては、主要な避難経路を図化している 

図 30 高知空港ビル津波避難経路図 

  

屋上階（送迎デッキ）平面図 
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図 31 高知空港事務所庁舎 避難経路図 

 
  

屋上階平面図

２階平面図

１階平面図

（避難場所）

玄関

廊下 廊下

会議室

便所

廊下

廊下

便所 会議室

屋上

屋外機等置場

屋上

C階段

C階段

C階段
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図 32 南国市久枝北地区住民の避難経路図 

 

1.5 避難時の体制 

（１）避難対象者 
当空港において想定される避難対象者と人数は、表 42 のとおりである。 
（詳細は巻末の「別表２：避難対象者」参照） 

 
表 42 津波避難場所毎の想定最大避難人数 

津波避難場所 
想定避難人数 

旅客・来港者 空港スタッフ 周辺住民 

空港事務所庁舎 － 76 人 － 

旅客ターミナルビル 約 650 人 205 人 約 150 人 

（２）避難時の各主体の役割分担 
避難を支援する各主体の役割分担は、表 43 のとおりとする。 
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表 43 避難支援に関する各主体の役割 

関係者 役割 

現地対策本部 全体の統括 

高知空港事務所 津波情報の入手 

旅客ターミナルビル地区の旅客・来港者、業務委託会社（制

限区域内等）への避難開始の伝達 

南国市からの照会に対して、津波避難門扉からの入場可否及

び解錠番号の回答 

航空機の安全運航確保等に必要な措置 

危険物の安全確保措置 

避難誘導（庁舎等） 

高知空港ビル株式会社 旅客ターミナルビル地区の旅客・来港者、テナントへの避難

開始の伝達 

 避難誘導（旅客ターミナルビル地区等及び周辺住民） 

航空会社 旅客ターミナルビル地区の旅客・来港者、業務委託会社（制

限区域内等）への避難開始の伝達 

避難誘導（旅客ターミナルビル地区等及び周辺住民） 

一般財団法人空港環境整

備協会 

駐車場内の旅客・来港者への避難開始の伝達 

避難誘導（旅客ターミナルビル地区等） 

とさでん交通株式会社 旅客ターミナルビル地区、貨物地区の旅客・来港者への避難

開始の伝達 

避難誘導（旅客ターミナルビル地区、貨物地区等） 

入交石油(株) 危険物の安全確保措置（油類の流出防止措置等） 

避難誘導（給油施設地区等） 

旅客ターミナルビル内テ

ナント 

ビル内の旅客・来港者への避難指示の伝達 

避難誘導（旅客ターミナルビル内） 

高知空港事務所の業務委

託会社（常駐） 

避難誘導（貨物地区等） 

高知空港ビル(株)の業務

委託会社（常駐） 

旅客ターミナルビル地区の旅客・来港者への避難開始の伝達 

避難誘導（旅客ターミナルビ内） 

高知県消防防災航空隊 避難誘導（制限区域等） 
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関係者 役割 

高知県警察本部航空隊 避難誘導（制限区域等） 

南国警察署空港警備派出

所 

旅客ターミナルビル地区の旅客・来港者への避難指示 

避難誘導（旅客ターミナルビル地区等） 

航空貨物フォワーダー・ハ

ンドリング会社 

貨物地区の来港者への避難開始の伝達 

避難誘導（貨物地区等） 

（南国市） 空港への避難の可否を空港事務所に確認 

久枝北地区の住民等への避難誘導の連絡 

注） 平成 27 年 10 月時点 

 
   

（３）避難誘導に係る指揮命令系統 
現地対策本部は、 図 33 の指揮命令系統により避難誘導を行う。 
 

【空港スタッフ等への伝達方法】 

空港スタッフ等への伝達は、各事業者が利用可能なあらゆる手段により伝達す

る。（巻末の「別表３：空港スタッフの連絡先」参照） 
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図 33 避難誘導に係わる指揮命令系統（平成 27 年 10 月時点） 

報告 
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（４）災害時要配慮者の避難対策 
災害時要配慮者については、表 44 の方法により避難を支援する。 
 

表 44 災害時要配慮者の避難支援 

情報面 英、韓、中、ひらがなの案内板によるサイン計画 
行動面 当直の職員が可能な限り以下の支援をする。 

・お年寄りや身体障害者の歩行支援 
・外国人への通訳やジェスチャーによる避難支援 

地理不案内等 ・ピクトグラムにより避難方向が一目でわかる案内板 

（５）空港運用時間外の避難対策 
津波避難場所となっている旅客ターミナルビル及び空港事務所庁舎にあっては、

大津波警報の発表又は地元自治体の避難指示に応じて、常駐する警備員が建物の解

錠を実施するものとし、滑走路を横断して旅客ターミナルビルに避難する久枝北地

区住民の避難ルートの確保のため、No.3 ゲートの解錠も実施する。 
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2 避難後の対応 

2.1 滞留者の安全確保・情報伝達 

（１）滞留者の基礎情報の把握 
高知県災害対策本部等への報告や個別の問い合わせへの対応のため、避難場所の

建物管理者（高知空港事務所、高知空港ビル株式会社、航空会社等）は滞留者名簿

を作成する。 
滞留者名簿の作成は、滞留先となっている建物毎に行い、全体を現地対策本部が

取り纏める。 
避難場所での待機が数日間にわたる場合には、滞留者数等の状況の変化について

も現地対策本部が可能な限り把握する。 
 

【滞留者名簿で把握すべき事項例】 

①氏名（ふりがな） 

②性別 

③年齢 

④住所（小字・○丁目程度） 

⑤緊急時の連絡先 

⑥負傷や持病の有無等 

⑦希望する移動先（どこに行きたいか） 
注）上記事項を把握するための様式を事前に用意しておく。 

（２）電源の確保 
滞留者スペースに非常用発電設備等からの電源を確保する。 
なお、高知空港ターミナルビルには、重油発電機２台があり、系統は区分されて

おり、照明、給水設備、トイレ、フライト案内、保安検査機器及びボーディングブ

リッジ等の運航優先で稼働させることとしている。テナント対応は対象外としてい

る。備蓄燃料で 37 時間給電可能であり、１階が被災し、給電対象外となった場には、

給電時間は伸びることになる。 

（３）連絡・通信手段の確保 
津波来襲後の津波避難場所での連絡通信手段を確保することを目的に、各津波避

難場所の建物管理者は固定電話や携帯電話に加えてトランシーバー、衛星電話を確

保しておく。また、空港内事業者に対して、事前に電話番号を共有しておく。 

（４）傷病者への対応 
現地対策本部は、応急救護スペースを設け、発災時に空港内にいる乗客・来港者

の中から応急救護等の対応可能な専門家を募り協力を依頼し、空港スタッフ（救護

訓練等の受講者 ）と共に応急救護に参加する。 
併行して、現地対策本部は、傷病者の優先搬送を実施するため、高知県災害対策
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本部、南国市災害対策本部へ医療対応要員派遣を要請する。 
 

 

【医療用スペース】 

・ 旅客ターミナルビル 
・ 空港事務所庁舎 

注）屋外となる場合を想定し、テント、ベッド等の確保について決めておく 

（５）滞留場所の運営（屋上におけるスペース確保） 
以下のスペースを順次開設する。 
・ 現地対策本部活動スペース（本部活動、情報発信等） 
・ 応急救護スペース 
・ 災害時要配慮者スペース   
・ 仮設トイレ設置スペース    
・ し尿等仮置きスペース    
・ 備蓄品置場 
・ 通路 
・ 滞留者用スペース 

 
なお、避難場所が屋外になる場合、長時間滞在を考慮し、夏期の日中、冬期の夜

間、降雨・降雪時等における滞留者の健康面のケアに配慮する。 
また、傷病者・災害時要配慮者を考慮し、応急救護活動用、災害時要配慮者用の

スペース等を想定して備品を備蓄する。 
 

屋外避難に必要な備蓄資材として、主要備蓄（食糧、水、毛布）のほか、以下に

ついて備えておく必要がある。備蓄は、空港ビル、航空会社、駐車場運営者等の関

係機関が必要な備蓄量を確保する。備蓄量の分担は、協議会において事前に協議す

る。 

① トイレ、照明等 
・ 段ボールトイレ、ネット式トイレ 
・ 夜間照明用資材（ランプ、ドラム型電力リール等） 

② 災害時要配慮者等への対応 
・ 災害時要配慮者用のエアマットや椅子等 
・ 応急救護スペース用にストレッチャー、応急救護用品 

③ 区画区分用資材 
・ パーティション（本部、応急救護、し尿等仮置きスペース) 
・ 区画を示すためのコーン・ロープ・ホワイトボード等 

④ 夏期の日中、冬期の夜間、降雨・降雪用資材 
・ テント、毛布、傘、活動する空港スタッフ用の雨合羽等 
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（６）情報伝達（滞留場所運営、交通機関等の情報伝達） 
現地対策本部は、予め情報提供責任者を定め、避難者に対し、被害状況や帰宅経

路を知るための公共交通機関の復旧見通し等の情報を貼り紙や口頭にて提供する。 
また、時系列変化に応じて、滞留者に向け、提供できる物資の情報や搬送情報等

について、適宜情報提供する。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 34 高知空港における滞留者への情報提供体制 

 
表 45 滞留者に提供する情報の内容等 

提供する情報の内容 情報の入手元 
・震度、震源地等 
・市街地の被災状況 
・緊急輸送道路の交通規制情報 
・アクセス路の状況、鉄道等の運行見込み等 

・空港施設内の施設情報（緊急トイレ設置箇所、

専用スペース等） 
・滞留者に提供できる物資等 

・優先搬送の計画(方面別) 

・南国市や他の自治体の生活避難場所 

現地対策本部、高知県災害対策本

部、南国市災害対策本部、テレビ、

ラジオ、インターネット 

 

・航空機の運航再開見込み 航空会社 

現地対策本部 

・他の交通機関での代替ルートに関する情報 航空会社、空港アクセス事業者、

現地対策本部 
 
以上の情報を入手するため、衛星通信環境・携帯電話（マルチキャリア）、ＰＣ、

非常用電源を確保する。  
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（７）災害時要配慮者（外国人）対策 
滞留する外国人に対し、多言語による判りやすい案内板・体制、通信環境提供を

準備し、適切に情報提供を行う。 
 

表 46 外国人に提供する情報の提供方法等 

案内板 

・英・韓・中国語・ひらがなの案内板 

・避難後行動（断水、停電、立ち入り禁止箇所、専用スペース等）につい

て、イラスト等も活用したパネルの準備 

体制 
・名簿作成時に、宿泊予定先等を確認し大使館からの問い合わせや、搬送

調整に役立てる。 

注）日本語に合わせ、英語、韓国語、中国語による表記は必須とするが、ひらがなや他言語での標

記について検討する。 
 

（８）主要備蓄の確保 
主要備蓄品は、津波避難場所毎に最大避難人数を想定し、滞留者が最大３日間待

機できることを前提とする。滞留者数は、旅客・来港者の約 650 人と周辺住民約 150
人の合計約 800 人を想定する。 

 
備蓄のうち、旅客・来港者対応分は、空港ビル、航空会社、駐車場運営者等の関

係機関が必要な備蓄量を確保する。備蓄量の分担は、協議会において事前に協議す

る。自組織の従業員分の備蓄量は、各事業者が確保する。特に重要な水、主食及び

毛布については、早期の必要量確保を検討する。 
 
避難場所にレストランや売店等がある場合、協議会はレストラン及び売店の管理

者と滞留者への食料配布方法について事前に協議を行う。 
なお、備蓄食料等の保存期限については、建物管理者が避難訓練時に確認する。 
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表 47 ３日分の備蓄量の目安（対象者 800名） 

品目 必要目安量１７ 必要量１８ 

水１９  9ℓ／人 7,200 ℓ 

主食２０ 9 食／人 7,200 食 

毛布 １枚／人 800 枚 

注）その他、簡易トイレ、衛生用品（トイレットペーパー、おむつ）、敷物（ビニールシー

ト等）、携帯ラジオ、懐中電灯、ランタン（電池を使用するもの）、乾電池、救急医療

薬品等も備蓄することが望ましい。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（９）搬送体制 
現地対策本部は、周辺地域の交通施設の被災・復旧状況を踏まえて、空港周辺に

開設される避難所等への受入の実施可否や搬送手法について、現地対策本部が主体

となり南国市と協議を行う。 
搬送については、協議会とバス事業者（とさでん交通㈱等の）が協定等を交わし、

災害時の搬送手段を確保する。協定を交わす場合は、要請の手続き方法、責任者、

費用の負担、燃料の確保方法、訓練内容、緊急車両等事前届出済証等に留意して作

成する。 
南国市への帰宅困難となる滞留者の受け入れについては、現地対策本部が主体的

に調整を行う。 
 

                                                   

１７必要目安量は「大規模地震の発生に伴う帰宅困難者対策のガイドライン（内閣府平成 27 年 3月）」参照 
１８必要量は、滞留者のうちの旅客・来港者約 800 人分を想定 
１９災害対策用飲料製造器装置（3t 用）及び交換フィルター(3t×2)を含む 
２０２階飲食店及び物販店で管理している食品による対応を想定 

（参考）考慮すべき滞留時間 
帰宅困難者は、津波発生後最短 44 時間程度、空港に滞留することが想定されるが、

不確定要素が多いことから備蓄に関しては安全側の 72 時間として備蓄を検討する。 
 [ 最短滞留時間（44Ｈ）=大津波警報時間想定（24Ｈ）＋道路啓開必要時間想定（10

Ｈ）＋構内道路復旧必要時間想定（5Ｈ）＋最短搬送必要時間（5Ｈ）] 

  

【今後の課題】必要な備蓄品目については、関係者において精査する。 
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2.2 帰宅困難となる滞留者の安全確保 

道路啓開後も空港内にやむをえず留まる人（帰宅困難となる滞留者）のために、「2.1
滞留者の安全確保」に加え、以下についての対応が必要である。 

（１）帰宅困難となる滞留者スペースの確保（旅客ターミナルビル２Ｆ） 
道路啓開後も空港内にやむをえず留まる人のために、旅客ターミナルビル２階を

清掃・消毒し、情報提供（看板・掲示板・立ち入り禁止区域等）や電源の確保等の

準備後、以下のスペースを順次確保する。 
 
・ ゴミ、し尿等仮置きスペース 
・ 災害時要配慮者スペース 
・ 女性配慮者スペース（女性特有のニーズ（乳幼児への授乳、着替え等）や精

神面での不安にも配慮し） 
・ 備蓄品提供スペース（水・食糧・毛布・マット等） 
・ 一般滞留者用スペース 
・ 傷病者用の救護スペースの確保 
・ 電力（携帯電話用の提供） 
・ 簡易トイレの設置（マンホールトイレ等） 

 
なお、スペースの清掃等については、滞留者の中からボランティアを募ることに

より、労働力を確保する。また、帰宅困難となる滞留者の受け入れ後は、夜間シフ

ト体制が必要になるため、空港スタッフの３交代制やセキュリティ体制の確保に留

意して体制を構築する。 
 現地対策本部は、食糧、水などの備蓄品の残数と受け入れられる滞留者数を確認

し配付方針を定め、必要に応じて南国市に物資提供支援要請を行う。また、発電機

用の燃料等についても必要に応じて、南国市に要請する。 
 これらの準備が整い次第、速やかに、屋上（高知空港事務所及び送迎デッキ）の

帰宅困難となる滞留者を旅客ターミナルビル２階に誘導を行う。 

（２）搬送体制 
帰宅困難となる滞留者の搬送先（高知駅・避難所等）、受け入れ可能人数の調整方

法、搬送手順については、事前に南国市と調整する。 
避難後の搬送対応は、現地対策本部が主体的に調整を行う。 

 

2.3 避難後の各主体の役割分担 

避難後の空港スタッフの役割分担は、表 48 のとおりとする。これに基づき、空港事

務所、空港ビル及び航空会社等の関係機関が連携し、旅客等の円滑な避難に努めるも

のとする。 
  



                   第４編 地震津波災害への対応  

     第１章 避難計画  

 

104 
 

表 48 避難後の空港関係者の役割分担 

空港関係者 主な役割 

現地対策本部 災害情報の発信 

 空港全体の滞留者状況のとりまとめと報告 

（名簿作成を含む） 

 滞留場所運営、交通機関等の情報伝達 

 地震・津波情報の収集・伝達（避難時から継続） 

 施設の安全性確認、スペースの確保 

（傷病者用、災害時要配慮者用、女性配慮用） 

医療専門家（避難者）への協力要請 

応急救護、医療搬送支援 

備蓄品の提供 

滞留者・帰宅困難者等の他の避難所への搬送調整・搬送協力 

旅客ターミナルビル２階の滞留場所としての設営 

夜間シフト体制の協議・調整 

避難建物内の治安、警備 

高知空港事務所 災害情報の発信 

空港全体の滞留者状況のとりまとめと報告 

（名簿作成を含む） 

医療専門家（避難者）への協力要請 

応急救護 

夜間シフト体制の協議・調整 

高知空港ビル株式会社 災害情報の発信 

空港全体の滞留者状況のとりまとめと報告 

（名簿作成を含む） 

医療専門家（避難者）への協力要請 

応急救護、医療搬送支援 

施設の安全性確認、スペースの確保 

（傷病者用、災害時要配慮者用、女性配慮用） 

備蓄品の提供 

滞留者・帰宅困難者等の他の避難所への搬送調整・搬送協力 

旅客ターミナルビル２階の滞留場所としての設営 

夜間シフト体制の協議・調整 

航空会社 空港全体の滞留者状況のとりまとめと報告 

（名簿作成を含む） 

医療専門家（避難者）への協力要請 

応急救護、医療搬送支援 
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空港関係者 主な役割 

施設の安全性確認、スペースの確保 

（傷病者用、災害時要配慮者用、女性配慮用） 

備蓄品の提供 

旅客ターミナルビル２階の滞留場所としての設営 

夜間シフト体制の協議・調整 

一般財団法人空港環境
整備協会 

備蓄品の提供 

とさでん交通株式会社 医療搬送支援 

滞留者・帰宅困難者等の他の避難所への搬送調整・搬送協力 

入交石油(株) － 

旅客ターミナルビル内
テナント 

施設の安全性確認、スペースの確保 

（傷病者用、災害時要配慮者用、女性配慮用） 

備蓄品の提供 

旅客ターミナルビル２階の滞留場所としての設営 

夜間シフト体制の協議・調整 

避難建物内の治安、警備 

高知空港事務所の業務
委託会社（常駐） 

夜間シフト体制の協議・調整 

避難建物内の治安、警備 

高知空港ビル(株)の業
務委託会社（常駐） 

夜間シフト体制の協議・調整 

備蓄品の提供 

避難建物内の治安、警備 

高知県消防防災航空隊 医療搬送支援 

高知県警察本部航空隊 －（県警察本部の指示により行動） 

南国警察署空港警備派
出所 

避難建物内の治安、警備 

夜間シフト体制の協議・調整 

航 空 貨 物 フ ォ ワー ダ
ー・ハンドリング会社 

－ 

（南国市） 医療搬送支援 

他の避難所への搬送協力 

帰宅困難者の搬送調整 

帰宅困難者数を踏まえた提供備蓄品の確認と配付方針の検討 

備蓄品の提供 

注）平成 27 年 10 月時点 

※情報共有に関して、南国市や高知県の災害対策本部との情報共有を円滑に行うため、被害報告や名

簿の作成については、自治体災害対策本部が活用している様式を予め用意する。  
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3 避難体制の強化に向けた取組の継続 

3.1 事前周知／広報活動 

（１）防災教育 
空港事務所及び関係機関は、避難計画の周知等を目的とした合同講習会を年１回

開催する。防災教育担当者を空港事務所及び関係機関から各１名もしくは全体で１

名選出し、南国市の危機管理課と講習内容について協議する。 

（２）防災に関する啓発活動 
空港事務所及び関係機関は、津波防災について、以下の広報を合同で実施する。

協議会は、防災広報担当者を空港事務所及び関係機関から原則として各１名選出し、

南国市の危機管理課と広報内容について協議する。 
 

【津波防災に関する広報】 

・ 空港・観光パンフレット等への津波情報の掲載 
・ 津波避難、誘導標識の設置（標識そのものが啓発活動につながる） 
・ 啓発のための空港イベント 

（３）防災訓練 
空港事務所及び関係機関は、津波来襲を想定した合同避難訓練を年１回実施する。 
訓練メニューについては、旅客ターミナルビル内での乗客を含めた実働訓練や、空港

長と管制官、機長との連携による航空機避難に関わる図上訓練など、具体的なものを設

定し、高い実効性を確保するものとする。 
 

3.2 計画の更新・見直し（PDCA） 

協議会は、合同避難訓練の評価や反省点、情報伝達機器等の更新や整備、BCP、本

計画に関係する高知県や南国市の地域防災計画、被害想定の改訂等が行われた場合は、

PDCA（Plan Do Check Action）を実施し適宜、計画の更新・見直しを実施する。 
更新・見直しの必要性について、毎年検討し、必要に応じて連絡先等を含め、計画

の更新・見直しを実施することを基本とする。 
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図 35 PDCA 概念図 

 
 
 

• 訓練、教育の実施、等• 課題、問題点の抽出

• 計画の策定• 計画の見直し
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【計画】
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【評価】
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第2章 早期復旧計画 

1 復旧計画 

復旧の対象となる施設（国管理施設、民間管理施設）について、点検方法や点検者、

被災判定及び復旧方法について、関係者間で調整の上、復旧計画を策定する。 

1.1 復旧目標 

高知空港の復旧は、発災後３日以内の初期段階において、救急・救命、捜索・救助、

情報収集等の災害応急対策を可能とし、５日以内に緊急物資・人員の輸送活動のため

の航空機の利用を可能とし、こうした活動の拠点として機能させ、その上で、できる

だけ早期に民間旅客機の運航を可能とすることを目標とする。 
 
なお、関係機関のヘリ等による災害対策活動が有効に実行できるよう、できる限り

迅速に空港の復旧を図るとともに、利用できる範囲から利用して頂けるように、運用

面での調整することが重要である。 
 
また、地震発生後には、被害想定と実際の被害との差異に十分留意し、被害状況等

に応じて適切に本計画を適宜見直して運用する必要がある。 
 
 

1.2 段階的復旧目標の対象及び復旧計画 

（１）段階的早期復旧の対象 
早期復旧の対象は、定期民間航空による臨時便の運航再開（第１便）までとする。

各復旧目標の空港機能を確保するために最低限必要となる空港機能・施設は表 49 に

示すとおりである。 
このうち、津波シミュレーションの結果から想定される排水及び漂流物除去に係る

作業数量（参考値）は表 50、図 36 に示すとおりである。 
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表 49 早期復旧の対象となる空港機能・施設 

復旧する機能 
救急・救命活動等の 

拠点機能 

緊急物資・人員輸送 

受け入れ機能 

民間航空の運航が 

可能となる機能※1 

  【第 1段階】 

回転翼機受け入れ機能 

 

  【第 2段階】 

固定翼機受け入れ機能 

 

    

復旧が必要となる最低限の機能・施設 

滑走路 ヘリパッド程度 

第 1段階：ヘリパッド程
度 2000ｍ以上 

第 2段階：2000ｍ程度 

着陸帯 － 運航可能な着陸帯 滑走路長に応じた着陸帯 

誘導路 取付誘導路 取付（平行）誘導路 取付（平行）誘導路 

エプロン 回転翼機活動場所 自衛隊輸送機等活動場所 数スポット 

管理施設 － 庁舎（一部） 庁舎（一部） 

管制通信施設 －※3 ガンセットによる ガンセットによる 

無線施設 － － 
有視界飛行方式のみで 

飛行可 

航空灯火 － － 
有視界飛行方式のみで 

飛行可 

電源施設 － － 
仮設発電機、受配電設備 

発電機燃料 

気象施設 － － マニュアル観測でも可 

セキュリティ － － 制限区域 

消火救難施設 － － 
就航機材に応じた 

消火救難能力 

地上支援車両 － － 航空機牽引車等 

給油施設 
回転翼機用への給油車両 

（関係機関※2と連携） 

回転翼機用への給油車両 

（関係機関※2と連携） 

地上支援車両への 

給油車両等 

ターミナルビル － － 
余震への耐震性 

セキュリティ 

旅客取扱システム － － マニュアル対応でも可 

利便施設 － － 
仮設待合所、トイレ、水

等 

アクセス 陸路輸送ルート 陸路輸送ルート 
空港アクセス道路、 

駐車場、バスアクセス 

出典：空港の津波早期復旧対策の方針（平成 25 年 6 月 航空局）に一部加筆・修正 

※1 定期民間航空機の第１便の運航が可能となる機能 

※2 関係機関：自衛隊、海上保安庁、消防、警察等 

※3 緊急用対空通信装置。「航空保安業務の提供時間外における空港の使用」の規定において、公的機関

が行う急患輸送、災害派遣、人命救助、緊急事態への対応等については、航空保安業務提供時間外で

あっても、有視界飛行方式での運航を認めているため、救急・救命活動等における機能確保の要件に

本設備の確保まで求めないこととした。 
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表 50 排水及び漂流物除去に係る作業数量（参考値） 

復旧対象 数量 作業内容 

漂流物 瓦礫  15,213 ㎥（22,515 トン） 除去、仮置き、運搬 

 土砂  13,704 ㎥（15,075 トン） 除去、仮置き、運搬 

 航空機  発災時に駐機中の航空機 移動、処理 

 車両 一般車両 1,414 台 除去、仮置き、運搬 

  地上支援

車両 

155 台 除去、仮置き、運搬 

  消防車 4 台 除去、仮置き、運搬 

冠水   108,174 ㎥ 排水 

※津波シミュレーション結果（航空局）をもとに仙台空港の被害事例を参考に想定 

 復旧対象に対応する作業内容（瓦礫処理、排水等）の所要時間については、表 62 に参考として掲載 

 

 

 

図 36 排水及び漂流物除去を実施する必要がある範囲（想定） 

（２）段階的かつ優先的な復旧計画（概要） 
復旧目標を達成するための段階的かつ優先的な作業内容及び留意点を表 51 に

示す。 
必要となる資材の調達等について事前に関係機関と調整を行うものとする。 
また、必要となる作業の流れを図 37 に示す。詳細は、第１編 1.5「時系列毎の活

動項目と役割分担 ②早期復旧（地震・津波災害の場合）」（5 頁）を参照。 
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表 51 段階的かつ優先的な復旧作業の内容と留意事項    

※：【 】は、施設・設備の点検・復旧、（ ）は検討事項 

※民間航空機の運航には、航空保安無線施設等を活用した精密進入方式が基本となるが、仮設 

LOC/T-DME、仮設 VOR/DME の運搬、設置、調整、飛行検査に通常は 3か月程度を要するため、その 

間は、有視界飛行方式での運用となる。 

※建築設備施設については、水没した場合に電気機器等が使用出来なくなることから、主要な機器の

復旧方法を予め検討しておく必要がある。 

 

 

機 能 

救急・救命活動

の拠点機能 

緊急物資・人員輸送の 

受入れ機能 

民間航空機の運航が 

可能となる機能 

回転翼機 回転翼機 固定翼機 民間航空機 

復旧目標 3 日以内 3 日以内 5 日以内 14 日以内 

主な対象
施設 

ﾍﾘﾊﾟｯﾄ程度 
（中/小型が10
機、大型機が 
4 機駐機） 

ﾍﾘﾊﾟｯﾄ程度 
（中/小型が 10
機、大型機が 
4 機駐機） 

滑走路 2,000m、
取付（平行）誘
導路、ｴﾌﾟﾛﾝ 
 

滑走路 2,000m、取付誘導路、平
行誘導路、ｴﾌﾟﾛﾝ、消火機能、ｾ
ｷｭﾘﾃｨｴﾘｱ確保等 

具体的な
作業内容 

・【土木施設】 
空港アクセス
道路、構内道路
の復旧状況を
確認 
 
・【運用・土木
施設】 
スペース確保
に向けた漂流
物の除去 

※固定翼機が対象 
 
・【土木施設】 
FWD 等により舗装の健全度を確
認。耐震対策済の 2,000m 程度滑
走路、取付誘導路、平行誘導度、
エプロン等の基本施設を確保 
 
・【建築施設】 
「航空局建築施設の応急度判定
に係る実施要領」に基づき、庁舎、
管制塔及び電源局舎の点検及び
健全度確認を実施 

・【土木施設】 
FWD 等により舗装の健全度を確
認。震対策済の 2,000m 程度滑走
路、取付誘導路、平行誘導路、
エプロン等の基本施設を確保 
 
・【建築施設】 
「航空局建築施設の応急度判定
に係る実施要領」に基づき、消
防車車庫の健全度確認を実施 
 
・【旅客ターミナルﾋﾞﾙ】 
ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙは、施設設計者等との
連携により点検及び健全度確認
を実施 

留意事項 

・（運用・調整） 
高知県消防防
災航空隊・県警
航空隊の整備
用地の有効活
用等の検討 
 
・（給油機能） 
燃料の調達方
法及び、レフュ
ーラーを浸水
が想定されな
いエリアに避
難すること等
について、検討 

※固定翼機が対象 
 
・【灯火・電気設備】 
夜間等の有視界飛行に備え、仮設
滑走路灯、仮設 PAPI を確保・設
置 

・【機械設備】 
庁舎、管制塔への送電に向けて、
仮設発電装置を確保・設置 
 
・【消防機材】 
ICAO に基づき飛行場カテゴリ
ー８に規定する消火薬剤、水量
及び消防車を確保 
 
・【セキュリティ関係】 
仮設場周柵等によりセキュリテ
ィエリアを確保 
 
・【旅客ターミナルビル】 
ターミナルビルの電力供給のあ
り方についても、事前に検討 
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図 37 復旧作業の基本的な流れ 

 

（３）段階的かつ優先的な復旧計画（詳細） 
段階的かつ優先的な復旧範囲及び作業の詳細は以下のとおり。 
なお、復旧目標に応じた活動エリアや対応施設の設定については、災害対策活動

を行う機関の意向等を踏まえ、改めて検討・調整することとする。 
 

１) 救急・救命活動拠点の機能の確保【回転翼機】 
救急・救命活動のための復旧対象施設及び復旧範囲は、以下のとおり。 
なお、中型・小型ヘリの対象施設を大型ヘリ対象施設に優先して復旧し、早期に

救助活動に利用できるようにするなど、状況に応じて適切に対応することが必要で

ある。 
なお、復旧範囲を図 38 に示す。 
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① 復旧施設 
対象施設 復旧範囲 

○構内道路 
(工事車両・緊急車両の

進入路) 

 旅客ターミナルビル東側の構内道路の復旧を基本とする

が、この復旧が困難な場合には、浸水被害の少ない空港北

側のＡゲートからの構内道路の確保を検討する。 

 工事車両・緊急車両が通行可能な最低限の道幅（片側 1 車

線）を早期に確保する。 

○高知県消防防災航空

隊及び高知県警察航

空隊施設、給油施設 
 

 中型・小型回転翼機（警察・消防・防災ヘリ、海上保安庁

ヘリ等）が 7～10 機程度駐機できるスペースとして図 38

に示す範囲を確保する。 

 航空機への給油が行える最低限の施設及び給油車両の走

行ルートを確保する。 

○滑走路（回転翼機の

発着） 
○駐機場 
 

 
 

 滑走路への大型回転翼機（CH47 等）の離着陸を想定し、舗

装面として 65m×65m のスペースを確保する。 

 大型回転翼機（CH47 等）が 4機駐機（荷捌きエリアを含む）

できるスペースとして図 38 に示す範囲を確保する 

 

② 復旧作業内容 
・ 排水作業、土砂・瓦礫の除去 
・ 除去対象瓦礫：1,657 ㎥、必要機材：排水ポンプ車、ホイルローダ、バックホウ、ダ

ンプ、チェーンソー、作業時間：１日 8 時間 
※ 原則、復旧作業は対象施設の保有管理者が主体となって行う。 
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図 38 救急・救命活動等の拠点機能の確保【回転翼機】のための復旧施設 

 
  

発着エリア 

（65ｍ×65ｍ程度） 

活動エリアの確保イメージ 

活動エリア 

65m 

100m 
6
5
m

 

5
0
m

 

構内道路（工事車両・緊急車両の進入路） 

※空港外⇔ゲート⇔活動エリアの各経路は被害状況に応じて適宜

選定すること。（図中の点線は一例を示したものである。） 

凡例     ：中型・小型回転翼機（警察・消防・防災ヘリ、海上保安庁ヘリ等） 

  ：大型ヘリ（自衛隊ヘリ等）        ：復旧対象範囲 

Ａゲート 

高知県消防防災航空隊及び 

高知県警察航空隊施設 

ヘリパッド 

給油施設 

中型・小型ヘリ：7～10 機駐機

 

200m 

1
0
0
m

 

大型ヘリ：4機駐機 

注 上図の救急・救命活動位置は、例として示しているものである。津波来襲後は、エプロンの

被害（ひび割れ、漂流物分布等）が少ない範囲から同等の面積を確保できるよう復旧位置

を設定することが望ましい。 

【今後の課題】図 37～図 39 は、「高知空港津波早期復旧計画（平成 25 年 12 月）」を転

記したものであり、復旧目標に応じた活動エリアや対応施設の設定については、災害対

策を行う機関の意向等を踏まえ、改めて検討・調整する必要がある。 
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２) 緊急物資・人員等輸送受入れ機能の確保【回転翼機・固定翼機】 

 
緊急物資・人員輸送のための回転翼機の発着機能及び、緊急救援用物資輸送のた

めの固定翼機（C-130、C-1 等）の発着機能の確保を目的とする。 
復旧対象施設及び復旧範囲は、以下のとおり。 
また、復旧位置は、図 39 のとおり。 

 

① 復旧施設【回転翼機】 
 

対象施設 復旧範囲 
○構内道路 
(工事車両・緊急車両の

進入路) 

 旅客ターミナルビル東側の構内道路の復旧を基本とする

が、この復旧が困難な場合には、浸水被害の少ない空港北

側のＡゲートからの構内道路の確保を検討する。 

 工事車両・緊急車両が通行可能な最低限の道幅（片側 1 車

線）を早期に確保する。 

○高知県消防防災航空

隊及び高知県警察航空

隊施設、給油施設 
 

 中型・小型回転翼機（警察・消防・防災ヘリ、海上保安庁

ヘリ等）が 7～10 機程度駐機できるスペースとして図 38

に示す範囲確保する。 

 航空機への給油が行える最低限の施設及び給油車両の走

行ルートを確保する。 

○滑走路 
（回転翼機の発着） 
○駐機場 

 滑走路への大型回転翼機（CH47 等）の離着陸を想定し、舗

装面として 65m×65m のスペースを確保する。 

 大型回転翼機（CH47 等）が 4機駐機（荷捌きエリアを含む）

できるスペースとして図 38 に示す範囲を確保する 
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② 復旧施設【固定翼機】 
 

対象施設 復旧範囲 
○構内道路 
（物資輸送用）  構内道路のうち、緊急物資・人員等輸送を行うための運用

に必要となる区間を確保する。 

○滑走路 
○平行誘導路 
○取付誘導路 
○駐機場 
○ガンセット 
（緊急用対空通信装

置） 
 
 

 緊急物資輸送拠点としての機能確保に必要な施設として

滑走路長 2,000m、平行誘導路、取付け誘導路、駐機場（緊

急活動用）を確保する。 

 滑走路及び誘導路については、耐震性能が確保されている

区間を確保する。 

 駐機場は、緊急物資・人員等輸送を行う航空機の駐機ス

ペースを確保する。 

 空港の管理業務に必要な庁舎の執務スペースを確保す

る。 

 

③ 復旧作業内容 
・ 排水作業、土砂・瓦礫の撤去 
・ 除去対象瓦礫：2,439 ㎥、必要機材：排水ポンプ車、ホイルローダ、バックホウ、ダ

ンプ、チェーンソー、作業時間：１日 8 時間 

 滑走路上の土砂・瓦礫の撤去については、延長 2120ｍ、幅員 75ｍ（滑走路 45m＋シ

ョルダー10m×2＋両ショルダー端から各 5ｍ×2）の範囲とする。 

※ 原則、復旧作業は対象施設の保有管理者が主体となって行う。 
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図 39 緊急物資・人員等輸送受入れ機能の確保【固定翼機】のための復旧施設 

 

 

 

 

 

高知県消防防災航空隊及び 

高知県警察航空隊施設 

駐機場 

給油施設 

庁舎（一部） 

構内道路 

ヘリパッド 滑走路 2120ｍ（過走帯含む） 

 

活動エリア 
（物資輸送） 

活動 
エリア 
（予備） 

50m 70m 100m 130m 50m 

6
0
m

 

凡例     ：中型・小型ヘリ（警察・消防・防災ヘリ、海上保安庁ヘリ等） 

  ：大型ヘリ（自衛隊ヘリ等） 

  ：固定翼機（自衛隊輸送機、海上保安庁固定翼機等） 
  

  ：復旧対象範囲 

活動エリアの確保イメージ 

【今後の課題】 

耐震性能が確保されている滑走路北西端 500m の有効活用について、復旧対象範囲を

北西側（図では左側）から優先的に確保することも含め、今後検討する必要がある。 
また、緊急物資の輸送体制や保管場所等については、今後関係者と検討・調整する

必要がある。 
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３) 民間航空機の運航が可能となる機能の確保 

① 復旧施設 
復旧対象施設及び復旧範囲は、以下のとおり。 
また、復旧位置は、図 40 のとおり。 

 
対象施設 復旧範囲 

○構内道路 
（旅客用道路・駐車場）  平常時に使用する構内道路を確保する 

○滑走路 
○平行誘導路 
○取付誘導路 
○駐機場 
○ガンセット 
（緊急用対空通信装置） 

 民間航空機の運航が可能となる機能確保に必要な施設と

して滑走路長 2,000m、平行誘導路、取付け誘導路、駐機

場）を確保する。 

 滑走路及び誘導路については、耐震性能が確保されてい

る区間を確保する。 

○庁舎（一部） 
○消防機能 
（消防車、消防庁舎） 
 

 空港の管理業務、民間航空の運航管理に必要な庁舎の執

務スペースを確保する。 

 空港等級：カテゴリー8に必要とされるの消防能力を確保

する。 

○暫定旅客取扱施設 
（旅客ターミナルビル

内） 

 出発到着の各１便の旅客数に対応できるスペース、余震

への耐震性、セキュリティエリアを確保する。 

○場周柵・門扉 
（仮設）  制限区域の確保及び管理に必要な範囲、出入箇所に設置。 

 セキュリティエリア確保後は、空港の安全・保安の観点

から平時の倍の回数の周辺警備を実施する。（東日本大

震災時の仙台空港の事例） 

○滑走路標識等（仮設） 
  短縮運用を行う側の滑走路：臨時滑走路末端標識、指示

標識、過走帯標識 

 使用しない滑走路範囲、誘導路：禁止標識 

② 復旧作業内容 
・ 排水作業、土砂・瓦礫の除去 
・ 除去対象瓦礫：11,386 ㎥、必要機材：排水ポンプ車、ホイルローダ、バックホウ、

ダンプ、チェーンソー、作業時間：１日 8 時間 

 排水及び土砂・瓦礫除去は、進入表面を確保しつつ作業する必要がある。なお、

給油車両の移動ルートの確保にも努める。 

・ 仮設場周柵の設置（セキュリティエリアの確保） 
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・ 消防機能（消防車）の確保 
・ 旅客ターミナルビルの修復・機能確保 

※原則、復旧作業は対象施設の保有管理者が主体となって行う。 
・ 臨時の標識（滑走路末端標識、指示標識、過走帯標識）の設置 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 40 定期民間航空（臨時便）受入れ【固定翼機】のための復旧施設 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（４）走行不能となった航空機の移動 
津波による漂流、浸水の被害を受けて走行不能となった航空機が前項（３）の 1)

～3)に示す復旧の対象施設内にある場合には、当該航空機を避けた場所に、求められ

る機能を可能な限り確保する。 
その上で、できるだけ早期に「航行不能航空機の撤去要領（大阪航空局 高知空

港事務所）」に基づき、災害時の活動や航空機の運航に支障とならない場所に走行不

能となった航空機を移動する。 

 

構内道路、駐車場 

滑走路 2120ｍ（過走帯含む） 

駐機場 

暫定旅客取り扱い施設 

（旅客ターミナルビル内） 

消防機能 

（消防車、消防庁舎） 

誘導路 

庁舎（一部） 

高知県消防防災航空隊及び 

高知県警察航空隊施設 

給油施設 

ヘリパッド 

場周柵・門扉（仮設） 

ヘリパッド 

臨時滑走路末端標識 

指示標識 

過走帯標識 禁止標識 

【今後の課題】 

耐震性能が確保されている滑走路北西端 500m の有効活用について、復旧対象範囲を

北西側（図では左側）から優先的に確保することも含め、今後検討する必要がある。 
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注 巨大地震発生後は地盤沈下の可能性があるため測量を実施し、仮置き時の制限表面との関係について

確認する必要がある。 

図 41 走行不能となった航空機の移動場所（2,000ｍでの運用とした場合） 

1.3 復旧作業の着手時期 

復旧作業には、主に以下事項を検討・整理の上で着手する。 
・復旧に必要となる資料等の準備、通信器機の確保 
・復旧作業に係る関係機関との復旧内容等の協議 
・被害調査に基づく、早期復旧対策（案）の策定 
・作業車両の確保状況、工事関係事業者への協力要請 

 
＜留意点＞ 

① 大津波警報（特別警報）発表中の復旧作業 
・大津波警報（特別警報）発表中は、避難及び人命保護を最優先とし、原則として屋外

での復旧作業は行わない。 
・屋内に避難中の間は、工事関連事業者等への資機材の調達への協力依頼など、警報解

除後に速やかに復旧作業を開始するための準備を行う。 
 

② 津波警報・津波注意報発表中の復旧作業（必要に応じて） 
・作業員の安全を確保したうえで作業に着手する。 
・作業員は、長く強い揺れ（物につかまりたいと感じる揺れ）の地震発生を確認した際

は、速やかに作業を中断し、車両等により津波避難場所に移動し避難する。 
・作業員は、大津波警報（特別警報）の発表があった際に、速やかに避難行動に移行で

きるよう、作業中は空港事務所職員との連絡用の無線機器を常時携帯する。 
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2 早期復旧体制 

 早期復旧に係る現地対策本部の体制 

早期復旧に係る現地対策本部（高知空港事務所のみ）の体制と役割は図 42 に示すと

おりである。 
・現地対策本部員は予め職員の中から指名しておく。 
・現地対策本部長は、必要に応じて、応援要請の内容、範囲及び規模を決定し、航空

局及び大阪航空局に応援職員（TEC-FORCE）の派遣を要請する。 
参考として、通常時の空港事務所の体制を図 43 に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

図 42 早期復旧に係る現地対策本部の体制と役割 

現地対策本部長 

（空港長） 

・ 指揮命令、統括 

・ 早期復旧目標の決定 

・ 応援要請範囲、規模等の決定 

・ 活動状況、今後の方針等の確認 

計画調整班 

（班長：総務課長） 

・ 各復旧業務の調整 

・ 関係事業者との調整等 

・ 情報収集と発信、外部対応 

施設復旧班 
（班長：先任施設運用管理官） 

 

【施設復旧計画の策定、実施】 

1)被害状況調査 

2）構内道路復旧 

3）排水対策（民間事業者との調整含む） 

4）漂流物除去 

5）仮設電源設備配備 

6）運航に使用する施設の復旧（基本施設、

灯火の点検・復旧） 

7）セキュリティエリア構築 等 

 

運航再開班 
（班長：先任航空管制運航情報官） 

 

【運航再開計画の策定、実施】 

・ 運航再開に必要なエリアと施設の確保計

画の確認 

・ 航空会社、関連事業者等との調整 

・ 消防車両、地上支援車両、人員等の確保 

・ 航空燃料、地上支援車両燃料の確保 

・ 救急・救命、緊急物資・人員輸送活動等の

運航支援を含む 

四国地方整備局 

地方公共団体等 

空港関連事業者等 

【外部対応先】 

航空局等 

（例） 

空港事務所 

内の体制 

調整先 
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図 43 高知空港事務所の組織体制 

 
現地対策本部は、以下の事項を検討し、実行する。 
 ・早期復旧の範囲、規模等の把握 
 ・空港の段階的な復旧目標の設定 
 ・復旧の範囲・規模及び人員・資機材等の確保状況を踏まえた人員の配置 
 ・その他早期復旧に必要な事項 

 

 被害状況の把握 

（１）空港内の施設の被害状況の把握 
現地対策本部及び空港内の関係機関(表 52)は、津波警報が発表されている期間は、

避難場所から確認できる範囲で自らが管理する施設の被害状況を把握し、現地対策

本部に連絡する。（被害概略調査の方法については、「第２編 2.5 被害状況の把握」

を参照） 
  津波警報解除後は、可能な範囲で被災施設等の直近に移動し、詳細調査を実施

する。この際、概略調査においては、建物や漂流物等の陰となり確認できなかっ

た区域等も含めて、目視、及びスタッフ・巻尺等により被災状況を把握し、写真

撮影により記録する。 
調査結果は、早期復旧対策の検討に活用可能な様式で取りまとめる。 

    

空港長 

総務課 

施設運用管理官 
航空灯火・電気技術官 

航空管制運航情報官 

航空管制官 

航空管制技術官 
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表 52 空港内の関係機関 

区 分 機関の名称等 

気象台 関西航空地方気象台（高知空港出張所） 

空港内事業者 旅客ターミナルビル会社（高知空港ビル株式会社） 

貨物ターミナルビル会社（高知空港ビル株式会社） 

駐車場管理（一般財団法人空港環境整備協会） 

給油会社（入交石油株式会社） 

 

（２）周辺の被害状況の把握 
現地対策本部は、関係機関と連携して、空港周辺の被害状況を把握する。 

 
表 53 空港周辺の被害状況の把握に係る関係機関 

区 分 機関の名称等 被災状況確認対象 

国の行政機関 四国地方整備局 国道 55 号 

地方公共団体 高知県 県道高知空港線、県道前浜植野

線 

ライフライン事業
者 

電力会社（四国電力株式会社） 発電所、変電所及び電柱等 

 通信会社（西日本電信電話株式会

社） 

固定電話の伝送路の被災範囲、

携帯電話基地局 

 

（３）被害状況の確認 
現地対策本部は、被害状況に関わる情報（各班担当施設の被害状況）を収集し、

復旧工事関連事業者等に伝達し、資機材の調達を調整した上で、復旧見込みを調整

する。 
 

 関係機関との連絡・調整 

（１）被害状況把握に係る関係機関の構成と役割・活動 
空港及び周辺の被害状況の把握に係る関係機関の構成と役割・活動、連携体制は、

表 54、図 44 に示すとおりとする。 
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表 54 空港及び周辺の被害状況の把握に係る関係機関の役割・活動 

関係機関 役 割 

現地対策本部 計画調整班 ・ 空港及び周辺、空港アクセス道路の被害状況及

び復旧に関する情報の収集、分析 

・ 空港及び周辺の被害状況、復旧見込みの航空局、

大阪航空局への通報 

・ 空港及び周辺の被害状況、復旧見込みの関係機

関への情報提供 

 施設復旧班 ・ 空港施設の被害状況の把握 

・ 空港施設の緊急点検（安全な実施が可能な範囲） 

 運航再開班 ・ 空港の被害状況に基づくノータムの発出 

空港内の関係機関（図 44）に示す機関） ・ 管理施設の被害状況の把握 

・ 管理施設の被害状況、復旧見込みの現地対策本

部への連絡 

国土交通省四国地方整備局 

 

・ 空港周辺管理施設（国道）の被害状況、復旧見

込みの把握・情報提供 

高知県、南国市、香南市 ・ 空港周辺地域の被害状況、復旧見込みの把握 

ライフライン事業者 ・ 空港へのライフラインの被害状況、復旧見込み

の把握 

 
 

 

図 44 空港及び周辺の被害状況の把握に係る関係機関の連携体制 

現地対策本部 

四国地方整備局 空港内の関係機関 

管理施設の被害状況、復
旧見込みの連絡 

高知県・南国市・香南市 

ライフ 
ライン 
事業者 

航空局・大阪航空局 

被害状況及び復旧に
関する情報の通報・提
供 

空港周辺・空港アクセス道路の
被害状況及び復旧に関する情
報の収集 

 
関係機関 

計画調整班 

施設復旧班 運航再開班 

空港及び周辺、空港アク
セス道路の被害状況の
確認 

空港及び周辺、空港アク
セス道路の被害状況の
確認 



                   第４編 地震津波災害への対応  

   第２章 早期復旧計画  

 

 125 

 

（２）関係機関の連絡先 
災害発生時の連絡体制を図 8に示す。 
関係機関における情報共有の効率化のために、連絡・報告に関わる様式の統一に

ついて検討していく。 

（３）復旧目標毎の関係機関の構成と役割 

  １）救急・救命活動への対応 
救急・救命活動への対応に係る関係機関の構成と役割・活動、連携体制は表 55 及

び図 45 に示すとおりとする。 
表 55 救急・救命活動への対応に係る関係機関の構成と役割・活動 

救急・救命活動への対応に係る関係機関 役割・活動 

現地対
策本部 

計画調整班 ・ 負傷者の状況把握 
・ 場内での負傷者の搬送活動（活動場所、

活動スケジュール等）に係る調整 

 施設復旧班 ・ 施設の復旧に必要な仮設電源、燃料、
資機材の確保に係る協力要請、調整 

・ 運航に使用する施設の復旧、安全確保 

 運航再開班 ・ 航空機の運航計画の調整 
・ 駐機場等の使用施設の調整 
・ 空港の使用条件に係るノータム発出 
・ 航空機への情報提供 

国の行
政機関 

海上保安庁 高知海上保安部 ・ 被災地内での負傷者の搬送活動 

 自
衛
隊 

陸上自衛隊第１４旅団 ・ 被災地内での負傷者、医師の搬送活動 
・ 被災地外搬送拠点への負傷者搬送  海上自衛隊第２４航空隊 

 海上自衛隊徳島教育航空群 

地方公
共団体 

高知県 
 

・ 活動計画に係る調整 

警察機
関 

高知県警察本部、高知県南国警察
署 

・ 空港周辺道路の交通規制 

 高知県警察航空隊 ・ 被災地内での負傷者の搬送活動等 
・ 活動計画に係る調整 

消防機
関 

高知県消防防災航空隊 ・ 被災地内での負傷者の搬送活動等 
・ 活動計画に係る調整 

医療機
関 

高知県医師会 
土佐長岡郡医師会 
日本赤十字社 
ＤＭＡＴ 

・ 負傷者のトリアージ 
・ 負傷者に対する応急処置及び必要な医

療処置 
・ 後方医療機関への緊急搬送の要否及び

搬送順位の決定 
・ 輸血用血液の確保（日本赤十字社） 

復旧工
事関連
事業者 

空港維持管理業者 ・ 使用する施設の復旧 
・ 復旧工事に必要な燃料、資機材の確保 

建設業者 

空港内
事業者 

給油会社 ・ 回転翼機・地上支援車両等への給油支
援 
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図 45 救急・救命活動への対応に係る関係機関の連携体制 

現地対策本部 

 

医療機関 

四国地方整備局 

海上保安庁 

自衛隊 

高知県（災害対策本部） 

警察機関 

給油会社 

建設業者 

計画調整班 

施設復旧班 運航再開班 

・連携 

・基本施設の 
 応急復旧要請 

空港維持管理業者 

資機材調達 
工事協力要請 

資機材調達 

工事協力要請 

・ 負傷者の状況 
・ 活動場所の調整 
・ 活動スケジュールの

調整 

・ 救護班の派遣調整 

・ 負傷者、医師の搬送
計画の調整 

消防機関 

負傷者・医師の

搬送計画の調整 

・ 運航計画の調整 
・ 駐機場等の使用

施設の調整 

・ 運航計画の調整 
・ 空港内への作業

員の立入調整 

給油対応調整 

空港周辺の

交通規制の
調整 

※回転翼機の運航に必要な施設の 
 応急復旧 

空港内の関係機関 航空局・大阪航空局 

・ 負傷者の状況の連絡 

・ 活動場所の調整 

状況の連絡 
施工方法の調整 

・ 施設の復旧状況 
・ スケジュール 

施工範囲・ 
時間帯調整 

運航計画 

施設の 
復旧状況 

資機材調達・ 
工事協力要請 

連携 
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２）緊急物資・人員輸送活動への対応 
緊急物資・人員輸送活動への対応に係る関係機関の構成と役割・活動、連携体制

は表 56 及び図 46 に示すとおりとする。 

 
表 56 緊急物資・人員輸送活動への対応に係る関係機関の構成と役割・活動 

緊急物資・人員輸送活動への対応に係る関係機関 役割・活動 

現地対策
本部 

計画調整班 ・ 場内での活動（活動場所、物資の
移動経路、荷捌き及び一時保管場
所、活動スケジュール）に係る調
整 

 施設復旧班 ・ 基本施設等の復旧に必要な仮設電
源、燃料、資機材の確保に係る協
力要請、調整 

・ 使用する施設の復旧、安全確保 

 運航再開班 ・ 航空機の運航計画の調整 

・ 駐機場等の使用施設の調整 

・ 空港の使用条件に係るノータム発
出 

・ 航空機への情報提供 

国の行政
機関 

四国地方整備局 ・ 運航に使用する施設の応急復旧 

 海上保安庁 高知海上保安部 ・ 緊急物資・人員輸送活動 

 自衛隊 陸上自衛隊第１４旅団 ・ 緊急物資・人員輸送活動 

  海上自衛隊第２４航空隊 

  海上自衛隊徳島教育航空
群 

地方公共
団体 

高知県 ・ 緊急物資の受け入れ及び被災地へ
の配送計画に係る調整 

警察機関 高知県警察本部、高知県南国警察署 ・ 空港周辺道路の交通規制 

復旧工事
関連事業
者 

空港維持管理業者 ・ 使用する施設の復旧 

・ 復旧工事に必要な燃料、資機材の
確保 

建設業者 

空港内事
業者 

貨物ターミナルビル会社 ・ 緊急物資の一時保管場所として、
貨物上屋の一部提供 

 給油会社 ・ 回転翼機・地上支援車両等への給
油支援 

陸送事業
者 

運送会社 ・ 空港から被災地への物資輸送 
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図 46 緊急物資・人員輸送活動への対応に係る関係機関の連携体制 
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自衛隊（空輸・陸送） 
海上保安庁 
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施設の調整 
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調整 

※自衛隊輸送機等の運航に必要な 
施設の応急復旧 

空港内の関係機関 航空局・大阪航空局 

活動 場所
の調整 
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施工方法の調整 

・ 施設の復旧状況 

・ スケジュール 

施工範囲・ 

時間帯調整 

運航計画 

施設の 

復旧状況 

運送会社 

緊急物資の
配送（陸送）
計画の調整 

貨物ターミナル 
ビル会社 

物資保管場
所の調整 

資機材調達・ 
工事協力要請 

連携 

四国地方整備局 

・連携 
・基本施設の 
 応急復旧要請 
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３）民間航空機の運航再開への対応 
民間航空機の運航再開への対応に係る関係機関の構成と役割・活動、連携体制は表 

28 及び図 47 に示すとおりとする。 
 

表 57 民間航空機の運航再開対応に係る関係機関の構成と役割・活動 

民間航空機の運航再開への対応に係る関係機関 役割・活動 

現地対策本部 計画調整班 ・ 空港内事業者、ライフライン事業者との施

設の対応可能性、復旧範囲の調整 

・ 運航状況の関係機関（高知県等）への連絡 

・ 空港アクセス運行計画に係る調整 

 施設復旧班 ・ 基本施設、灯火等の復旧に必要な仮設電

源、燃料、資機材の確保に係る協力要請、

調整 

・ 運航に使用する施設の復旧、安全確保 

・ セキュリティエリアの確保 

 運航再開班 ・ 航空機の運航計画に係る調整 

・ 運航方式の調整 

・ 駐機場等の使用施設の調整 

・ 運航に必要な消火機能（消防車）、地上支

援車両の配備に係る調整 

・ 空港の使用条件に係るノータム発出 

・ 運航対応に係る業務の再開 

国の行政機関 航空局・大阪航空局 ・ 運航に必要な消火機能（消防車）の配備 

 四国地方整備局 ・ 運航に使用する施設の復旧 

・ 空港周辺の排水対策 

 関西航空地方気象台 

（高知空港出張所） 

・ 運航対応に必要な施設、設備等の復旧 

・ 運航対応に係る業務の再開 

復旧工事関連

事業者 

空港維持管理業者 ・ 使用する施設の復旧 

・ 復旧工事に必要な燃料、資機材の確保 
建設業者 

航空運送事業

者 

航空会社 ・ 運航に必要な施設、設備等の復旧 

・ 運航・客室乗務員、地上スタッフ、運航に

使用する航空機、地上支援車両の確保 

・ 運航計画の検討 

・ 運航業務の再開 

空港内事業者 旅客ターミナルビル会社 

 

・ 旅客対応スペース、施設の復旧 

・ 旅客対応に係る業務の再開 

 貨物ターミナルビル会社 ・ 貨物取扱いスペース、施設の復旧 

・ 貨物取扱いに係る業務の再開 

 駐車場管理 

（一般財団法人空港環境整備協会） 

・ 旅客対応に必要な施設の復旧 

・ 使用する施設の運用管理業務の再開 

 給油会社 ・ 運航に必要な施設、設備等の復旧 

・ 民間航空機への給油業務の再開 

空港アクセス 

事業者 

空港バス会社 ・ 被害状況に応じた、輸送規模、運行体制に

よる運行計画の調整 

・ 運行業務の再開 
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図 47 民間航空機の運航再開への対応に係る関係機関の連携体制 
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 応援体制の確立 

現地対策本部長は、必要に応じて、応援要請の内容、範囲及び規模を決定し、航空

局及び○○航空局に応援職員（TEC-FORCE）の派遣を要請する。 

（１）応援職員との連絡調整方法 
現地対策本部長は、必要に応じ、応援要請の内容、範囲、規模を決定し、航空局

及び大阪航空局に応援職員の派遣を要請する。 

（２）応援体制の構築 
高知空港の復旧については、対象施設の一部に特殊性を有することなどの理由か

ら、専門技術者や管理経験者（空港管理業務経験者等）の需要が高まる。対象とな

る応援要員として、リスト化し、更新・維持を図り、災害時に派遣要請を行うこと

について検討する。 

（３）道路啓開要請 
高知空港は、津波により孤立する一時避難の施設であり、生活避難のための諸条

件を満たしていないため、避難者は早期に移動させる必要がある。 
空港機能の早期復旧を実現するため、復旧用資機材の搬入に必要な国道 55 号及び

これに繋がる緊急輸送道路の早期啓開について、関係機関（国土交通省四国地方整

備局、内閣府、関係自治体）に要請を行う。 

 その他の必要な対応 

（１）駐機場の利用調整 
駐機場等の使用施設の調整は、災害対策本部の「運航再開班」が実施する。 
・ 復旧作業の各段階における受け入れ可能規模（機数）や、警察・消防・自衛隊

等の各運航主体の希望する離発着密度・運用等を事前に把握しておく。 
・ その上で、駐機場として使用可能な用地（グラスエリアの利用）や具体的な運

用方法等について、空港管理者、航空会社、自衛隊等の関係者で事前に検討し、

「駐機場利用調整計画」等を策定する。 
・ 計画は、合同による図上訓練等を実施し、これにより継続的に見直しを行う。 

（２）空港内で遺体を発見した場合の対応 
空港内で遺体を発見した場合には、以下の対応をとる。 
・ 発見者は発見時の状況等と併せてその旨を現地対策本部に通報する。 
・ 現地対策本部は、南国市災害対策本部又は高知県南国警察署に遺体発見の状況

を連絡し、収容先への搬送を依頼する。 

（３）動物に関する対応 
・ 負傷又は放浪状態の動物等は、保健所へ状況を連絡し、保護を依頼する。なお、

家畜については高知大学農学部へ連絡する。  
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3 早期復旧対策 

 復旧範囲及び規模の設定 

現地対策本部は、空港及び空港周辺における被害状況を把握した上で、「1.2 段階的

復旧目標の対象及び復旧計画」を見直し、復旧の範囲及び規模を設定する。 

 早期復旧対策の検討 

現地対策本部は、被害状況調査、作業車両・作業員の確保状況、復旧工程、復旧範

囲及び規模等に基づき、具体的な早期復旧対策の検討を行う。 

（１） 早期復旧計画見直しの検討 
現地対策本部の計画調整班は、被害状況の確認結果をもとに、必要に応じて、早

期復旧計画を見直す。見直した結果を、班員及び各班、関係機関に伝達する。見直

し後の復旧計画が、計画通りに遂行可能かについて、各班及び関係機関との確認を

行う。 
また、目標復旧時間を含めた見直しの必要がある場合には、大阪航空局に報告し、

協議するものとする。 

（２）工事関係者への協力要請 
各班は、計画に必要な作業員人数・作業車両台数を整理する。 
現地対策本部の各班は、各班担当部分の計画（排水、漂流物除去、構内道路復旧、

セキュリティエリア構築等）に基づき、応援体制等を整理し、建設業者等に応援を

要請する。応援要請については、高知県建設業協会との協定に基づき実施するが、

合同訓練等の実施により、予め作業内容等について協議しておくこととする。 

（３）航空機燃料及び地上支援車両の燃料供給 
関係機関との調整により、災害時における航空機及び地上支援車両の燃料を確保 

する。 
特に、発災後に当該空港を利用する災害対応機や、平常時において給油に関する

契約のない航空機に対しても給油が可能となるよう、元売り石油会社、石油連盟、

給油会社間での協定締結等により、災害時の円滑な給油体制（非被災地から油槽所

からの搬送等）を事前に検討する。 
また、航空機への給油は、給油施設被災の場合でも、レフューラー（給油車両）

の積載する燃料の直接的な活用可能性もあることから、レフューラーの津波からの

避難や給油ノズルの調達などの対策についても予め検討しておく。 

（４）旅客ターミナルビルの安全性点検 
民間航空機の運航再開については、旅客ターミナルビルの安全性の点検と、必要

な措置を実施する。 
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 構内道路の復旧 

（１）構内道路復旧計画の検討 
空港アクセス道路の被害状況・復旧状況等の情報を収集し、空港外からの車両及

び物資の搬入が可能な日時を把握する。その上で、以下について整理する。 
・復旧期間と範囲の設定 
・復旧工程の検討 
・復旧作業体制（人員、建設業者、車両等） 

（２）構内道路復旧作業の実施 
空港アクセス道路との連絡通路を確保し、構内道路復旧作業を実施する。 
 

 制限区域内における復旧対策 

（１）冠水エリアの排水 
高知空港で想定される津波収束後の冠水状況を図 48 に示す。 
表面排水施設や暗渠排水施設が漂流物等により機能しない場合は、求められる輸

送活動に必要なエリアを確保するために、以下の方法により排水ポンプ車等により

当該区域の排水作業を行う必要がある。 
・ 空港周辺の用水路や秋田川、後川を流末として排水する。 
・ 比較的冠水水位が浅いため、水深が浅い場合でも排水可能な水中ポンプを使用

する必要がある。 
・ 排水距離が長くなる場合は、下流側の窪地部分に一次的に排水を貯留した上で

流末に送る。 
・ 空港南側の沿岸部は、地形が高くなっており津波収束から 6 時間後も空港南側

の地区に滞水した状況となっている可能性が考えられる。 
・ 後川樋門は、耐震化されており震度 5 弱以上を感知した場合、自動的にゲート

が閉鎖するが、津波や地震動により電気設備や通信設備が被害を受けた場合、

ゲートが開放されず空港南側の地区は長時間滞水する可能性も考えられる。 
・ 滞水した状況が長時間継続する場合は、四国地方整備局と連携し、排水対策を

講じる必要がある。 
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図 48 想定される冠水状況 

 
 

1) 救急・救命活動及び緊急物資・人員等輸送受入れ機能の確保（回転翼機） 
【排水対象】 

 大型回転翼機が発着する滑走路から駐機場までの誘導路上の冠水エリア 

 高知県警察格納庫周辺の冠水エリア 

 エプロン南側の土砂・瓦礫一次置き場及び庁舎周辺の冠水エリア 

 車両仮置き場の冠水エリア 

 給油地区の冠水エリア（※給油ポンプ施設は被災する可能性があるが、貯
油タンクの燃油を利用するため） 

 
 

 

 

図 49 救急・救命活動及び緊急物資・人員等輸送受入れ機能の確保に必要な排水 

 
2) 緊急物資・人員等輸送受入れ機能（固定翼機） 
【排水対象】 

  物資輸送の一時保管のための貨物地区 

：排水作業範囲 

：確保すべき施設範囲 

 

1 4 

2 

3 

4 

5 

 

：排水ホース 

：排水ポンプ車 

：河川・用水路 
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図 50 緊急物資・人員等輸送受入れ機能の確保（固定翼機）に必要な排水 

 
3) 定期民間航空の運航が可能となる機能の確保 

定期民間航空機の運航再開時には、最低限非計器での運用に必要な施設を確保す

る必要がある。また、定期民間航空機再開後の制限エリア内での排水作業が制限さ

れることから、定期民間航空機の運航再開時は、制限エリア内全域での排水作業を

終了しておくことが望ましい。 
【排水対象】 

 南側平行誘導路の冠水エリア 

 南側滑走路着陸帯の冠水エリア 

 南側滑走路端安全区域 

 その他グラスエリア 

 
 

 

 
図 51 定期民間航空の運航が可能となる機能の確保に必要となる排水範囲 

 
4) 復旧工程と復旧作業体制 

① 各復旧工事の作業体制と作業能力（1 パーティ当たり） 
排水作業に必要なポンプ車は、リース事業者から、水中ポンプ、運搬車両、発電

機を調達し、排水ポンプ車両を構成する。リース事業者とは事前に協定締結してお

：排水作業範囲 

：確保すべき施設範囲 

：確保済の施設範囲 

 6 

 

：排水ホース 

：排水ポンプ車 

：河川・用水路 

 

：排水作業範囲 

：確保すべき施設範囲 

：確保済の施設範囲 

 
7 

8 

9 

10 

 

：排水ホース 

：排水ポンプ車 

：河川・用水路 
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くものとする。 
 

表 58 排水処理に係る体制と作業能力 

調達機材 

及び台数 

（台／班） 

排水処理 

水中ポンプ 

（φ200： 5m3/min) 
4 

 

発電機（100kVA） 1 

 

運搬作業 4t トラック 1 

 

労務数（人／班） 

※セット時のみ 

運転労務数 1  

その他労務数 1  

作業能力（m3／min) 20  

注 夜間に作業を実施する場合は、照明車 2台を加える。 

（２）漂流物の除去 
1) 空港内の漂流物の仮置き用地 

空港内の漂流物の一時的な仮置き用地は図 52 に示すとおりとする。 

 
図 52 土砂・瓦礫・車両の仮置き場用地 
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① １次仮置き場 
・ 発災直後の作業用重機が少ない期間は、土砂瓦礫の堆積場所に近いエプロン

南側の拡張用地を土砂・瓦礫の１次仮置き場とする。 
・ １次仮置き場用地横は、非常用レーダー、非常用管制塔の設置用地となって

いるため、瓦礫を仮置きする場合は、電波障害や視認の妨げとならないよう

留意する。 
・ １次仮置き場用地には限りがあるため、作業用機材の調達や非常用レーダー、

非常用管制塔の運用状況に応じて、順次、土砂瓦礫の２次仮置き場へ運搬し、

保管する。 

② 瓦礫２次仮置き場 
・ 最終処分場の状況によっては、瓦礫を搬出できない状態が長期間継続する可

能性があるため、空港運用にあまり影響しない給油地区と一般駐車場の間の

用地を２次仮置き場とする。 
・ ２次仮置き場へ瓦礫を運搬する際には、東日本大震災に係る災害廃棄物の処

理指針に沿って分別する。 
・ 分別後、可燃物や木くずについては、火災防止のため、「高さ 5ｍ以下、一山

当りの設置面積 200 ㎡以下、山々間は 2m 以上（環境省）」とされており、

以下に示すような形状で保管する。 
・  地方公共団体が、空港周辺に一時保管場所を確保する場合は、空港内で発生

する土砂・瓦礫の受け入れについて調整する。 

 
図 53 瓦礫仮置き場での保管形状 

③ 土砂２次仮置き場 
・ 給油地区と一般駐車場の間の土地を２次仮置き場とする。 
・ 制限区域内土砂は、除去作業開始直後は、作業用機材の調達が間に合わない

ことが想定されるため一旦空港内に１次仮置き後、２次仮置き場に搬入する。 
・ 作業用機材の調達が進んだ段階では、直接、２次仮置き場に搬入する。 
・ 構内道路等の２次仮置き場周辺の土砂は、直接、２次仮置き場へ搬入する。 
・ 空港周辺に地方公共団体が確保する土砂・瓦礫の一時保管場所での受け入れ

について地方公共団体との調整が必要となる。 
 
  

14m 

3.5m 14m 

94m 

94m 
14m 

3.5m 1：1 

m 
2m 
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図 54 土砂２次仮置き場での保管形状 

④ 車両仮置き場 
・ 外形上から判断して、その効用をなさない状態にあると認められるものは仮

置き場に移動する。その上で、所有者等が判明する場合は、所有者に連絡す

るよう努め、所有者等が引き渡しを求める場合は、引き渡す。それ以外の場

合は、自動車リサイクル法に従って使用済自動車として処理を行う。 
・ 車両の仮置き場としては、空港内に確保できる用地が限られていることから、

一般車両を 2 段積みで仮置することが必要となる可能性がある。（「東北地

方太平洋沖地震により被災した自動車の処理について（環境省）」によると、

屋外における被災車両の保管高さは、囲いから 3m 以内に保管する場合は高

さ 3m まで、囲いから 3m 以遠に保管する場合は高さ 4.5m までとされている

が、安全上は平積みが望ましい。） 
・ 空港周辺に地方公共団体が確保する被災車両の一時保管場所での受け入れに

ついて地方公共団体との調整が必要となる。 

 

 

図 55 車両の仮置き場での保管形状 

出典：「東北地方太平洋沖地震により被災した自動車の処理について」（環境省） 

 

2) 漂流物の除去区域 
図 57 に示す、高知空港で想定される土砂・瓦礫の堆積状況に対して、求められる

輸送に対応するための除去区域を以下に示す。 
 
  

90m 

45m 

5m 1：2 

m 
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図 56 想定される土砂・瓦礫の堆積範囲 

 

① 救急・救命活動及び緊急物資・人員等輸送受入れ機能の確保（回転翼機） 
救急・救命活動及び緊急物資・人員等輸送受入れ機能の確保で必要となる範囲の

土砂・瓦礫を除去する。 

 

図 57 救急･救命活動及び緊急物資･人員等輸送受入れ機能確保【回転翼機】 

に必要な土砂・瓦礫の除去 

 

② 緊急物資・人員等輸送受入れ機能の確保（固定翼機） 
滑走路上の土砂・瓦礫の除去については、延長 2,120ｍ、幅員 75ｍ（滑走路幅＋

ショルダー幅＋両ショルダー端から各 5ｍ）の範囲とする。 
エプロンについては、C130 等の大型輸送機の駐機を想定して既存エプロン全域の

範囲を対象とする。なお、給油車両の移動ルートの確保にも努める。 
 
  

：土砂瓦礫堆積 

：確保すべき施設 

走行不能となった航空機の仮置き場 
※移動経路含む 

土砂・瓦礫の仮置き用地 
被災車両の仮置用地 

漂流物の一次仮置用地 

：土砂・瓦礫の堆積範囲 
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図 58 緊急物資･人員等輸送受入れ機能の確保（固定翼機） 

に必要な土砂・瓦礫の除去 

③ 民間航空機の運航が可能となる機能の確保 
定期民間航空機の運航再開時には、現地対策本部は、最低限、非計器での運用に

必要な施設範囲を除去する。 
定期民間航空機再開後の制限エリア内での除去作業が制限されることから、定期

民間航空機の運航再開時は、制限エリア内全域での除去作業を終了しておくことが

望ましい。 

 
図 59 定期民間航空の運航が可能となる機能の確保に必要な土砂・瓦礫の除去 

 
3) 復旧工程と復旧作業体制 

各種、復旧作業に必要な作業能力は、表 59～表 60 に示すとおりである。 
作業時間については、人員、資機材の調達及び燃料の調達の制約等により昼間８

時間作業を基本として復旧作業を行うことを想定している。 
 
  

：土砂瓦礫堆積 

：確保すべき施設 

：前段階で確保済の施設 

走行不能となった航空機の仮置き場 
※移動経路含む 

土砂・瓦礫の仮置き用地 
被災車両の仮置用地 

漂流物の一次仮置用地 

：前段階で確保済の施設 

：確保すべき施設 

※定期民間航空の運航を運航する段階までには空港用地内の漂流物をすべて除去するものとする。 

走行不能となった航空機の仮置き場 
※移動経路含む 

土砂・瓦礫の仮置き用地 
被災車両の仮置用地 

漂流物の一次仮置用地 
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表 59 土砂処理・清掃に係る体制と作業能力 

調達機材 

及び台数 

（台／班） 

土砂処理 

及び清掃 

スイーパー 1 

 

モーターグレーダー 1 

 

散水車 1 

 

ホイールローダー 1 

 

運搬作業 2t、4t ダンプ 1 

 

労務数（人／班） 運転労務数 5  

作業能力（m2／h) 3,800  

東日本大震災時の投入班数 3  

注 夜間に作業を実施する場合は、照明車 2台を加える。 
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表 60 流木・瓦礫処理に係る体制と作業能力 

調達機材 

及び台数 

（台／班） 

流木・ 

瓦礫処理 

ホイールローダー 2 

 

バックホウ 1 

 

バックホウ（ハサ

ミ） 
1 

 

チェーンソー 1 

 

運搬作業 

10t ダンプ 3 

 

2t、4t ダンプ 1 

 

労務数（人／班） 
運転労務数 9  

その他労務数 11  

作業能力（m2／h) 3,000  

東日本大震災時の投入班数 4  

注 夜間に作業を実施する場合は、照明車 2台を加える。 
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表 61 車両処理に係る体制と作業能力 

調達機材 

及び台数 

（台／班） 

運搬作業 

フォークリフト 1 

 

ユニック車 1 

 

セルフローダー 1 

 

労務数（人／班） 
運転労務数 5  

その他労務数 3  

作業能力（台／h) 8  

東日本大震災時の投入班数 2  

注 夜間に作業を実施する場合は、照明車 2台を加える。 

（３）倒壊物の撤去、がれき処理 
倒壊建物等は速やかに解体するとともに、がれきの処理を行う。 
放置された車両については、「大規模災害時において直ちに道路計画を進め、緊急

車両の通行ルートを迅速に確保するため、道路管理者による放置車両対策の強化に

係る所要の措置を講ずる、災害対策基本法の一部を改正する法律（平成 26 年 11 月

21 日公布・施行）」及び「東北地方太平洋沖地震における倒壊家屋等の撤去等に関す

る指針（環境省 平成 23 年 3 月 25 日）」等に基づき、適切に措置する。 
 

1) がれきの仮置き用地 
空港内の漂流物の一時的な仮置き用地は「土砂・瓦礫・車両の仮置き場用地」の

候補地に区画を設けて仮置きする。 

① １次仮置き場 
・ 発災直後の作業用重機が少ない期間は、土砂瓦礫の堆積場所に近いエプロン南

側の拡張用地を瓦礫の１次仮置き場とする。 
・ １次仮置き場用地横は、非常用レーダー、非常用管制塔の設置用地となってい

るため、瓦礫を仮置きする場合は、電波障害や視認の妨げとならないよう留意

する。 
・ １次仮置き場用地には限りがあるため、作業用機材の調達や非常用レーダー、

非常用管制塔の運用状況に応じて、順次、瓦礫２次仮置き場へ運搬する。 

② 瓦礫２次仮置き場 
・ 最終処分場の状況によっては、瓦礫を搬出できない状態が長期間継続する可能

性があるため、空港運用にあまり影響しない給油地区と一般駐車場の間の用地

を２次仮置き場とする。 
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・ ２次仮置き場へ瓦礫を運搬する際には、東日本大震災に係る災害廃棄物の処理

指針に沿って分別する。 
・ 分別後、可燃物や木くずについては、火災防止のため、「高さ 5ｍ以下、一山

当りの設置面積 200 ㎡以下、山々間は 2m 以上（環境省）」とされており、

以下に示すような形状で保管する。 
・ 空港周辺に地方公共団体が一時保管場所を確保する場合は、空港内で発生する

土砂・瓦礫の受け入れについて調整する。 

（４）復旧工程と作業体制 
設定した復旧目標を達成するために必要な実施体制として、表 62 に示す体制を確

保する必要がある。なお、各作業に必要な作業機械と燃料消費量の目安は、表 62 に

示すとおりである。 
作業復旧着手時期は、東日本大震災時の津波警報（大津波）の切り下げ時期（発

災後 30 時間後）を参考としており、実際の作業は、大津波警報（特別警報）が解除

された後に開始する。 
 

表 62 復旧作業に必要な実施体制 

項目 実施体制 作業日数 備考 

排水作業 水中ポンプ 4 台（24 時間稼働） 

発電機 100kVA 

作業員：ポンプ設置時 2名 

3.7 日 4 トントラック１

セット 

漂流物除去作業 8 時間（昼間作業を基本） 

土砂処理・清掃作業 4 班 

流木・瓦礫処理作業 4 班 

車両処理作業    2 班 

 

4.5 日 

12.1 日 

22.9 日 

 

仮設場周柵設置

作業 

8 時間（昼間作業を基本） 

仮設場周柵設置 6 班 

 

11 日 

資機材搬入 4 日後

～（空港アクセス

道路開通後） 

必要人員 作業員 104 人   

燃料消費量 約 6,200 L/日（全期間約 80,000 L）   

 
活動エリアの活動開始時期を表 63 に示す。 
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表 63 活動エリアの復旧工程と活動再開時期（参考） 

活動区分 救急救命活動 緊急物資輸送 民間航空機の 

運航再開 回転翼機 回転翼機 固定翼機 

活動エリア復旧日数 3 日以内 

（2.8 日） 

3 日以内 

（2.8 日） 

5 日以内 

（4.5 日） 

14 日 

東日本大震災 

（仙台空港） 

4 日目 4 日目 5 日目 

（1500m 運用） 

33 日目 

注 1 復旧作業着手時期は大津波警報から津波警報への切り替え時とし、発災から 30 時間後と想定。 

注 2 大津波警報からの切り下げが発災後 30 時間より遅くなり、被害状況の把握や工事車両・緊急車両の

進入路確保、空港アクセス道路の確保に時間を要する場合は、工程の見直しが必要となる。 

航空機の漂流・浸水被害が発生した場合は、残置状況により確保すべき範囲や工程の見直しが必要

となる。 

注 3 滑走路等の基本施設は、耐震対策がなされていることから、液状化被害を受けない状況を想定して

おり、舗装等の改修に時間を要する場合は、状況により確保すべき範囲や工程の見直しが必要とな

る。 

注 4 秋田川、後川放水路の水門等の被害状況によっては、空港南側周辺地域が長時間に亘り滞水する可

能性があり、その場合、工程の見直しが必要となる。 

 
 

表 64 確保すべき作業機械と燃料消費量の目安 

 

作業機械 台数 稼働時間 燃料消費量（L） 

スイーパー 4 143 1,713 

モーターグレーダー 4 143 2,569 

散水車 4 143 671 

ホイールローダー 12 917 22,011 

バックホウ 10 915 16,474 

バックホウ（ハサミ） 4 387 6,970 

チェーンソー 4 387 2※ 

10t ダンプ 12 1,162 13,939 

2t、4t ダンプ 9 560 3,806 

水中ポンプ 4 119 - 

オーガー併用トラック 6 528 3,590 

フォークリフト 2 190 267 

ユニック車 8 718 3,161 

トラック 6 528 2,323 

発電機（100kVA） 1 30 477 

セルフローダー 2 190 2,285 

計   80,257 

                       ※ガソリン混合燃料 
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 資機材の調達・搬入計画 

（１）早期復旧に必要な資機材の把握と調達方法 
復旧目標を踏まえた各施設・設備等の復旧計画に基づき、早期復旧に必要となる

資機材について調達先を定める。 
なお、この際、資機材の調達先が被災する可能性についての留意が必要である。 
空港維持管理業者が常備する資機材については、特に小型発電機など屋内作業に

使用できるものを、維持管理業者が避難時に避難場所に携行する。 

（２）複数空港が同時被災する場合の資機材の調達方法 
複数の空港が同時に被災する場合、全国レベルで復旧用資機材が不足することが

想定される。 
このような場合、早期復旧工事において対象空港間の資機材の調達計画の調整を

行う必要が生じるため、航空局及び大阪航空局は予め各空港で必要となる資機材の

調達計画等について情報を共有し、必要に応じて空港間で調達計画の調整を行う。 
なお、高知空港においては、以下の対応を行う。 

 
① 高知空港が被災した場合 

早期復旧作業に必要な資機材の種類・規格・数、人材、当該機材が必要な時期・

期間等を整理し、高知空港事務所から大阪航空局に対し調達の要請を行う。 
 

② 平常時の準備 
平常時より、訓練等により、早期復旧上の課題、ボトルネックを把握しておく。 
また、高知空港における資機材の管理状況や、災害時に他空港へ貸与できる資機

材・人員について事前に精査しておく。 

（３）資機材の搬入方法及び資機材置き場、保管方法等 
津波被害発生時には、空港周辺も津波被害が多数発生していることが想定される。 
周辺道路の被害想定や復旧時期等を踏まえた、必要な資機材の搬入ルートについ

ては、平常時の空港アクセスの早期確保が困難な場合には、空港北端の A ゲートか

らの搬入ルートを確保する。 
また、搬入した資機材は、早期復旧工事及び航空機の運航に支障とならない場所

に保管する。 
大規模災害発生時には、一般車両の通行を制限する緊急交通路が指定され、一般

車両の通行が制限される。 
緊急通行車両として災害復旧対策活動等に従事する車両は、緊急交通路を通行す

る場合、「緊急通行車両確認標章」及び「緊急車両確保証明書」の交付を知事又は高

知県公安委員会より受ける必要がある。 
 

 施設点検及び安全性の確認 

施設の供用を再開する前に、耐震性能が確保されている施設についても、その安全
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性を確認するために点検を実施する必要があることから、点検作業を迅速に実施し空

港機能が早期に再開できるよう、点検方法及び実施体制を予め検討しておく。 

 
（１）土木施設 

緊急物資・人員輸送、民航機の運航再開に向け、対象施設の点検を航空局職員等

の目視で行い、ひび割れ等が確認された場合は、補修を行う。さらに、「航空法施行

規則」に基づく勾配確認のための測量やＦＷＤ２１（道路用を含む）による舗装の健

全度確認を行う。なお、ＦＷＤについては、災害時に対応できるように事前に関係

機関と協定等を締結しておく必要がある。   
 

（２）建築施設 
航空局の施設にあっては、「航空局建築施設の応急危険度判定に係る実施要領」に

より、対象施設の調査を航空局建築職員が実施する。調査後、施設保全責任者２２の

責任で、認識しやすい場所に判定ステッカー等で明示する。 
 

（３）機械施設 
航空局の施設にあっては、「航空保安業務処理規程第９機械業務処理規程」に基づ

き点検を行う。 
※対象は、非常用発電装置等の航空保安業務に供する機械施設 
 

（４）無線施設 
「高知空港無線施設における地震発生時の処理要領」に基づき、点検を実施する。 
 

（５）航空灯火・電気施設 
「高知空港航空灯火施設等風水害対策処理要領」に基づき、点検を実施する。 
航空灯火が被災し、機能が失われている場合には、夜間等の有視界飛行に備え、

仮設滑走路灯、仮設 PAPI を確保し、設置する。 
 

（６）場周柵の点検 
場周柵の支柱、金網部、有刺鉄線等の損傷の程度を目視により確認し、把握する。 
 

（７）主な民間施設 
民間航空機の運航再開については、旅客ターミナルビルの安全性の点検と、措置

が必要となる。 
旅客ターミナルビルを含め、ライフライン、アクセス、給油施設等の主な民間施

設については、今後、協議会等での協議を行うなどして、基本的な対応の考え方を

                                                   

２１ＦＷＤ（フォーリング・ウェイト・デフレクトメータ）：重錘を舗装表面に落下させ、舗装表面のたわ

みを計測し、舗装の健全度を非破壊で調査するもの。 
２２施設保全責任者：適正な保全業務のために国の施設ごとに選任する責任者のことで､国の施設の場合、

適正な保全業務のため施設ごとに（同一敷地内に複数の施設があれば一敷地をまとめて）責任者を選任

しなければならない。 
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整理していく。 
 

 セキュリティエリアの確保 

図 60 に示す、高知空港で想定される場周柵の破損・倒壊範囲に対して、定期民間航

空の運航のためのセキュリティエリアを仮設の場周柵・門扉により確保する。 

 

図 60 場周柵の倒壊想定範囲 

 
以下の考え方に基づき、仮設場周柵の設置範囲は図 60 に示すとおりとする。 
・ 仮設場周柵を設置した後も、確保するセキュリティエリア内において場周道

路の利用が可能となるよう、仮設場周柵は場周道路の外側に設置することを

基本とする。 
・ ターミナル地区については、仮設場周柵の設置線形を単純な直線形状とする。 
・ 仮設門扉は、必要な用途（旅客用、管理用〔庁舎横、VOR/DME 前〕、工事

用、周辺住民避難用）に応じて最低限の設置とする。 
・ 設置する柵の構造は、早期復旧の観点から木柵（図 61）を基本とし、木柵の

設置ができない舗装部等についてはＨ鋼置型柵（図 62）を設置する。 
・ 材料等の調達先は事前に確認するとともに、必要に応じて確認書等の取り交

わしを行う。 
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図 61 仮設場周柵の設置範囲 

 
 

 
図 62 仮設場周柵（木柵）の構造 

 
出典：高知空港津波早期復旧計画、平成 25 年 12 月、高知空港事務所 
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図 63 仮設門扉及びＨ鋼置型柵の構造 

出典：高知空港津波早期復旧計画、平成 25 年 12 月、高知空港事務所 
 

仮設場周柵の設置に必要な作業体制、必要機材及び作業能力は、表 65 に示すとお

りである 
 

表 65 仮設場周柵設置に係る体制と作業能力 

調達機材 

及び台数 

（台／班） 

場周柵 

設置 

バックホウ 1 

 

オーガー併用 

トラック 
1 

 

ユニック車 1 

 

運搬作業 トラック 1 

 

労務数（人／班） 
運転労務数 4  

その他労務数 1  

作業能力（m／h) 10  

東日本大震災時の投入班数 7  

注 夜間に作業を実施する場合は、照明車 2台を加える。 
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電圧 系統名

庁舎・管制塔P系 100 10 ＜ 13

庁舎・管制塔S系 100 22 ＜ 25

旧管制塔S系 100 5 ＜ 13

庁舎・管制塔P系 200 77 ＜ 90

庁舎・管制塔S系 150 18 ＜ 25

旧管制塔S系 150 21 ＜ 25

受電設備

電灯系
（単相105V）

動力系
（3相210V）

②電圧別 ③全体

変圧器容量
（kVA）
6600/

210-105

153 ＜ 220

37

116

＜

＜

45

150

確保すべき電力容量と発電機容量の目安
（kVA）

①系統別

 電力・燃料の確保計画 

（１）電力の確保 
空港の管理機能として必要最低限の電力負荷は以下のとおり。 

 
〇浸水の可能性が低い負荷設備の電力容量（2 階以上） 

 空港気象等運航支援機能を有する部屋の電灯、コンセント電源、空調 

〇浸水の有無にかかわらず確保の目安とする負荷設備の電力容量 

 管理機能として最低限必要な部屋の電灯、コンセント電源、空調 

 給水ポンプ等のライフライン動力 

管理機能として空港事務所で確保する電力容量の目安は、表 66 に示すとおり、

200kVA 程度である。搬入する発電機は、変圧器を含めキュービクルが浸水すること

や周辺リース事業者が高圧発電機（6600V）及び 100kVA 以上の大型発電機の保有

数が少ないことから、早期復旧においては表 66 の①のように系統毎に複数台確保し

て対応することが考えられる。 
 
 

表 66 管理機能として必要な電力容量の目安 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：青字は搬入する発電機容量の目安として、一般的に幅広く流通している発電機のうち確保すべ

き電力容量を上回る直近の容量(60)Hz 帯での定格出力)を示している。 

 

 

（２）仮設電源設備の確保 
仮設電源設備が必要となる場合、大阪空港もしくは福岡空港などから調達する必

要がある。これの調達について大阪航空局に調整を要請する。 
航空保安用の仮設電源設備の確保については、航空局仕様の装置であり、空港施

設管理保全センターと調整を行う。 
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（３）資機材の燃料の確保 
1) 航空機燃料（JET  A-1） 

・ 救急救命活動に必要となる回転翼機用の燃料として、表 30 に示す必要量を確

保する必要がある。 
・ 津波により貯油タンク、レフューラーの流出がなければ、利用可能な航空機燃

料として最大約 400ｋL（貯油タンクに 300kL、レフューラーに 90kL 程度を

想定。津波発生のタイミングにより確保量が変動する）が確保される。 
・ レフューラーについては、今後、高知県消防防災航空隊・高知県警察航空隊施

設の嵩上げ工事に併せて、車両を確保するための斜路の整備が行われる予定で

あり、平時または津波警報発表後に車両の避難を行うことも考えられる。（こ

れが可能となれば、レフューラーの積載燃料により、想定する活動期間を考慮

した総必要量の半分程度の航空機燃料が確保可能） 
・ 貯油タンク分については、海水等不純物の混入の可能性があるため、残油の品

質検査を行った後に使用する必要がある。 
・ 3 日目以降は、貯油タンク内の航空機燃料を使用することとし、それまでに必

要な品質確認を行う。（品質検査は、道路ネットワークの復旧状況により 3 日

～1 週間程度を要する可能性がある）。 
・ なお、高知県消防防災航空隊・高知県警察航空隊施設の嵩上げ工事に併せて、

消防防災航空隊の燃料タンク（40kℓ）が地下に設置される予定であり、当該容

量は確保される予定である。 
・ 民間航空機再開時点では、タンカリング（往復分の燃料を搭載）による対応も

可能である。（仙台空港での実績） 
 

表 67 救急救命活動に必要となる回転翼機用の燃料の目安 

活動機材 機数 消費燃料 活動期間 必要燃料 

消防防災航空隊（シコルスキ

ーS76） 

5 400L/hr 3 日 48,000L 

〃 5 400L/hr 3 日 24,400L 

県警（EC135） 2 250L/hr 3 日 12,000L 

〃 2 400L/hr 3 日 9,600L 

海上保安庁（ＥＣ225） 2 800L/hr 3 日 38,400L 

自衛隊（CH47J） 2 1600L/hr 3 日 38,400L 

自衛隊（UH60） 2 600L/hr 3 日 14,400L 

計（自衛隊含む）    185.2kL 

計（自衛隊含まず）    132.4kL 

注 1 日 6時間の活動を想定 

 
2) 仮設発電機・建設機械用燃料（軽油） 
・ 庁舎用の仮設発電機として、200ｋVA の発電機分の燃料として 360L/日、建設機械

の消費燃料として 6,800L/日が必要と想定される。  
・ 仮設発電機、復旧作業に必要な建設機械の燃料として、電源局舎の非常用発電機用

の燃料（最大 18,000L、最低 9,000L が備蓄）が利用できる。非常用発電機用の燃料

が 13,500L 備蓄されていると、約 1.9 日間分（発災から 3 日）に相当する。 
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・ 発災後、以下の流れで軽油の供給依頼を行う。概ね発災後 3 日以降、燃料の供給が

行われる。 
・ 空港事務所（大阪航空局）→ 航空局空港安全・保安対策課 → 経済産業省 資源

エネルギー庁資源･燃料部石油精製備蓄課 → 石油連盟 → 石油会社 → 空

港周辺のガソリンスタンド（石油会社適宜指定） → 空港事務所 

 地上支援車両の確保計画 

（１）民間航空機の運航再開に最低限必要な消防車両の確保 
救急・救命活動を行う際の消防機能について国際民間航空機関（ICAO）の規定は

なく、警察・消防・防災ヘリ等の回転翼機の離着陸に対しては、高知県消防防災航

空隊及び高知県警察本部航空隊が所有している消火設備により対応する。 
空港内の消防車両が津波により被害を受けた場合には、ICAO で規定される空港等

級：カテゴリー8 に必要とされる消防能力（救難消防車両 3 台、放射率：7,200L／
分・生産用水量：18,200L）を民間航空機の運航再開までに確保する必要がある。 
高知空港の消防車が被災により機能の確保が困難となった場合には、予備の消防

車が、東京国際空港と福岡空港に各１台配備されていることから、これの配備につ

いて大阪航空局に要請すると共に、給水車等により水量を確保する必要がある。 
なお、高知空港にある 3 台のが全て被災した場合、あるいは、他空港も同時被災し

た場合には、消防車の必要台数の確保が困難となることが想定されるため、消防車

の被災を避けるための避難場所となる盛土の造成などの対策についての検討が望ま

れる。 
また、ICAO の規定にそった消防車の台数等が確保できない場合には、関係者と調

整のうえでノータム発出によりカテゴリーダウンの周知を図るものとする。 

（２）民間航空機の運航に必要な地上支援車両及びその燃料の確保 
航空機牽引車や給油車など、民間航空機の運航に最低限必要な地上支援車両及び

その燃料を、各車両を使用する民間事業者が民間航空機の運航再開までに確保する

必要がある。 
大規模な災害時には、これら車両の運搬のためのトラックや燃料の確保が困難と

なることが想定されるため、各車両を使用する民間事業者は、地上支援車両が浸水

被害を受けることを想定し、予め民間航空機の運航再開に最低限必要な車両の空港

への配備計画を策定しておくことが望ましい。 
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4 行動計画 

 
 地震発生後の早期復旧対応に係る役割・活動に基づく、現地対策本部（空港事務所）の

各班の地震発生後の時間経過に沿った行動計画を表 68～表 77 に示す。 
 

行動計画にはチェック欄を利用し、災害発生時に実施すべき事項の確認に活用する。 
 

 

表 68 対策本部の行動計画（対策本部長） 

行 動 

地震発生後の時間経過 

チェック

欄 
大津

波警

報 

道路

復旧 

排水

等 

救急

救命 

物資人員 

輸送 

民航

再開 

指揮命令総合調整 

1 対策本部の活動の統括・指揮・命令        

 各班で対応困難な事項が生じた場合、必要に

応じて各班を指揮・命令し、現地対策本部の活

動の円滑化を図る。 

       

2 現地対策本部会議        

 以下の事項を決定する。 

・早期復旧の目標 

・早期復旧計画の策定・修正 

       

・応援要請の範囲、規模        

 各班の活動状況及び活動方針を確認する。 

 

       

 必要に応じて、各班の活動を指揮・命令する。 
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表 69 対策本部の行動計画（各班共通） 

行 動 

地震発生後の時間経過 

チェック

欄 
大津

波警

報 

道路

復旧 

排水

等 

救急

救命 

物資人員 

輸送 

民航

再開 

指揮命令総合調整 

1 班の活動の統括・指揮・命令        

 班長は班を指揮・命令し、活動円滑化を図る。 

 

       

2 担当の活動の統括        

 各班の担当責任者は各担当の活動を統括す
る。 

       

3 現地対策本部会議        

 班長は班の活動状況及び活動方針を説明す
る。 

       

 他班への要請事項がある場合、伝達する。 

 

       

4 班会議        

 毎日早朝及び夕方、その他必要に応じて班会
議を招集する。 

       

 各担当責任者から活動状況の報告を受け、活
動方針を確認し、必要に応じて修正する。 

       

5 他班との連絡調整        

 他班から、班の活動に必要な情報を収集する。 

 

       

 本班の活動に関する、他班の担当責任者から
の問い合わせに答える。 

       

情報連絡 

6 資料等の準備        

 各班は班で使用する資料等を事前に準備し、

班員に必要なものを配布する。 

       

7 通信機器の確保        

 各班は計画調整班と調整のうえで、事前に使

用する通信機器の必要数量を確保する。 

       

8 工事関係者への協力要請        

 各班は、協力事業者に対し、調達可能な作業

員人数・作業車両台数を整理すると共に、被害

状況調査等を踏まえ、復旧作業への応援要請

をする。 

       

9 空港施設の被害の確認        

 各班は空港施設の被害状況を、計画調整班に

報告する。 

       

物資等の確保 

10 宿舎、仮設トイレ等の確保        
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行 動 

地震発生後の時間経過 

チェック

欄 
大津

波警

報 

道路

復旧 

排水

等 

救急

救命 

物資人員 

輸送 

民航

再開 

 計画調整班に、応援職員のための宿舎を確保

すると共に、職員、復旧工事関連事業者等の

仮設トイレ等を屋外に設置すると共に、これら

の情報は各班長に伝達する。班長は、班員及

び復旧工事関連事業者等に伝達する。 

       

11 調達物資の確保        

 各班長は復旧作業に必要となる物資等（食料、

医薬品、備品等）の数量を計画調整班に報告

し受け取る。受け取った物資を必要に応じ、班

員に配布する。 

       

 物品を購入する場合、計画調整班に購入依頼

する。計画調整班は、物品を購入し、納品され

た物品を当該班に配布する。 
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表 70 対策本部の行動計画（計画調整班） 

行 動 

地震発生後の時間経過 
チェック

欄 

大津

波警

報 

道路

復旧 

排 水

等 

救急

救命 

物資人員 

輸送 

民航

再開 
 

被害状況の把握と緊急措置 

1 空港の被害状況と復旧状況の確認        

 各班及び関係機関から、空港施設の被害状況

と復旧状況をとりまとめる。 

       

 空港施設の被害状況及び復旧状況を整理し、

班員及び各班、関係機関に伝達する。 

       

2 空港アクセス道路の被害状況・復旧状況の確認        

 空港アクセス道路の被害状況・復旧状況の情

報を収集し、班員及び各班、関係機関に伝達

する。 

        

早期復旧対策の確認 

3 早期復旧計画の策定 

  （既往計画を必要に応じて修正） 

       

 各班及び関係機関から、早期復旧計画を確認

する。 

       

 各班及び関係機関の計画を総合し、復旧計画

の整合性を確認する。 

       

 見直し等が必要な事項について、関係する

班、関係機関と調整を行い、計画を見直す。見

直した計画は、対策本部長の同意を得た後、

各班、関係機関に伝達する。 

       

情報連絡 

4 災害関係情報（被害、復旧状況等）の収集        

 計画調整班は空港内、空港アクセス道路等の

災害関係情報を収集し、各班長に伝達する。

各班長は、必要に応じて班員等に伝達する。 

       

5 航空局・地方公共団体への状況報告        

 計画調整班は、航空局及び地方公共団体等

に、空港施設の被害状況、復旧状況、運航再

開見込み等を報告する。 

       

物資等の確保 

6 車両置場の確保と管理        

 計画調整班は、使用可能な車両置場を確認

し、各班長に伝達する。班長は、班員及び復旧

工事関連事業者等に伝達する。 

       

7 給油所の確保        
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行 動 

地震発生後の時間経過 
チェック

欄 

大津

波警

報 

道路

復旧 

排 水

等 

救急

救命 

物資人員 

輸送 

民航

再開 
 

 計画調整班は、事前にガソリン等の確保が可能

な給油所を確認し、各班長に伝達する。班長

は、班員及び復旧工事関連事業者等に伝達

する。 

また、ガソリン等は必要に応じ調達等を行う。 

       

人員・車両の管理 

8 全職員・作業員の確認        

 計画調整班は、早期復旧作業に携わる全職

員・作業員（民間協力事業者）の管理（出退

勤、その他）を行う。 

       

9 全業務車両・作業車両の管理        

 計画調整班は、早期復旧作業に携わる全車両

（復旧工事関連事業者等の車両を含む）の管

理を行う。 

       

早期復旧計画の見直し 

10 被害状況の確認        

 各班及び関係機関から、被害状況を確認す

る。 

       

11 早期復旧計画の見直し        

 被害状況を確認し、必要に応じて、早期復旧

計画を見直す。見直した結果を、班員及び各

班、関係機関に伝達する。 

       

12 救急・救命活動への対応        

 高知県の関係機関等と搬送活動に係る調整を

行う。また、場内での負傷者の搬送活動（活動

場所、活動スケジュール）に係る調整 

       

13 緊急物資・人員輸送活動への対応        

 場内での活動（活動場所、物資の移動経路、荷

捌き及び一時保管場所、活動スケジュール）に

係る調整 

       

14 民間航空機の運航再開への対応        

 空港内事業者、ライフライン事業者と復旧範

囲、復旧に要する期間等の調整 

       

 運航状況の関係機関（航空局、大阪航空局、

高知県等）への連絡 

       

15 対策本部長の補佐【班長】        

 必要に応じ、対策本部長を補佐する。        

16 外部対応【班長】        

 必要に応じ、その他の外部対応を行う。        
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表 71 対策本部の行動計画（施設復旧班：構内道路復旧） 

行 動 

地震発生後の時間経過 

チェック

欄 
大 津

波 警

報 

道路

復旧 

排水 

等 

救急

救命 

物資人員 

輸送 

民航

再開 

被害状況の把握と緊急措置 

1 資料等の準備        

 構内道路の復旧作業に必要な資料を準備す

る。 

       

2 構内道路の復旧計画の与条件の整理        

 空港アクセス道路等関連する施設の被害状

況・復旧状況等の情報を収集し、構内道路復

旧計画策定の与条件として整理する。 

       

早期復旧対策の確認 

3 早期復旧計画の策定 

  （既往計画を必要に応じて修正） 

       

 空港アクセス道路の被害状況及び復旧等を

踏まえ、以下の内容で構内道路復旧計画を整

理する。 

・復旧期間と範囲の設定 

・復旧工程の検討 

・復旧作業体制（人員、建設業者、車両等） 

       

 復旧計画を各施設復旧担当、運航再開班、

計画調整班に報告する。 

また、協力建設業者等へ、機材、資材配置の

要請を行う。 

       

構内道路復旧作業の実施 

4 関係機関との連絡、調整        

 関係機関の空港アクセス道路の復旧状況の

確認、調整を行う。 

        

 空港アクセス道路との連絡通路を確保する。 

 

        

5 排水対策チーム・漂流物除去チームへの報告        

 構内道路復旧の状況を排水対策チーム、漂

流部除去チームへ報告する。 

        

 

 

 地震発生 



                   第４編 地震津波災害への対応  

   第２章 早期復旧計画  

 

 160 

表 72 対策本部の行動計画（施設復旧班：基本施設の復旧） 

行 動 

地震発生後の時間経過 

チェック

欄 
大 津

波 警

報 

道路

復旧 

排水 

等 

救急

救命 

物資人員 

輸送 

民航

再開 

被害状況の把握と緊急措置 

1 資料等の準備        

 基本施設の復旧作業に必要な資料を準備す

る。 

       

2 構内道路の復旧計画の与条件の整理        

 基本施設の被害状況を収集・確認し、基本施

設復旧計画策定の与条件として整理する。 

       

早期復旧対策の確認 

3 早期復旧計画の策定 

  （既往計画を必要に応じて修正） 

       

 基本施設の被害状況を踏まえ、以下の内容で

基本施設復旧計画を整理する。 

・復旧期間と範囲の設定 

・復旧工程の検討 

・復旧作業体制（人員、建設業者、車両等） 

       

 復旧計画を各施設復旧担当、運航再開班、

計画調整班に報告する。 

また、協力建設業者等へ、機材、資材配置の

要請を行う。 

       

構内道路復旧作業の実施 

4 基本施設復旧作業の実施        

 救急・救命エリア【点検・検討・復旧】        

 物資輸送エリア（回転翼）【点検・検討・復旧】        

 物資輸送エリア（固定翼）【点検・検討・復旧】        

 民航機運航エリア【点検・検討・復旧】        
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表 73 対策本部の行動計画（施設復旧班：排水対策） 

行 動 

地震発生後の時間経過 

チェック

欄 
大津

波警

報 

道路

復旧 

排水

等 

救急

救命 

物資人員 

輸送 

民航

再開 

被害状況の把握と緊急措置 

1 資料等の準備        

 排水対策に必要な資料を準備する。        

2 空港及び周辺の浸水状況、排水施設被害状況の

調査 

       

 以下に示す被害状況調査を行う。 

・浸水範囲、浸水深を調査する。 

・場内排水施設の被害状況、流末等の被害状

況を調査する。 

・空港周辺の浸水状況、下流域の放流の可

否、水門等の被害の有無を調査する。 

・浸水状況を考慮した、各エリアへのアクセス

方法、排水方法を検討する。 

       

3 空港アクセス道路の被害状況・復旧状況の確認        

 空港アクセス道路の被害状況・復旧状況を確認

し、空港外からの車両及び物資の搬入が可能な

日時を把握する。 

       

早期復旧対策の確認 

4 早期復旧計画の策定 

  （既往計画を必要に応じて修正） 

       

 排水計画を策定する。 

・復旧期間と範囲の設定 

・排水ポンプ必要数、設置位置の検討 

・復旧工程の検討 

・復旧作業体制（人員、建設業者、車両等） 

       

 排水計画を各施設復旧担当、運航再開班、計

画調整班に報告する。 

       

5 建設業者等への応援要請と配備        

 排水計画に基づき、応援体制等を整理し、建設

業者等に応援を要請する。 

       

 協力建設業者の受付を行い、排水計画を説明

し、作業体制として配備する。 

       

6 資材・機材の確認        

 排水計画に基づき、必要な車両・資材・機材（排

水ポンプ等）とその置場が確保できているかを確

認し、必要に応じて調達・置場整備を行う。 

また、放水先までの作業ルートを確保する。 
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行 動 

地震発生後の時間経過 

チェック

欄 
大津

波警

報 

道路

復旧 

排水

等 

救急

救命 

物資人員 

輸送 

民航

再開 

排水作業の実施 

7 排水作業の監督・関係機関との連絡、調整        

 関係機関と、必要に応じて資機材の追加調達の

調整を行う。 

       

 排水流域を考慮した応急処置の必要性の確認

を行う。（排水門の機能障害発生時における排

水先の変更等） 

       

 排水作業完了時期の予測及び関係機関との連

絡・調整を行う。 

       

8 ポンプ車による排水作業の実施        

 集水口の清掃を行う。 

 

       

 救急・救命活動に使用する範囲の排水作業を行

う。 

       

 緊急物資・人員輸送に使用する範囲の排水作

業を行う。 

       

 民間航空機の運航に使用する範囲の排水作業

を行う。 

       

 ポンプ車の点検・整備、燃料補給等を行う。 
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表 74 対策本部の行動計画（施設復旧班：漂流物除去） 

行 動 

地震発生後の時間経過 

チェック

欄 
大津

波警

報 

道路

復旧 

排水

等 

救急

救命 

物資人員 

輸送 

民航

再開 

被害状況の把握と緊急措置 

1 資料等の準備        

 漂流物除去作業に必要な資料を準備する。 

 

       

2 漂流物の状況調査        

 被害状況の調査を行う。 

・空港内の漂流物の種類、数量を調査する 

・浸水状況を考慮した、各エリアへのアクセス

方法、撤去方法、置場への搬送方法を検討

する。 

       

3 空港アクセス道路の被害状況・復旧状況の確認        

 空港アクセス道路の被害状況・復旧状況を確認

し、空港外からの車両及び物資の搬入が可能な

日時を把握する。 

       

早期復旧対策の確認 

4 早期復旧計画の策定 

  （既往計画を必要に応じて修正） 

       

 漂流物の状況等を整理し、漂流物除去計画を

策定する。 

・復旧期間と範囲の設定 

・復旧工程の検討 

・復旧作業体制（人員、建設業者、車両等） 

       

 除去計画を各施設復旧担当、運航再開班、計

画調整班に報告する。 

       

5 民間事業者への応援要請と配備        

 除去計画に基づき、応援体制等と整理し、建設

業者に応援を要請する。 

       

 建設業者の受付を行い、漂流物除去計画を説

明し、作業体制として配備する。 

       

6 資材・機材の確認        

 除去計画に基づき、必要な車両・資材・機材とそ

の置場が確保できているかを確認し、必要に応

じて調達・置場整備を行う。 

 

 

 

       

7 漂流物置場の確保        

 地震発生 



                   第４編 地震津波災害への対応  

   第２章 早期復旧計画  

 

 164 

行 動 

地震発生後の時間経過 

チェック

欄 
大津

波警

報 

道路

復旧 

排水

等 

救急

救命 

物資人員 

輸送 

民航

再開 

 除去計画に基づき、除去した漂流物置場が確

保できているかを確認し、必要に応じて置場整

備を行う。 

       

漂流物除去作業の実施 

8 漂流物除去作業の監督・関係機関との連絡、調整        

 漂流物の確認と処理方法に関する関係機関と

の連絡、調整を行う。 

       

 遺体の捜索、処理に関する関係機関との連絡、

調整を行う。 

       

 被災航空機の処置に関する航空会社との連絡、

調整を行う。 

       

9 土砂・がれき等の除去・運搬・留置        

 グラスエリア等の作業車両の走行可否を確認す

る。 

       

 遺体発見時の連絡を行う。        

 救急・救命活動に使用する範囲の除去作業を

行う。 

       

 緊急物資・人員輸送に使用する範囲の除去作

業を行う。 

       

 民間航空機の運航に使用する範囲の除去作業

を行う。 

       

 瓦礫置場の容量を確認し、必要に応じて新たな

置場を確保する。 

       

10 清掃作業の実施（がれき等撤去完了範囲）        

 救急・救命活動に使用する範囲の清掃作業を

行う。 

       

 緊急物資・人員輸送に使用する範囲の清掃作

業を行う。 

       

 民間航空機の運航に使用する範囲の清掃作業

を行う。 

       

11 被災航空機の燃料抜取・撤去・運搬・留置 

（航空会社） 

       

12 被災車両の燃料抜取・撤去・運搬・留置        

 移動処理前に状況を写真で記録し、仮置場へ

移動する。 

       

 関係機関への連絡を行う。        
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表 75 対策本部の行動計画（施設復旧班：仮設電源設備配備） 

行 動 

地震発生後の時間経過 

チェック

欄 
大津

波警

報 

道路

復旧 

排水

等 

救急

救命 

物資人員 

輸送 

民航

再開 

被害状況の把握と緊急措置 

1 資料等の準備        

 仮設電源設備配備作業に必要な資料を準備

する。 

       

2 電源の被災状況調査        

 電源の被災状況を確認する。 

 

       

3. 商用電源への被害関係情報（被害、復旧予定

等）の確認 

       

 電力会社に対し、商用電源への被害関係情

報（被害、復旧予定等）を確認する。 

       

4 空港の被害状況と復旧状況の確認        

 計画調整班に空港の被害状況・復旧予定を

確認し、仮設電源設備配備計画策定の与条

件として整理する。 

       

5 空港アクセス道路の被害状況・復旧状況の確

認 

       

 空港アクセス道路の被害状況・復旧状況等の

情報を収集し、空港外からの車両及び物資

の搬入が可能な日時を把握する。 

       

早期復旧対策の確認 

6 早期復旧計画の策定 

  （既往計画を必要に応じて修正） 

       

 電源の被災状況を踏まえ、仮設電源設備配

備計画を策定する。 

・仮設電源容量 

・復旧期間と範囲の設定 

・復旧工程の検討 

・復旧作業体制（人員、復旧工事関連事業

者、車両等） 

       

 配備計画を各施設復旧担当、運航再開班、

計画調整班に報告する。 

       

仮設電源設備配備作業の実施 

7 仮設電源設備搬送の要請        

 空港アクセス道路の復旧状況を確認のうえ、

航空局・大阪航空局等に搬入可能時期を連

絡する。 

       

8 設置場所の確認        

 浸水被害の可能性が低いエリアを選定する。

排水作業、漂流物除去作業の状況を確認す

る。 
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行 動 

地震発生後の時間経過 

チェック

欄 
大津

波警

報 

道路

復旧 

排水

等 

救急

救命 

物資人員 

輸送 

民航

再開 

9 配備作業の監督・関係機関との連絡、調整     

 配線ルート、切り替え作業の調整を行う。 

 

       

10 仮設電源設備の受け入れ・設置        

 仮設電源設備の設置を行う。必要に応じて周

辺の立入禁止措置等を実施する。 

       

 キュービクルの設置        

 必要な燃料を確保する。 

 

       

11 仮設電源の構築（配線、試運転確認）        

 配線作業及び仮設電源設備を点検し、試運

転により確認する。 
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表 76 対策本部の行動計画（施設復旧班：セキュリティエリア構築） 

行 動 

地震発生後の時間経過 

チェック

欄 
大 津

波 警

報 

道路 

復旧 

排水 

等 

救急 

救命 

物資人員 

輸送 

民航

再開 

被害状況の把握と緊急措置 

1 資料等の準備        

 セキュリティエリア構築作業に必要な資料を準

備する。 

       

2 セキュリティフェンスの被災状況調査        

 セキュリティフェンスの被害状況を確認する。 

 

       

3 空港の被害状況と復旧状況の確認        

 空港の被害状況・復旧予定を確認し、セキュリ

ティエリア構築計画策定の与条件として整理

する。 

       

4 空港アクセス道路の被害状況・復旧状況の確認        

 計画調整班から、空港アクセス道路の被害状

況・復旧状況等の情報を収集し、空港外から

の車両及び物資の搬入が可能な日時を把握

する。 

       

早期復旧対策の確認 

5 早期復旧計画の策定 

  （既往計画を必要に応じて修正） 

       

 セキュリティフェンスの被害状況を踏まえ、セキ

ュリティエリア構築計画を策定する。 

・復旧期間と範囲の設定 

・復旧工程の検討 

・復旧作業体制（人員、建設業者、車両等） 

       

 構築計画を各施設復旧担当、運航再開班、計

画調整班に報告する。 

       

6 民間事業者への応援要請と配備        

 構築計画に基づき、応援体制等を整理し、建

設業者に対し、応援要請する。 

       

 建設業者の受付を行い、セキュリティフェンス

構築計画を説明し、作業体制として配備する。 

       

7 資材・機材の確認        

 構築計画に基づき、必要な車両・資材・機材と

その置場が確保できているかを確認し、必要

に応じて調達・置場整備を行う。 

       

セキュリティエリア構築作業の実施 

8 構築作業の監督・関係機関との連絡、調整        

 空港アクセス道路の復旧状況の確認、調整、

資機材搬入時期の連絡を行う。 
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行 動 

地震発生後の時間経過 

チェック

欄 
大 津

波 警

報 

道路 

復旧 

排水 

等 

救急 

救命 

物資人員 

輸送 

民航

再開 

 フェンス復旧作業の監督、調整を行う。        

9 支障物件の除去・運搬・留置        

 排水作業、漂流物除去作業状況の確認、調

整を行う。 

       

10 資材、機材の受け入れ・仮置        

 資機材の数量等を確認し、保管場所を確保す

る。 

       

11 フェンスの設置        

 フェンスの復旧構造を確認する。 

 

       

 フェンスの復旧方法、手順を確認する。 

 

       

 復旧作業を実施する。 

 

       

 

  

 地震発生 



                   第４編 地震津波災害への対応  

   第２章 早期復旧計画  

 

 169 

表 77 対策本部の行動計画（運航再開班） 

行 動 

地震発生後の時間経過 

チェック

欄 
大津

波警

報 

道路 

復旧 

排水 

等 

救急 

救命 

物資人員 

輸送 

民航

再開 

被害状況の把握と緊急措置 

1 資料等の準備        

 運航再開作業に必要な資料を準備する。 

 

       

2 空港の被害状況・復旧状況の確認        

 計画調整班に空港の被害状況・復旧予定を

確認し、運航再開計画策定の与条件として整

理する。 

 

       

3 空港アクセス道路の被害状況・復旧状況の確認        

 計画調整班から空港アクセス道路の被害状

況・復旧状況等の情報を収集し、空港外から

の車両及び物資の搬入が可能な日時を把握

する。 

       

4 他空港の被害状況・復旧状況の確認        

 航空局担当者から、他空港の被害状況・復旧

状況、機能している空港等の情報を得る。 

       

5 航空会社との復旧対策の確認        

 航空会社担当者と空港の被害状況を確認し、

既往復旧対策の見直しの必要性について確

認する。 

       

6 救急・救命、緊急物資・人員輸送活動の担当者

（海上保安庁、消防、自衛隊等）との復旧対策の確

認 

       

 救急・救命、緊急物資・人員輸送活動の担当

者と空港の被害状況を確認し、既往復旧対策

の見直しの必要性について確認する。 

       

7 空港ターミナルビル会社との復旧対策の確認        

 空港ターミナルビル担当者と空港の被害状況

を確認し、既往復旧対策の見直しの必要性に

ついて確認する。 

       

8 空港内事業者、ライフライン事業者との復旧対策

の確認 

       

 空港内事業者、ライフライン事業者の担当者と

空港の被害状況を確認し、既往復旧対策の見

直しの必要性について確認する。 

       

早期復旧対策の確認 

9 早期復旧計画の策定 

  （既往計画を必要に応じて修正） 
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行 動 

地震発生後の時間経過 

チェック

欄 
大津

波警

報 

道路 

復旧 

排水 

等 

救急 

救命 

物資人員 

輸送 

民航

再開 

 被害状況等を整理し、運航再開計画案を立案

する。 

・運航再開日時と運航内容の設定 

・運航再開に必要な施設の設定 

 

       

 運航再開計画案をもとに、航空会社、空港タ

ーミナルビル会社、自衛隊、海上保安庁、警

察、消防、航空局等の関係者と協議し、計画

を策定する。 

 

       

 運航再開計画を施設復旧班、計画調整班に

報告する。 

 

       

運航再開作業の実施 

10 運航再開全般に係る統括、指揮【班長】        

 運航再開全般に係る統括、指揮を行う。 

 

       

11 救急・救命活動に係る回転翼機の運航再開の

ための関係機関との調整、施設復旧班との調整等 

       

 駐機場等の使用施設の調整 

 

       

 空港の使用条件に係るノータム発出 

 

       

 救急・救命活動に係る回転翼機への情報提供 

 

       

12 緊急物資・人員輸送に係る固定翼機の運航再

開のための関係機関との調整、施設復旧班との調

整等 

       

 駐機場等の使用施設の調整 

 

       

 空港の使用条件に係るノータム発出 

 

       

 緊急物資・人員輸送に係る固定翼機等への情

報提供 

       

13 定期民間航空機の運航再開のための関係機

関との調整、施設復旧班との調整等 

       

 航空会社との運航方式の調整 

 

       

 駐機場等の使用施設の調整 

 

       

 空港の使用条件に係るノータム発出 
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行 動 

地震発生後の時間経過 

チェック

欄 
大津

波警

報 

道路 

復旧 

排水 

等 

救急 

救命 

物資人員 

輸送 

民航

再開 

 民間航空機の運航対応に係る業務の実施 

 

       

14 消防車両の配備        

 運航再開に必要な消防車両の手配を、航空

局担当者に依頼。空港への受け入れ、配備に

係る総括・指揮を行う。 

       

15 地上支援車両の配備        

 航空会社が行う運航再開に必要な地上支援

車両の配備に係る確認・調整を行う。 

       

16 航空機用燃料、車両用燃料の供給        

 燃料供給事業者が行う運航再開に必要な航

空機用燃料、車両用燃料の配備・供給に係る

確認・調整を行う。 

       

 
 

 

（２）現地対策本部と関係機関の調整事項 
災害発生後、現地対策本部と関係機関との間で連絡・調整すべき事項を表 78 に示

す。 
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表 78 対策本部と関係機関の連絡・調整事項 

 
調整事項 関係機関 

○ 空港及び周辺の被害状況の把握  

 空港内の被害状況に関する情報の連絡 空港内関係機関 

 空港及び周辺の被害・復旧状況に関する情報の連絡 四国地方整備局、高知県、南国市、

ライフライン事業者 

 空港アクセス道路の被害・復旧状況に関する情報の連絡 四国地方整備局、高知県 

 被害状況、復旧見込みの通報 航空局、大阪航空局、高知県、南国

市 

 応援要請 航空局、大阪航空局 

○ 救急・救命活動への対応  

 航空機の運航計画の調整 海上保安庁、自衛隊、消防機関、警

察機関 

 使用する施設の利用計画に係る調整 高知県、消防機関、警察機関、海上

保安庁、自衛隊 

 復旧に必要な燃料、資機材の確保に係る調整 復旧工事関連事業者 

 場内での負傷者の搬送活動に係る調整 旅客ターミナルビル会社、航空会

社、鉄道会社、高知県、南国市 

○ 緊急物資輸送への対応  

 航空機の運航計画の調整 自衛隊、海上保安庁 

 使用する施設の利用計画に係る調整 高知県、自衛隊、海上保安庁 

 復旧に必要な燃料、資機材の確保に係る調整 復旧工事関連事業者 

 物資の移動経路、荷捌き及び一時保管場所に係る調整 高知県、空港内の関係機関 

○ 民間航空機の運航再開への対応  

 運航計画に係る調整 航空会社 

 使用する施設の利用計画に係る調整 航空会社、旅客・貨物ターミナルビ

ル会社、駐車場管理、関西航空地方

気象台高知空港出張所、給油会社 

 復旧に必要な燃料、資機材の確保に係る調整 復旧工事関連事業者 

 空港アクセスの運行計画に係る調整 空港バス会社 

 運航方式の調整 航空会社 

 施設の対応可能性、復旧範囲に係る調整 空港内事業者、ライフライン事業者 

 民間航空機の運航に必要な消防機能（消防車）の配備に係る調整 航空局、大阪航空局 

 民間航空機の運航に必要なセキュリティエリアの確保に係る調整 航空局、大阪航空局 

 民間航空機の運航に必要な地上支援車両の確保に係る調整 航空会社 
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5 教育訓練等 

5.1 教育訓練等 

災害発生時に迅速・的確に行動するためには、定期的に早期復旧計画書に基づいた

教育・訓練を行い、震災に対する職員の意識と対応能力の向上を図る。 
高知空港事務所及び関係機関は、避難計画の周知等を目的とした合同講習会を年１

回、津波来襲を想定した合同避難訓練を年１回実施することとしており、これら訓練

の実施に合わせて早期復旧に向けた以下の訓練が考えられる。 
・ 動員訓練（初動体制の確立） 
・ 情報連絡訓練（指揮命令事項の伝達） 
・ 空港施設等の被害状況確認訓練（情報収集・整理） 
・ 応援要請、受入・配備訓練（関係機関との連絡・調整） 
・ 早期復旧訓練（施設・設備等の復旧計画の確認） 
・ 空港の運用訓練（グラスエリアの活用、駐機場を活用した訓練） 

 
上記のうち、早期復旧については図上訓練を基本とし、空港事務所及び関係機関の

参加により、段階的な復旧目標にそった、排水区域、漂流物除去区域、その工法、必

要資機材の調達などについて、被害状況、周辺復旧状況を踏まえて、作業計画等につ

いて検討する。 
空港の運用に関わる訓練では、事前検討として、対象となる施設の耐荷重や勾配等

について確認する。訓練は、航空機の誘導、地上支援車両への給油等を対象とした図

上訓練を基本とする。 
 

5.2 計画の更新・見直し（PDCA）  

協議会は、早期復旧対策の進捗状況や訓練実施による評価をもとに本計画を精査す

るとともに、各種防災業務に関連する計画、要領等の改定、技術革新に基づく新たな

調査方法の導入及びその他の状況に応じ適宜見直しを行う、PDCA サイクル（図 64）
を実施する。  
更新・見直しの必要性について、毎年検討し、必要に応じて連絡先等を含め、計画

の更新・見直しを実施することを基本とする。 
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図 64 PDCA 概念図 

 

 

 

 

 

 

• 訓練、教育の実施、等• 課題、問題点の抽出

• 計画の策定• 計画の見直し

Ａction
【改善】

Ｐlan
【計画】

Ｄo
【実行】

Ｃheck
【評価】

【PDCA の中で見直す内容】 
○ 空港事務所による訓練、あるいは関係機関との合同訓練により明らかになった事項（職

員参集、連絡手段、連絡用帳票様式、復旧工法、資機材・作業員の調達先・調達手段、

特殊な機材の調達方法、駐機場利用調整方法など）について必要となる見直しを行う。 
○ 被害想定に関わる検討成果、早期復旧の対象となる施設（増改築や、施設の耐震化・

液状化対策など）、アクセス道路等の復旧に関わる前提条件などの計画の背景となる環

境の変化等があった場合に検討を実施し、必要に応じて変更を行う。 
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【別表１】避難対象者（地震時）（平成 26年 12 月） 

避難対象者 

平日 

8:30-17:15 

平日 

17:15-21:00 

休日 

8:30-17:15 

休日 

17:15-21:00 

旅客・来港者 約650人 － 約 650人 － 

空港 
ス タ ッ
フ 

旅客 
旅客ターミナ
ルビル地区 

日本航空 1 人 0 人 0 人 0 人 

JAL エンジニアリング 2 人 1 人 2 人 1 人 

全日本空輸 2 人 0 人 0 人 0 人 

ANA ラインメンテナン
ステクニクス 

2 人 1 人 2 人 1 人 

フジドリームエアライ
ンズ 

1 人 0 人 1 人 0 人 

高知空港ビル 28 人 10 人 16 人 10 人 

とさでん交通 50 人 30 人 45 人 30 人 

加寿翁コーポレーショ
ン 

12 人 10 人 13 人 13 人 

アンプイーマート 1 人 1 人 1 人 1 人 

興文堂書店 1 人 1 人 1 人 1 人 

空の駅 なんこくまほ
ら 

2 人 1 人 2 人 1 人 

全日空商事 2 人 2 人 2 人 2 人 

フジレンタリース 1 人 1 人 1 人 1 人 

トヨタレンタリース西
四国 

1 人 1 人 1 人 1 人 

ニッポンレンタカー四
国 

1 人 1 人 1 人 1 人 

バシェットレンタカー
四国 

1 人 1 人 1 人 1 人 

クリーク 1 人 1 人 1 人 1 人 

日産レンタカー 1 人 1 人 1 人 1 人 

タイムズカーレンタル 1 人 1 人 1 人 1 人 

太平ビルサービス 12 人 12 人 12 人 12 人 

南四国綜合警備保障 21 人 21 人 21 人 21 人 

空港環境整備協会 6 人 2 人 4 人 2 人 

南国警察署空港派出所 2 人 2 人 2 人 2 人 

小計 152 人 101 人 131 人 104 人 
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避難対象者 

平日 

8:30-17:15 

平日 

17:15-21:00 

休日 

8:30-17:15 

休日 

17:15-21:00 

空港 
ス タ ッ
フ 

管理地区 
空港事務所 42 人 10 人 25 人 10 人 

航空保安協会高知第一事務所 9 人 7 人 8 人 7 人 

航空保安協会高知第二事務所 3 人 2 人 3 人 2 人 

サンネクト 4 人 1 人 2 人 1 人 

南四国綜合警備保障 3 人 3 人 3 人 3 人 

ＮＩＰＰＯ 11 人 11 人 0 人 0 人 

四電工 1 人 0 人 0 人 0 人 

南海ケーブルビジョン 5 人 2 人 2 人 2 人 

小計 78 人 36 人 43 人 25 人 

貨物地区 
日本通運 10 人 4 人 4 人 4 人 

ヤマトグローバルエキスプレス 8 人 8 人 8 人 8 人 

セイノースーパーエクスプレス 2 人 2 人 1 人 1 人 

とさでん交通 2 人 2 人 2 人 2 人 

小計 22 人 16 人 15 人 15 人 

給油施設地区 
入交石油  8 人 3 人 8 人 3 人 

小計 8 人 3 人 8 人 3 人 

制限区域 
高知県消防防災航空隊 15 人 0 人 8 人 0 人 

高知県警察本部航空隊 6 人 0 人 0 人 0 人 

小計 21 人 0 人 8 人 0 人 

空港スタッフ合計 281 人 156 人 205 人 147 人 

※ 旅客・来港者数は下式により算定した概略の想定数である。 

  旅客・来港者数＝ピーク時間帯の出発到着旅客機の提供座席×座席利用率×送迎者割増率 

  ・提供座席数（942 席）：平成 25 年 3月 31 日のダイヤより（午後 3時台） 

  ・提供座席数は旅客が出発前 1時間及び到着後 30 分滞留すると想定してこの間の総数を集計 

  ・座席利用率（61%）：高知空港の年間平均率（平成 24 年度航空輸送統計年報） 

  ・送迎者数割増率(1.15)：高知空港の旅客 1人当り送迎者数（平成 21 年度航空旅客動態調査） 
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【別表２】避難対象者（地震・津波時）（平成 26年 12 月） 

避難対象者 

平日 

8:30-17:15 

平日 

17:15-21:00 

休日 

8:30-17:15 

休日 

17:15-21:00 

旅客・来港者 約 650人 － 約 650人 － 

空港 

スタッフ 

旅客 

旅客ターミナル

ビル地区 

日本航空 1 人 0 人 0 人 0 人 

JAL エンジニアリング 2 人 1 人 2 人 1 人 

全日本空輸 2 人 0 人 0 人 0 人 

ANA ラインメンテナンステ

クニクス 
2 人 1 人 2 人 1 人 

フジドリームエアラインズ 1 人 0 人 1 人 0 人 

高知空港ビル 28 人 10 人 16 人 10 人 

とさでん交通 50 人 30 人 45 人 30 人 

加寿翁コーポレーション 12 人 10 人 13 人 13 人 

アンプイーマート 1 人 1 人 1 人 1 人 

興文堂書店 1 人 1 人 1 人 1 人 

空の駅 なんこくまほら 2 人 1 人 2 人 1 人 

全日空商事 2 人 2 人 2 人 2 人 

フジレンタリース 1 人 1 人 1 人 1 人 

トヨタレンタリース西四国 1 人 1 人 1 人 1 人 

ニッポンレンタカー四国 1 人 1 人 1 人 1 人 

バシェットレンタカー四国 1 人 1 人 1 人 1 人 

クリーク 1 人 1 人 1 人 1 人 

日産レンタカー 1 人 1 人 1 人 1 人 

タイムズカーレンタル 1 人 1 人 1 人 1 人 

太平ビルサービス 12 人 12 人 12 人 12 人 

南四国綜合警備保障 21 人 21 人 21 人 21 人 

空港環境整備協会 6 人 2 人 4 人 2 人 

南国警察署空港派出所 2 人 2 人 2 人 2 人 

小計 152 人 101 人 131 人 104 人 
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避難対象者 

平日 

8:30-17:15 

平日 

17:15-21:00 

休日 

8:30-17:15 

休日 

17:15-21:00 

空港 

スタッフ 

管理地区 
空港事務所 42 人 10 人 25 人 10 人 

航空保安協会高知第一事務所 9 人 7 人 8 人 7 人 

航空保安協会高知第二事務所 3 人 2 人 3 人 2 人 

サンネクト 4 人 1 人 2 人 1 人 

南四国綜合警備保障 3 人 3 人 3 人 3 人 

ＮＩＰＰＯ 11 人 11 人 0 人 0 人 

四電工 1 人 0 人 0 人 0 人 

南海ケーブルビジョン 5 人 2 人 2 人 2 人 

小計 78 人 36 人 43 人 25 人 

貨物地区 
日本通運 10 人 4 人 4 人 4 人 

ヤマトグローバルエキスプレス 8 人 8 人 8 人 8 人 

セイノースーパーエクスプレス 2 人 2 人 1 人 1 人 

とさでん交通 2 人 2 人 2 人 2 人 

小計 22 人 16 人 15 人 15 人 

給油施設地区 
入交石油  8 人 3 人 8 人 3 人 

小計 8 人 3 人 8 人 3 人 

制限区域 
高知県消防防災航空隊 15 人 0 人 8 人 0 人 

高知県警察本部航空隊 6 人 0 人 0 人 0 人 

小計 21 人 0 人 8 人 0 人 

空港スタッフ合計 281 人 156 人 205 人 147 人 

周辺住民 南国市 約 150人 － 約 150人 － 

※ 旅客・来港者数は下式により算定した概略の想定数である。 

  旅客・来港者数＝ピーク時間帯の出発到着旅客機の提供座席×座席利用率×送迎者割増率 

  ・提供座席数（942 席）：平成 25 年 3月 31 日のダイヤより（午後 3時台） 

  ・提供座席数は旅客が出発前 1時間及び到着後 30 分滞留すると想定してこの間の総数を集計 

  ・座席利用率（61%）：高知空港の年間平均率（平成 24 年度航空輸送統計年報） 

  ・送迎者数割増率(1.15)：高知空港の旅客 1人当り送迎者数（平成 21 年度航空旅客動態調査） 
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【別表３】空港スタッフの連絡先 

関係者 担当 連絡先（方法） 

航空局安全部 

空港安全・保安対策課 

専門官 XXX-XXXX-XXXX 

○○係長 XXX-XXXX-XXXX 

大阪航空局総務部 

安全企画・保安対策課 

○○係長 XXX-XXXX-XXXX 

課長補佐 XXX-XXXX-XXXX 

課長 XXX-XXXX-XXXX 

連絡班 XXX-XXXX-XXXX 

現地対策本部 総務課 XXX-XXXX-XXXX 

高知空港事務所 総務部 XXX-XXXX-XXXX 

高知空港ビル株式会社  XXX-XXXX-XXXX 

太平ビルサービス株式会社  XXX-XXXX-XXXX 

南四国綜合警備保障株式会社  XXX-XXXX-XXXX 

全日本空輸株式会社  XXX-XXXX-XXXX 

日本航空株式会社  XXX-XXXX-XXXX 

株式会社フジドリームエアライン

ズ 
 XXX-XXXX-XXXX 

一般財団法人空港環境整備協会 航空部 XXX-XXXX-XXXX 

とさでん交通株式会社  XXX-XXXX-XXXX 

高知県消防防災航空隊  XXX-XXXX-XXXX 

高知県警察本部航空隊  XXX-XXXX-XXXX 

南国警察署空港警備派出所 空港部 XXX-XXXX-XXXX 

入交石油株式会社 高知空港支店 XXX-XXXX-XXXX 

日本通運株式会社  XXX-XXXX-XXXX 

ヤマトグローバルエキスプレス株

式会社 
 XXX-XXXX-XXXX 

セイノースーパーエクスプレス  XXX-XXXX-XXXX 

   注） 平成 27 年 10 月時点 

 


